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第１章 計画の策定にあたって 

 

第１節 計画策定の背景と趣旨 

  

１．はじめに 

  次代の担い手となるのは、今を生きる子ども・若者です。その子ども・若者が、自分の可能性

を信じて前向きに挑戦し、未来を切り開いていけるよう応援することが私たちの役割です。しか

しながら、近年の子ども・若者を取り巻く環境は依然として穏やかではなく、SNS やインター

ネットによる情報の氾濫など、むしろ厳しさを増しているような状況にあります。 

 

 

２．国の動向 

  我が国では、急速な少子化の進行により、労働力人口の減少や社会保障負担の増加など、社会・経

済構造の大きな転換期を迎えています。また、家族構成の多様化、共働き家庭の増加、地域のつなが

りの希薄化など、子どもや子育て家庭を取り巻く環境が変化する中、待機児童、児童虐待、子どもの

貧困などの問題が顕在化しています。 

平成 24 年（2012 年）に成立した「子ども・子育て関連 3 法」に基づき、幼児教育・保育、地域

の子ども・子育て支援を総合的に推進することを目的とした「子ども・子育て支援新制度」がスター

トしました。新たな制度では、市町村が実施主体となり、幼稚園、保育所、認定こども園を通じた共

通の給付の創設と、認定こども園制度の改善、地域の実情に応じた子ども・子育て支援の充実を目指

しています。 

その後、国では、さらに進む少子化への対応や、待機児童の解消を目指し「子育て安心プラン」や、

令和元年（2019 年）10 月からは、幼児教育の重要性や子育てにかかる経済的な負担軽減の観点から

「幼児教育・保育の無償化」を実施するなど、更なる少子化対策を推進しています。 

また、子どもの貧困対策の推進に関する法律は、法施行後 5 年経過の見直し等により、「市町村が

子供の貧困対策についての計画を策定するように努める旨」の規定が追加されるなどの改正がされま

した。 

 

 

３．滋賀県の動向 

滋賀県では、平成 22 年３月に、次世代育成支援行動計画「子どもの世紀しがプラン」、青少年育成

長期構想「新・アクティユースプラン」、ひとり親家庭等自立促進計画を統合した中期的な計画とし

て「淡海子ども・若者プラン」を策定し、子どもが生まれる前から自立した社会の担い手になるまで

を切れ目なく支える施策を推進してきました。平成 27 年 3 月には、子ども・子育て支援新制度等の

法制度の改正を踏まえた、新たな「淡海子ども・若者プラン」を策定し、子どもが生まれる前から自

立するまでの子ども・若者育成支援施策を総合的かつ体系的に構築しており、現在、その次期計画を
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策定中です。 

 

 

４．本市の動向 

本市においては、平成 22 年 3 月に策定した「子どもきらめき未来プラン（彦根市次世代育成支援

行動計画）＜後期計画＞」の子育て支援に係るさまざまな事業を継承しつつ、彦根市における子ども・

若者を一体的に支援するため、「子ども・子育て関連３法」「次世代育成支援推進法」「子ども・若者

育成支援推進法」「母子保健法」、「母子及び父子並びに寡婦福祉法」などの趣旨を踏まえ、「彦根市子

ども・若者プラン」を平成 27 年 3 月に策定し、多様な子ども・若者支援施策を推進してきています。

また、今を生きる子どもたちが、家族に応援され、学校に応援され、地域に応援される社会、そのこ

とを子どもたちが実感できる地域社会を築くこと、みんなに応援されて育った子どもたちが、将来、

地域社会を応援する若者・大人となっていくように、支え合い・助け合いが循環するまちづくりを目

指して、「彦根市子どもの貧困対策計画」を平成 29 年に策定し、分野横断的に子どもの貧困対策に関

わる各種の施策や事業にも取組んできています。 

このたび、この 2 つの計画が令和元年度末をもって終了することから、市民からの子ども・若者支

援に関するニーズ調査を実施し、彦根市の現状と課題を再度、分析・整理し、令和２年度から令和６

年度までの５年間を計画期間とした「（仮）彦根市子ども・若者プラン（令和 2～6 年度）」を策定す

るものです。 

本計画については、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の趣旨も包含し、子ども・若者・子

育て家庭を総合的に支援する中期的な計画として一体的に策定することとします。 

 

 

 

  



3 

第２節 計画の位置づけ 

この計画は、子ども・子育て支援法第２条（基本理念）を踏まえ、同法第 61 条の規定に基づく「市

町村子ども・子育て支援事業計画」に位置づけられるとともに、次世代育成支援対策推進法第 8 条の

規定に基づく「市町村次世代育成支援行動計画」、子ども・若者育成支援推進法第９条第２項に基づ

く「市町村子ども・若者支援計画」、子どもの貧困対策の推進に関する法律第９条に基づく「子ども

の貧困対策計画」、母子及び父子並びに寡婦福祉法第 12 条に基づく「ひとり親家庭等自立促進計画（母

子家庭及び寡婦自立促進計画）」、母子保健法に基づく「母子保健計画」（令和６年度までの計画のう

ちの中間評価となるもの）の６計画を一体的に策定します。 

また、この計画は、市の最上位計画である「彦根市総合計画」と整合を図るとともに、子どもと子

育てを取り巻く福祉、保健、教育などの分野における「彦根市地域福祉計画」「彦根市障害者計画（ひ

こね障害者まちづくりプラン）・障害福祉計画・障害児福祉計画」「彦根市男女共同参画計画（男女共

同参画ひこねかがやきプラン）」「ひこね元気計画 21（健康増進計画・食育推進計画）」などの関連計

画との整合・連携を図りながら、子ども・子育て、若者支援の関連施策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

彦 根 市 総 合 計 画 

 

 

関連計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２期 
彦根市子ども・若者プラン 

（令和２～６年度） 

一体的に策定  

･子ども・子育て支援事業計画 

･次世代育成支援行動計画 

･子ども・若者支援計画 

･子どもの貧困対策計画 

･ひとり親家庭等自立促進計画 

･母子保健計画 

 子ども・子育て支援関連施策 

・彦根市地域福祉計画 

・彦根市教育大綱・彦根市教育行政方針 

・彦根市障害者計画（ひこね障害者まち

づくりプラン）・彦根市障害福祉計画・

彦根市障害児福祉計画 

・ひこね元気計画 21（健康増進計画・食

育推進計画） 

・彦根市男女共同参画計画（男女共同参

画ひこねかがやきプラン） 

・彦根市多文化共生推進プラン  など 

連携 

連携 

次期 淡海子ども・若者プラン 
（令和２～６年度） 
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第３節 計画の期間 

この計画は、令和２（2020）年度を初年度として、令和 6（2024）年度までの５年間を計画期間

とします。 

  

西暦 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

和暦 
平成 令和 

27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

           
 

彦 根 市 子 ど も ・ 若 者 プ ラ ン 

             「彦根市子どもの貧困対策計画」 

     

                 第 ２ 期 彦 根 市 子 ど も ・ 若 者 プ ラ ン 

           

 

 

第４節 本計画における「子ども・若者」の定義 

   本計画が概ね 39 歳までの子ども・若者を対象とすることから、「子ども・子育て支援法」および

「子ども・若者育成支援推進法」に基づき、本計画における「子ども」は 18 歳未満、「若者」は 39 

歳までと定義します。なお、この定義には外国人住民を含みます。 

 

  

中間年 
見直し 

中間年 
見直し 
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第５節 子ども・子育て支援新制度をめぐる動向 

   基本指針の改正について主な項目を記載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   また、わが国における急速な少子化の進行並びに幼児期の教育及び保育の重要性に鑑み、総合的な

少子化対策を推進する一環として、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、市町村の確認

を受けた幼児期の教育及び保育を行う施設等の利用に関する給付制度を創設する等の措置を講じる

「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」が令和元年 10 月 1 日に施行されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【子ども・子育て支援法の一部を改正する法律の概要】 

１ 基本理念 

子ども・子育て支援の内容及び水準について、全ての子供が健やかに成長するように支援

するものであって、良質かつ適切なものであることに加え、子供の保護者の経済的負担の軽

減に適切に配慮されたものとする旨を基本理念に追加する。 

２ 子育てのための施設等利用給付の創設 

（１）対象施設等を利用した際に要する費用の支給 

市町村は、支給要件を満たした子供が対象施設等を利用した際に要する費用を支給する。 

①対象施設等 

子どものための教育・保育給付の対象外である幼稚園、特別支援学校の幼稚部、認可外施設、預

かり保育事業、一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業であって、市町村の認定

を受けた者を対象とする。 

②支給要件 

・3歳から 5歳まで（小学校就学前まで）の子供 

・0歳から 2歳までの住民税非課税世帯の子供であって、保育の必要性がある子供 

（２）費用負担 

本給付に要する費用は、原則、国が 2分の 1、都道府県が 4分の 1、市町村が 4分の 1。 

（３）その他 

 

【基本方針の改正方針】 

１ 市町村計画・都道府県計画の作成に関する事項について、制度の施行状況や関連施策の

動向を反映させる 

（１）幼児教育アドバイザーの配置・確保及び幼児教育センターの体制整備 

（２）幼稚園の利用希望及び保育を必要とする者の預かり保育の利用希望への対応 

（３）海外から帰国した幼児等への支援・配慮 

２ 平成 28 年の児童福祉法改正等による社会的養育・児童虐待防止対策に係る改正に関す

る事項について見直し 

３ 新・放課後子ども総合プランを踏まえた市町村計画・都道府県計画の作成に関する事項

について追記 

４ これらの他、第 198 回国会（常会）に提出予定の幼児教育無償化に係る子ども・子育て

支援法の改正法案の内容を踏まえた改正を今後検討 

平成 31 年 2月 18 日に開催された「子ども・子育て支援新制度説明会【都道府県等説明会】」

より 
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第２章  彦根市の子どもを取り巻く現状と課題 

第１節 人口や世帯の状況 

１．人口構造 

彦根市の近年の人口は、概ね横ばいで推移しています。うち年少人口は減少傾向にあり、年少人口

比率も低下傾向にあります。 

図表 年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

資料：彦根市ホームページ「年齢別統計表」（平成 31 年３月 31 日現在） 

 

 

２．子ども・若者人口の推移 

各年齢区分でおおむね減少傾向にありますが、６～11 歳と 18～30 歳は、平成 31 年に増加に転じ

ています。 

図表 総人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：彦根市ホームページ「年齢別統計表」（各年３月 31 日現在） 

16,388 16,157 15,949 15,638 15,549

70,543 70,036 69,737 69,433 69,593

25,689 26,431 26,974 27,466 27,855
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6,509 6,420 6,446 6,406 6,458

3,514 3,460 3,337 3,237 3,204

3,599 3,576 3,613 3,541 3,478

16,253 16,149 16,074 16,012 16,129

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

（人）
0～5歳 6～11歳 12～14歳 15～17歳 18～30歳
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3．外国人人口の推移 

彦根市の近年の外国人人口は、増加傾向で推移しています。うち年少人口は増減を経て、平成 31

年に 214 人となっており、年少人口比率は８％台で推移しています。 

 

図表 外国人人口（年齢 3 区分別人口）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「住民基本台帳人口」（各年 1 月 1 日現在） 

 

 

4．世帯数および世帯分類 

国勢調査による彦根市の世帯類型をみると、一般世帯数は増加していますが、一般世帯に占める核

家族の割合は低下から上昇へと推移し、夫婦と子どもから成る世帯の割合は、わずかに低下していま

す。 

 

図表 家族の世帯類型別一般世帯数の推移 

区分 
総数 

 

核家族世帯 

その他

の親族

世帯 

非親族

世帯 

単独 

世帯 総数 
夫婦のみ

世帯 

夫婦と子
どもから
成る世帯 

男親か女
親どちら
かと子ど
もから成
る世帯 

平成 17 年 
40,456 22,812 7,357 12,542 2,913 5,774 164 11,706 

（割合） 56.4％ 18.2％ 31.0％ 7.2％ 14.3％ 0.4％ 28.9％ 

平成 22 年 
43,835 24,050 7,955 12,846 3,249 5,234 310 14,234 

（割合） 54.9％ 18.1％ 29.3％ 7.4％ 11.9％ 0.7％ 32.5％ 

平成 27 年 
45,473 25,339 8,565 13,217 3,557 4,673 279 15,044 

（割合） 55.7％ 18.8％ 29.1％ 7.8％ 10.3％ 0.6％ 33.1％ 

資料：国勢調査 

※割合は一般世帯数に占める割合 
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第２節 子どもの状況 

１．出生の状況 

彦根市の近年の出生数は、1,000 人台から 900 人台で推移しています。出生率は全国の値よりも

高くなっています。ベイズ推定による合計特殊出生率は直近値で 1.58 と国や県よりも高くなってい

ます。 

図表 出生数・出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計 ※出生率は人口千対 

 

図表 合計特殊出生率の推移 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：人口動態統計特殊報告 

※１ 合計特殊出生率：15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢別出生率で一生

の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。 

※２ ベイズ推定値：地域間比較や経年比較が可能となるように、観測データ以外の対象に関する情報を推定に反映させ

る手法。小地域に特有なデータの不安定性を緩和する。 
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第３節 就労の状況 

１．労働力率 

彦根市の年齢階級別の女性の労働力率は、Ｍ字型カーブを描いており、30～34 歳でＭ字の底とな

っています。20 から 39 歳の間で全国の値よりも低く、子育て支援や就労との両立支援が求められま

す。 

 

図表 女性の年齢階級別労働力率～滋賀県・全国との比較～（2015 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※３ 労働力人口：15 歳以上の人口のうち、「就業者」と「完全失業者」を合わせたもの。 

※４ 労働力率：15 歳以上人口に占める労働力人口の割合。労働力状態「不詳」を除いて算出。11 頁参照。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

資料：総務省統計局「国勢調査」 
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第４節 婚姻の状況 

１．結婚の状況 

彦根市の婚姻数は 500 から 600 件台で推移しており、婚姻率は国や県よりも若干高くなっていま

す。離婚数は 200 件前後で推移しており、近年の離婚率は国や県の値を上回っています。 

 

 

図表 婚姻数・婚姻率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計 

 

図表 離婚数・離婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計 
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第５節 保育・幼児教育等の状況 

１．保育所等入所率 

図表 彦根市内保育所等 入所児童数一覧 
（単位：人） 

＜①保育所＞ 
定員 

（Ａ） 

入所児童数 入所率 

（B/A） 

定員 

との差 

（B-A） ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計(Ｂ) 

市立西保育園 110 3 12 14 19 24 31 103 93.6% △7 

市立東保育園 120 4 12 19 16 28 36 115 95.8% △5 

市立ふたば保育園 150 6 15 19 30 34 35 139 92.7% △11 

公立 計 380 13 39 52 65 86 102 357 93.9% △23 

城南保育園 220 6 28 23 46 47 52 202 91.8% △18 

日夏保育園 90 2 10 11 19 24 22 88 97.8% △2 

花田保育園 60 2 5 10 12 11 12 52 86.7% △8 

多景保育園 60 2 6 11 16 21 13 69 115.0% 9 

旭森保育園 150 5 12 13 36 36 44 146 97.3% △4 

鳥居本保育園 80 1 9 12 15 16 18 71 88.8% △9 

東山保育園 50 3 5 9 9 11 14 51 102.0% 1 

亀山保育園 60 5 6 10 11 18 21 71 118.3% 11 

しあわせ保育園 90 7 10 16 15 27 22 97 107.8% 7 

稲枝ふたば保育園 90 1 10 18 14 24 24 91 101.1% 1 

ことぶき保育園 70 1 11 10 14 21 26 83 118.6% 13 

みづほ保育園 120 8 12 23 27 23 23 116 96.7% △4 

ノゾミ保育園 90 3 9 12 18 22 25 89 98.9% △1 

めぐみ保育園 90 6 16 14 24 22 23 105 116.7% 15 

るんびにー保育園 90 4 14 17 16 23 25 99 110.0% 9 

彦根乳児保育所 85 6 19 29 22 － － 76 89.4% △9 

どんぐり保育園 90 4 14 17 18 17 19 89 98.9% △1 

森の子保育園 90 9 18 19 19 22 16 103 114.4% 13 

旭森乳児保育園 45 3 16 10 9 － － 38 84.4% △7 

レイモンド大藪保育園 90 4 18 19 23 23 23 110 122.2% 20 

ほいくえんももの家だいち 85 7 14 16 21 20 23 101 118.8% 16 

こだまそよかぜ保育園 90 6 13 17 24 17 25 102 113.3% 12 

どんぐりけんだいまえ保育園 46 3 10 10 9 10 0 42 91.3% △4 

ひこねさくら保育園 90 4 20 17 18 9 3 71 78.9% △19 

民間 計 2,121 102 305 363 455 464 473 2162 101.9% 41 

合 計 2,501 115 344 415 520 550 575 2519 100.7% 18 

資料：幼稚園・保育所関係統計資料（平成30年度版）《平成30年（2018年）4月1日現在》 
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（単位：人） 

＜②認定こども園＞ 

※２・３号（保育）認定 

定員 

（Ａ） 

入所児童数 入所率 

（B/A） 

定員 

との差 

（B-A） ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計(Ｂ) 

市立平田こども園 60 4 9 13 14 14 11 65 108.3% 5 

聖ヨゼフ幼稚園 35 － － 7 8 10 4 29 82.9% △6 

合 計 95 4 9 20 22 24 15 94 98.9% △1 

 

＜③小規模保育事業所＞ 
定員 

（Ａ） 

入所児童数 入所率 

（B/A） 

定員 

との差 

（B-A） ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計(Ｂ) 

彦根かんがるー保育園 19 4 9 9 － － － 22 115.8% 3 

ほほえみ園 19 2 9 7 － － － 18 94.7% △1 

パレット 11 0 1 1 － － － 2 18.2% △9 

合 計 49 6 19 17 － － － 42 85.7% △7 

※このほか、「にこにこおひさま園」が平成 31年4 月に認可化、「つぼみ保育園」が令和元年 5月に開設 

＜④事業所内保育事業所＞ 
定員 

（Ａ） 

入所児童数 入所率 

（B/A） 

定員 

との差 

（B-A） ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計(Ｂ) 

かるがも保育所 35 1 8 5 － － － 14 40.0% △21 

 

 

 

（単位：人） 

 
定員 

（Ａ） 

入所児童数 入所率 

（B/A） 

定員 

との差 

（B-A） ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計(Ｂ) 

保育所等全体（①～④合計） 2,680 126 380 457 542 574 590 2,669 99.6% △11 

 

資料：幼稚園・保育所関係統計資料（平成30年度版）《平成30年（2018年）4月1日現在》 
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２．幼稚園・保育所等入園（所）状況 

幼稚園・保育所の入園（所）状況を年齢別でみると、平成 25 年（2013 年）との比較では、幼稚

園で 4・5 歳児の入園率が 1.7 ポイント低くなっています。一方、保育所等ではすべての年齢層にお

いて入所率が高くなっています。 

 

図表 幼稚園・保育所等 年齢別入園（所）児童数 
（単位：人） 

 

平成 25 年（2013 年） 

児童数 

幼稚園 保育所等 合計 その他 

入園 

児童数 
入園率 

入所 

児童数 
入所率 

入園（所） 

児童数 

入園（所） 

率 
児童数 割合 

０～２歳児 3,282 0 0.0% 810 24.7% 810 24.7% 2,472 75.3% 

３歳児 1,063 397 37.3% 525 49.4% 922 86.7% 141 13.3% 

４・５歳児 2,189 1,003 45.8% 1,168 53.4% 2,171 99.2% 18 0.8% 

合 計 6,534 1,400 － 2,503 － 3,903 59.7% 2,631 40.3% 

 

 

平成 30 年（2018 年） 

児童数 

幼稚園 保育所等 合計 その他 

入園 

児童数 
入園率 

入所 

児童数 
入所率 

入園（所） 

児童数 

入園（所） 

率 
児童数 割合 

０～２歳児 2,887 0 0.0% 963 33.4% 963 33.4% 1,924 66.6% 

３歳児 1,014 404 39.8% 542 53.5% 946 93.3% 68 6.7% 

４・５歳児 2,094 886 42.3% 1,164 55.6% 2,050 97.9% 44 2.1% 

合 計 5,995 1,290 － 2,669 － 3,959 66.0% 2,036 34.0% 

 

 

比較増減（H25-H30） 

児童数 

幼稚園 保育所等 合計 その他 

入園 

児童数 
入園率 

入所 

児童数 
入所率 

入園（所） 

児童数 

入園（所） 

率 
児童数 割合 

０～２歳児 △395 0 0.0% 153 8.7% 153 8.7% △548 △8.7% 

３歳児 △49 7 2.5% 17 4.1% 24 6.6% △73 △6.6% 

４・５歳児 △95 △117 △3.5% △4 2.2% △121 △1.3% 26 1.3% 

合 計 △539 △110 － 166 － 56 6.3% △595 △6.3% 

 

資料：幼稚園・保育所関係統計資料（平成30年度版） 
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図表 彦根市内幼稚園 年齢別入園児童数一覧 

（単位：人） 

 区分 

平成 26 年度 
（2014 年度） 

平成 27 年度 
（2015 年度） 

平成 28 年度 
（2016 年度） 

平成 29 年度 
（2017 年度） 

平成 30 年度 
（2018 年度） 

クラス数 児童数 クラス数 児童数 クラス数 児童数 クラス数 児童数 クラス数 児童数 

彦根幼稚園 

３歳児 2 ｸﾗｽ 36 1 ｸﾗｽ 25 2 ｸﾗｽ 40 2 ｸﾗｽ 35 2 ｸﾗｽ 38 

４歳児 1 ｸﾗｽ 30 1 ｸﾗｽ 19 2 ｸﾗｽ 45 1 ｸﾗｽ 28 1 ｸﾗｽ 32 

５歳児 1 ｸﾗｽ 16 1 ｸﾗｽ 26 1 ｸﾗｽ 11 1 ｸﾗｽ 22 1 ｸﾗｽ 26 

池州分園 

３歳児 － － － － － － － － － － 

４歳児 1 ｸﾗｽ 18 1 ｸﾗｽ 10 － － － － － － 

５歳児 1 ｸﾗｽ 18 1 ｸﾗｽ 18 － － － － － － 

高宮幼稚園 

３歳児 1 ｸﾗｽ 20 1 ｸﾗｽ 25 1 ｸﾗｽ 26 1 ｸﾗｽ 25 1 ｸﾗｽ 25 

４歳児 2 ｸﾗｽ 40 2 ｸﾗｽ 42 2 ｸﾗｽ 39 2 ｸﾗｽ 43 1 ｸﾗｽ 28 

５歳児 2 ｸﾗｽ 50 2 ｸﾗｽ 41 2 ｸﾗｽ 43 2 ｸﾗｽ 40 2 ｸﾗｽ 43 

平田幼稚園 

３歳児 2 ｸﾗｽ 40 2 ｸﾗｽ 36 2 ｸﾗｽ 50 － － － － 

４歳児 2 ｸﾗｽ 43 2 ｸﾗｽ 44 2 ｸﾗｽ 43 － － － － 

５歳児 2 ｸﾗｽ 52 2 ｸﾗｽ 47 2 ｸﾗｽ 41 － － － － 

稲枝東幼稚園 

３歳児 1 ｸﾗｽ 20 1 ｸﾗｽ 19 1 ｸﾗｽ 25 1 ｸﾗｽ 13 1 ｸﾗｽ 25 

４歳児 1 ｸﾗｽ 25 1 ｸﾗｽ 21 1 ｸﾗｽ 19 1 ｸﾗｽ 24 1 ｸﾗｽ 14 

５歳児 1 ｸﾗｽ 19 1 ｸﾗｽ 25 1 ｸﾗｽ 21 1 ｸﾗｽ 18 1 ｸﾗｽ 19 

旭森幼稚園 

３歳児 2 ｸﾗｽ 41 2 ｸﾗｽ 47 2 ｸﾗｽ 49 2 ｸﾗｽ 38 2 ｸﾗｽ 47 

４歳児 2 ｸﾗｽ 55 2 ｸﾗｽ 58 2 ｸﾗｽ 47 2 ｸﾗｽ 54 2 ｸﾗｽ 42 

５歳児 2 ｸﾗｽ 48 2 ｸﾗｽ 58 2 ｸﾗｽ 57 2 ｸﾗｽ 48 2 ｸﾗｽ 54 

城北幼稚園 

３歳児 1 ｸﾗｽ 17 1 ｸﾗｽ 25 1 ｸﾗｽ 24 1 ｸﾗｽ 23 1 ｸﾗｽ 25 

４歳児 1 ｸﾗｽ 32 1 ｸﾗｽ 20 1 ｸﾗｽ 24 1 ｸﾗｽ 27 1 ｸﾗｽ 20 

５歳児 1 ｸﾗｽ 20 1 ｸﾗｽ 30 1 ｸﾗｽ 19 1 ｸﾗｽ 26 1 ｸﾗｽ 24 

金城幼稚園 

３歳児 2 ｸﾗｽ 39 2 ｸﾗｽ 38 2 ｸﾗｽ 42 2 ｸﾗｽ 34 2 ｸﾗｽ 48 

４歳児 2 ｸﾗｽ 44 2 ｸﾗｽ 43 2 ｸﾗｽ 39 2 ｸﾗｽ 50 1 ｸﾗｽ 33 

５歳児 2 ｸﾗｽ 51 2 ｸﾗｽ 42 2 ｸﾗｽ 42 2 ｸﾗｽ 37 2 ｸﾗｽ 51 

佐和山幼稚園 

３歳児 1 ｸﾗｽ 20 1 ｸﾗｽ 25 1 ｸﾗｽ 25 1 ｸﾗｽ 25 1 ｸﾗｽ 25 

４歳児 1 ｸﾗｽ 35 2 ｸﾗｽ 39 2 ｸﾗｽ 47 1 ｸﾗｽ 32 1 ｸﾗｽ 35 

５歳児 2 ｸﾗｽ 37 1 ｸﾗｽ 34 2 ｸﾗｽ 39 2 ｸﾗｽ 36 1 ｸﾗｽ 33 

城陽幼稚園 

３歳児 1 ｸﾗｽ 20 1 ｸﾗｽ 19 1 ｸﾗｽ 25 1 ｸﾗｽ 17 1 ｸﾗｽ 25 

４歳児 1 ｸﾗｽ 26 2 ｸﾗｽ 40 1 ｸﾗｽ 22 2 ｸﾗｽ 42 1 ｸﾗｽ 18 

５歳児 2 ｸﾗｽ 39 1 ｸﾗｽ 26 2 ｸﾗｽ 39 1 ｸﾗｽ 21 2 ｸﾗｽ 44 

平田こども園 

（１号認定） 

３歳児 － － － － － － 2 ｸﾗｽ 40 2 ｸﾗｽ 35 

４歳児 － － － － － － 2 ｸﾗｽ 49 2 ｸﾗｽ 45 

５歳児 － － － － － － 2 ｸﾗｽ 39 2 ｸﾗｽ 44 

市立 計 

３歳児 13 ｸﾗｽ 253 12 ｸﾗｽ 259 13 ｸﾗｽ 306 13 ｸﾗｽ 250 13 ｸﾗｽ 293 

４歳児 14 ｸﾗｽ 348 16 ｸﾗｽ 336 15 ｸﾗｽ 325 14 ｸﾗｽ 349 11 ｸﾗｽ 267 

５歳児 16 ｸﾗｽ 350 14 ｸﾗｽ 347 15 ｸﾗｽ 312 14 ｸﾗｽ 287 14 ｸﾗｽ 338 

計 43 ｸﾗｽ 951 42 ｸﾗｽ 942 43 ｸﾗｽ 943 41 ｸﾗｽ 886 38 ｸﾗｽ 898 

聖ヨゼフ幼稚園 

（１号認定） 

３歳児  46  37  39  38  36 

４歳児 4 ｸﾗｽ 42 4 ｸﾗｽ 40 4 ｸﾗｽ 38 4 ｸﾗｽ 39 4 ｸﾗｽ 35 

５歳児  46  37  38  32  39 

みどり幼稚園 

３歳児 3 ｸﾗｽ 97 3 ｸﾗｽ 96 3 ｸﾗｽ 105 3 ｸﾗｽ 104 3 ｸﾗｽ 75 

４歳児 3 ｸﾗｽ 93 3 ｸﾗｽ 94 3 ｸﾗｽ 97 3 ｸﾗｽ 103 3 ｸﾗｽ 105 

５歳児 3 ｸﾗｽ 101 3 ｸﾗｽ 91 3 ｸﾗｽ 93 3 ｸﾗｽ 97 3 ｸﾗｽ 102 

私立 計 

３歳児 － 143 － 133 － 144 － 142 － 111 

４歳児 － 135 － 134 － 135 － 142 － 140 

５歳児 － 147 － 128 － 131 － 129 － 141 

計 13 ｸﾗｽ 425 13 ｸﾗｽ 395 13 ｸﾗｽ 410 13 ｸﾗｽ 413 13 ｸﾗｽ 392 

市内 計 

３歳児 － 396 － 392 － 450 － 392 － 404 

４歳児 － 483 － 470 － 460 － 491 － 407 

５歳児 － 497 － 475 － 443 － 416 － 479 

計 56 ｸﾗｽ 1,376 55 ｸﾗｽ 1,337 56 ｸﾗｽ 1,353 54 ｸﾗｽ 1,299 51 ｸﾗｽ 1,290 

資料：幼稚園・保育所関係統計資料（平成30年度版）《各年5月1日現在》  
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図表 彦根市内保育所等 年齢別入所児童数一覧 

（単位：人） 

 区分 

平成 26 年度 
（2014 年） 

平成 27 年度 
（2015 年） 

平成 28 年度 
（2016 年） 

平成 29 年度 
（2017 年） 

平成 30 年度 
（2018 年） 

施設数 児童数 施設数 児童数 施設数 児童数 施設数 児童数 施設数 児童数 

公立保育所 

０歳児  12  9  10  11  13 

１歳児  48  47  40  40  39 

２歳児  73  59  56  49  52 

３歳児  85  92  87  78  65 

４歳児  93  95  98  99  86 

５歳児  101  95  104  101  102 

計 3 か所 412 3 か所 397 3 か所 395 3 か所 378 3 か所 357 

１園あたり  137.3  132.3  131.7  126.0  119.0 

民間保育所 

０歳児  72  67  67  83  93 

１歳児  218  215  234  241  270 

２歳児  316  314  296  305  324 

３歳児  452  422  439  432  424 

４歳児  463  528  477  467  464 

５歳児  481  462  530  479  473 

計 22 か所 2,002 22 か所 2,008 22 か所 2,043 22 か所 2,007 22 か所 2,048 

１園あたり  91.0  91.3  92.9  87.3  89.0 

民間保育所 

（乳児保育所） 

０歳児  22  15  14  10  9 

１歳児  27  43  41  41  35 

２歳児  43  32  43  44  39 

３歳児  37  38  29  38  31 

計 2 か所 129 2 か所 128 2 か所 127 2 か所 133 2 か所 114 

１園あたり  64.5  64.0  63.5  66.5  57.0 

認定こども園 

（2・3 号(保育) 

認定） 

０歳児  －  －  0  3  4 

１歳児  －  －  0  10  9 

２歳児  －  －  7  21  20 

３歳児  －  －  4  17  22 

４歳児  －  －  4  12  24 

５歳児  －  －  1  16  15 

計 － － － － 1 か所 16 2 か所 79 2 か所 94 

１園あたり  －  －  16.0  39.5  47.0 

小規模 

保育事業所 

０歳児  －  －  2  5  6 

１歳児  －  －  4  15  19 

２歳児  －  －  9  7  17 

計 － － － － 1 か所 15 3 か所 27 3 か所 42 

１園あたり  －  －  131.7  126.0  119.0 

事業所内 

保育事業所 

０歳児  －  －  －  －  1 

１歳児  －  －  －  －  8 

２歳児  －  －  －  －  5 

計 － － － － － － － － 1 か所 14 

１園あたり  －  －  －  －  14.0 

保育所等全体 

（合計） 

０歳児  106  91  93  112  126 

１歳児  293  305  319  347  380 

２歳児  432  405  411  426  457 

３歳児  574  552  559  565  542 

４歳児  556  623  579  578  574 

５歳児  582  557  635  596  590 

計 27 か所 2,543 27 か所 2,533 29 か所 2,596 33 か所 2,624 31 か所 2,669 

１園あたり  94.2  93.8  89.5  79.5  86.1 

資料：幼稚園・保育所関係統計資料（平成 30 年度版）《各年 5 月 1 日現在》  
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３．待機児童数 

待機児童については、保育所は４月より 10 月の待機児童数が多い状況となっています。合計（10

月１日）でみると、平成 28 年（2016 年）の 154 人をピークに、平成 29 年（2017 年）では 70 人

と大きく減少していますが、平成 30 年（2018 年）では 109 人と再び増加しています。 

年齢別にみると、平成 30 年（2018 年）では、４月で 29 人（他の年齢はいずれも０人）、10 月で

49 人と、ともに最も多くなっています。 

 

図表 待機児童数の推移 
（単位：人） 

 

平成 25 年 

（2013 年） 

平成 26 年 

（2014 年） 

平成 27 年 

（2015 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 29 年 

（2017 年） 

平成 30 年 

（2018 年） 

4/1 10/1 4/1 10/1 4/1 10/1 4/1 10/1 4/1 10/1 4/1 10/1 

０歳児 0 38 0 28 0 36 0 52 7 33 0 32 

１歳児 13 45 21 30 23 48 26 47 3 14 29 49 

２歳児 27 43 15 21 23 39 26 36 9 20 0 21 

３歳児 6 14 7 15 4 13 10 16 0 2 0 7 

４歳以上児 0 0 0 0 1 5 1 3 1 1 0 0 

合 計 46 140 43 94 51 141 63 154 20 70 29 109 

資料：幼稚園・保育所関係統計資料（平成 30 年度版） 
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第６節 児童虐待の状況 

１．通告受理件数 

児童虐待通告受理件数の推移については、平成 25 年度（2013 年度）で大きく増加したものの、

平成 26 年度（2014 年度）以降では増減を繰り返しています。 

図表 通告受理件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課     

 

 

２．種類別件数 

児童虐待の種類別件数の推移については、性的虐待を除いていずれも平成 25 年度（2013 年度）

をピークに増減を繰り返しています。 

図表 種類別件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子育て支援課   
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第７節 ひきこもりの状況 

１．推計数 

ひきこもりの推計数について、内閣府が平成 27 年 12 月に実施した「若者の生活に関する調査」

に基づきひきこもりの推計値を算出したところ、滋賀県では、狭義のひきこもりは 944 人、準ひき

こもりは 1,961 人、広義のひきこもり（狭義のひきこもり、準ひきこもりの計）は 2,905 人、本市

では狭義のひきこもりは 164 人、準ひきこもりは 340 人、広義のひきこもりは 504 人と推計されま

す。 

図表 ひきこもりの推計数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・若者課            

 

※参考：住民基本台帳人口（平成 30 年３月 31 日現在）に基づく「ひきこもり推計数」 

※参考：内閣府「若者の生活に関する調査」（平成 27 年 12 月） 

①狭義のひきこもり 0.51％ 

②準ひきこもり 1.06％ 

③（狭義＋準）広義のひきこもり 1.57％ 

 

 〇ひきこもりの推計数の推移 

本市におけるひきこもりの推計数の推移を見ると、若年人口が減少していることから、年々減少し

ています。 

                    ひきこもり推計数推移                            単位：人 

 平成 25 年 3 月 31 日 平成 28 年 3 月 31 日 平成 30 年 3 月 31 日 

➀狭義のひきこもり 212 167 164 

②準ひきこもり 413 348 340 

③(狭義＋準)広義のひきこもり 621 516 504 

資料：子ども・若者課 

164
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（人） ※合計(狭義＋準)：広義のひきこもり
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２．相談件数 

滋賀県精神保健福祉センターにおけるひきこもり相談件数では、平成 26 年度（2014 年度）をピ

ークに年度ごとに減少傾向にあります。 

 

図表 精神保健福祉センターにおけるひきこもり相談件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：滋賀県精神保健福祉センター所報    
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第８節 ひとり親家庭（母子世帯・父子世帯）の状況 

国勢調査から本市のひとり親世帯の状況をみると、母子世帯数は 600 世帯台で推移しており、平

成 27 年に 695 世帯となっています。父子世帯数は 60 世帯前後で推移し、平成 27 年に 57 世帯とな

っています。一般世帯数に占めるそれぞれの割合をみると、母子世帯割合は低下から上昇へ、父子世

帯割合はわずかに低下しています。 

 

図表 ひとり親世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「国勢調査」 

  

61 64 57

634 618
695

0.15 0.15 0.13

1.57
1.41

1.53

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

（％）（世帯）

母子世帯数

父子世帯数

父子世帯割合

母子世帯割合



22 

570 606 
695 708 679 669 630 610 617 

1.30 1.36 

1.55 1.56 
1.47 1.44 

1.35 1.31 1.32 

0.00

1.00

2.00

0

200

400

600

800

1,000

平成

19年度

平成

20年度

平成

21年度

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

（％）（世帯）

生活保護受給世帯数 生活保護受給率

232
265

293 274
240

188 174 161 142

1.14 

1.30 
1.44 1.34 1.18 

0.93 
0.86 

0.81 
0.72 

0.00

0.50

1.00

1.50

0

50

100

150

200

250

300

350

平成

19年度

平成

20年度

平成

21年度

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

（％）（人）

18歳未満生活保護世帯人口 18歳未満生活保護受給率

第 9 節 支援・経済状況および保護者の就労状況 

(平成 29 年 3 月策定 彦根市子どもの貧困対策計画書より) 

1．生活保護の受給状況 

生活保護受給世帯数および受給世帯が総世帯数に占める割合（生活保護受給率）を見ると、受給世

帯数、受給率ともに平成 22年度をピークに減少傾向にあります。 

 

■生活保護受給世帯数と生活保護受給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：彦根市資料        

 

 ② 18 歳未満の生活保護受給状況 

生活保護受給世帯に属する 18歳未満人口と 18歳未満生活保護受給率を見ると、人口、受給率とも

に平成 21 年度をピークに減少傾向にあり、平成 27 年度では 18 歳未満生活保護受給世帯人口は 142

人、生活保護受給率は 0.72％となっています。 

 

■18 歳未満の生活保護受給世帯人口と生活保護受給率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：彦根市資料        
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（％）

２．児童扶養手当受給資格者数および受給者数 

児童扶養手当受給資格者数を見ると、父子世帯も児童扶養手当の対象となった平成 22 年度には

1,000人を超え、以降は高止まりで推移しています。 

また、児童扶養手当受給者数を見ると、平成 24 年度に 1,000 人となりましたが、以降は減少傾向

で推移しています。 

 

■児童扶養手当 受給資格者数および受給者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※受給資格者数には、児童扶養手当全部支給額停止を含みます。 

資料：彦根市資料      

 

3．就学援助受給率 

就学援助費認定者数および就学援助費認定率を見ると、小学校では増減を繰り返して推移していま

すが、平成 25年度以降認定率は 12.9％となり、近年では高止まりの傾向となっています。 

中学校では、認定者数・認定率ともに増加傾向にあり、平成 27 年度の認定率は 17.6％となってい

ます。 

■就学援助費認定者数および就学援助費認定率の推移 
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※要保護児童・生徒数は、生活保護受給世帯のうち、修学旅行費もしくは高等学校等入学支度金の認定者数です。 

資料：彦根市資料       

 

４．有効求人倍率  

ハローワーク彦根が所管する圏域（「彦根所」）における有効求人倍率を見ると、滋賀県よりも高い

値で推移しています。また、平成 21年度以降は増加傾向に転じ、平成 25年度以降は１倍を上回って

います。また、彦根所のパートタイムの有効求人倍率は平成 28年９月時点で 2.19となっており、滋

賀県の値と大きな差があります。 

■有効求人倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※有効求人倍率は、有効求職者数に対する有効求人数の割合です。資料：滋賀県労働局統計より抜粋 

■パートタイム職業紹介状況 

単位：月間有効求人数、月間有効求職者数：人 

 

 

 

 

 
※有効求人倍率は、月間有効求職者数に対する月間有効求人数の割合です。資料：滋賀県労働局統計より抜粋 
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第 10 節 子どもの学習・学校教育の状況 

(平成 29 年 3 月策定 彦根市子どもの貧困対策計画書より) 

1．全国学力・学習状況調査での平均正答率 

全国学力・学習状況調査での平均正答率を見ると、小学校では、平成 28 年度に国語Ａ・算数Ａの

平均正答率が滋賀県や全国の値との差を縮めていることに加えて、国語Ｂ・算数Ｂでは全国の値を初

めて上回っています。 

中学校では、国語Ａ・国語Ｂの平均正答率について、全国平均の値を下回って推移しており、年々

差が少しずつ広がっています。 

 

■全国学力・学習状況調査における平均正答率の推移【小学校】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：彦根市教育委員会 
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■全国学力・学習状況調査における平均正答率の推移【中学校】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：彦根市教育委員会 
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滋賀県の不登校児童在籍比率 全国の不登校児童在籍比率

2．学校外学習時間の状況 

全国学力・学習状況調査の受検者のうち、小学校では、学校外学習時間が 1時間未満の児童数、割

合が少しずつ減少している一方、中学校では、ほぼ横ばいとなっています。 

 

■学校外学習時間が１時間未満の児童生徒の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：彦根市教育委員会 

 

3．市内公立小中学校の不登校児童・生徒 

市内公立小学校における不登校児童数・在籍比率を見ると、平成 24 年度より減少傾向にあるもの

の、全国、県の値を上回って推移しています。 

市内公立中学校では、不登校生徒数が増減を繰り返しながら、平成 18年度から平成 27年度にかけ

てほぼ半減しています。 

 

■彦根市不登校児童数および在籍比率の推移【小学校】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：彦根市資料（平成 26～27 年度の滋賀県、全国の不登校児童在籍比率は「数字で見る滋賀の教育」を参照）   
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■彦根市不登校生徒数および在籍比率の推移【中学校】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：彦根市資料（平成 26～27 年度の滋賀県、全国の不登校生徒在籍比率は「数字で見る滋賀の教育」を参照）   

 

4．県内の公立高校の中途退学者 

県内の公立高校の中途退学者の状況を見ると、中途退学者数、中途退学率ともに、増減を繰り返し

ながらも減少傾向で推移し、中途退学者は平成 18年度から平成 27年度にかけて半分以下となってい

ます。 

 

■県内の公立高校（全日制）の中途退学者数および中途退学率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「数字で見る滋賀の教育」    
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５．スクールソーシャルワーカー・スクールカウンセラーの状況 

スクールソーシャルワーカーは、市内各地の小中学校に決められた日数分派遣されますが、平成 25

年度からすべての小・中学校に派遣されています。 

スクールカウンセラーは、中学校では平成 19 年度以降配置率が 100.0%となっていますが、小学校

では平成 28年度で 18.0%となっています。 

 

■スクールソーシャルワーカーの派遣率の推移 

【小学校】                             【中学校】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：彦根市資料 

 

■スクールカウンセラーの配置率の推移 

単位：校、％ 

 平成 

18年度 

平成 

19年度 

平成 

20年度 

平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

小学校配置校数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 

小学校配置率 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.0 18.0 

中学校配置校数 5 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 

中学校配置率 71.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

資料：彦根市資料 

 

 

６．学校給食費の状況 

学校給食費については、わずかながら滞納の状況が見られ、小学校の滞納率は増加傾向で推移して

います。また、中学校の滞納率は小学校よりも高くなっています。 

■学校給食費滞納率の推移 

単位：％ 

 平成 

21年度 

平成 

22年度 

平成 

23年度 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

小学校 0.072 0.046 0.068 0.214 0.212 0.284 0.271 

中学校  0.319 

※平成 27 年度から全市立中学校で給食開始。以降は、小学校と中学校を分けて集計しています。 資料：彦根市資料 
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第 11 節 子どもの健康や生活の状況 

 (平成 29 年 3 月策定 彦根市子どもの貧困対策計画書より) 

１．乳幼児健診受診率 

乳幼児健康診査受診率を見ると、平成 26 年度ではすべての月齢で 96％以上となっていますが、各

年度とも月齢が上がるほど受診率が少しずつ減少する傾向が見られます。 

■乳幼児健康診査受診率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：彦根市資料     

２．う歯（むし歯）の有無 

う歯罹患率を見ると、平成 17 年度と比較するとどの年代も大きく減少しています。小学１年生の

う歯未処置者率は、平成 17 年度時点では滋賀県よりも 8.7 ポイント高くなっていましたが、平成 26

年度時点では 2.6ポイントの差まで縮まっています。 

■３歳６か月児 う歯罹患率         ■５歳児(保育所・幼稚園歯科健診） う歯罹患率 

 

 

 

 

 

 

 

■小学１年生 う歯罹患率               ■小学１年生 う歯未処置者率 

 

 

 

 

 
 

 

資料：彦根市資料  
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第 1２節 子ども・子育て、若者支援に関する市民の意識 

１．調査実施状況 

（１）調査目的 

本調査は、平成27年３月に策定した「彦根市子ども・若者プラン」、平成29年３月に策定した「彦

根市子どもの貧困対策計画」の見直しにあたり、市内にお住まいのお子さんのいるご家庭、18歳～

39歳の若者、施設・団体等を対象に、子育てに関する実態や子どもたちの生活実態、市民のみなさ

まのご意見などをおうかがいし、今後の市の子育て支援、子ども・若者支援に係る事業計画策定の

基礎資料として活用することを目的として実施したものです。 

 

（２）調査の実施状況 

調査種別 調査対象 配布数 回収数 回収率 調査期間 調査方法 

就学前児
童調査・小
学生児童
調査 

市内在住 小学校
入学前（０～５歳
児）の子どものい
る世帯 

2,000 人 
（無作為抽出） 

835 人 41.8% 
平成 30 年 
12 月 13 日

～ 
12 月 28 日 

郵送配布・郵送
回収 

市内在住 小学生
（１～４年生）の
子どものいる世帯 

1,000 人 
（無作為抽出） 

378 人 37.8% 
郵送配布・郵送
回収 

若者の 
意識調査 

市内在住 18 歳～
39 歳の若者 

769 人 
（無作為抽出） 

183 人 23.8% 

平成 30 年 
12 月 13 日

～ 
平成 31 年 
1 月 7 日 

 

郵送又は大学
等を通した手
渡しによる配
布・郵送回収 

子どもの
貧困対策
に関する
調査 

小学５年生、中学
２年生の子どもの
いる世帯 

2,051 人 
（悉皆調査） 

776 人 37.8% 
学 校 経 由 配
布・郵送回収 

市内の支援団体・
行政機関・児童福
祉施設 

16 ヵ所 11 ヵ所 68.8% 
郵送又は直接
配布・回収 

市内の保育所・幼
稚園・認定子ども
園・小学校・中学
校・高校・大学 

75 ヵ所 58 ヵ所 77.3% 
郵送又は直接
配布・回収 

定期的な学習支援
を利用している児
童・生徒 

66 人 24 人 36.4% 
手渡しによる
配布・回収 
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2．調査結果概要 

（１）就学前児童調査・小学生児童調査 

①平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について 

・定期的な教育・保育事業の利用の有無 

現在の定期的な教育・保育事業の利用の有無についてみると、「利用している」が68.1％（前

回63.4％）、「利用していない」が31.6％（前回36.2％）となっています。 

 

就学前 

 

 

 

 

・平日に利用している教育・保育事業 

定期的な教育・保育の事業を「利用している」とお答えの方に、平日に利用している教育・

保育事業についてたずねたところ、「認可保育所」が62.9%（前回57.3％）、「幼稚園」が20.9%

（前回30.6％）、「認定こども園」が9.3%（前回0.2％）となっています。前回と比べ、幼稚

園の利用度が低くなり、認可保育所と認定こども園の利用度が上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.9 

3.0 

62.9 

9.3 

0.5 

0.0 

3.5 

2.6 

0.0 

1.2 

1.6 

1.6 

1.2 

0.2 

30.6 

2.5 

57.3 

0.2 

0.2 

3.5 

2.5 

0.0 

0.7 

1.4 

1.9 

0.7 

0 20 40 60 80

今回調査（H30） 前回調査（H25）

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設
※前回なし

家庭的保育（保育ママ）
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前回調査（H25）
(N=897)

(%)
0 20 40 60 80 100
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②保護者の子育てに関する意識 

・子育てに関して日頃悩んでいること 

子育てに関する悩みや心配ごとについては、就学前では「遊びやしつけについて」が47.4%

と最も多く、次いで、「子どもの性格や生活習慣について」が44.8%、「子どもを叱りすぎてい

るような気がすること」が36.6%となっています。 

小学生では「子どもの性格や生活習慣について」が51.6%と最も多く、次いで、「学力や進

学・受験について」が47.4%、「遊びやしつけについて」が42.6%、「友達づきあい（いじめ

などを含む）について」が42.1%となっています。 

就学前 小学生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.6 

51.6 

34.1 

4.0 

4.2 

3.4 

20.1 

10.6 

9.5 

6.3 

3.7 

28.0 

22.2 

19.0 

6.3 

13.2 

10.8 

7.4 

15.3 

42.1 

47.4 

2.6 

22.8 

13.0 

37.6 

13.5 

4.5 

6.1 

1.9 

44.5 

51.0 

34.4 

4.8 

3.6 

3.8 

19.0 

8.7 

7.7 

6.3 

7.9 

30.8 

19.7 

20.7 

8.7 

12.7 

8.2 

6.3 

18.0 

42.8 

45.7 

1.2 

26.2 

15.1 

33.9 

3.4 

6.3 

3.1 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=378)

前回調査（H25）

(N=416)

(MA%)

47.4 

44.8 

36.6 

6.7 

5.7 

4.4 

22.4 

13.1 

7.7 

5.5 

5.5 

29.2 

26.7 

31.7 

14.1 

20.4 

15.7 

6.9 

30.7 

30.1 

17.1 

4.3 

27.1 

21.8 

27.8 

8.0 

3.0 

3.6 

3.0 

55.2 

48.6 

36.7 

7.4 

9.9 

5.4 

19.1 

9.3 

6.9 

6.1 

4.3 

26.4 

26.8 

32.3 

14.7 

22.6 

13.3 

4.6 

32.8 

33.4 

17.9 

4.9 

29.4 

23.7 

31.7 

3.9 

5.5 

2.6 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=835)

前回調査（H25）

(N=897)

遊びやしつけについて

子どもの性格や生活習慣について

子どもを叱りすぎているような気がすること

ストレスなどで子どもに手をあげてしまうこと

子育てサービスの内容や利用方法がよくわからな
いこと

話し相手や相談相手がいないこと

保護者同士の付き合いについて

配偶者（パートナー）の子育てへの協力が少ない
こと

配偶者（パートナー）と子育てに関して意見が合
わないこと

祖父母など周囲と子育てに関して意見が合わない
こと

先生や保育士に関すること

子どもとの時間が十分にとれていないこと

仕事や社会活動との両立について

自分に自由な時間がもてないことについて

夫婦で過ごす時間がとれていないこと

病気や発育について

知能や言語の発達について

障害について

食事や栄養について

友達づきあい（いじめなどを含む）について

学力や進学・受験について

登園拒否（※就学前）、不登校などについて

生活費について

就労について

犯罪や事件などの被害にあわないか心配なこと

親の介護（ダブルケア）※前回なし

その他

悩みや心配ごとは特にない

無回答

(MA%)

子
育
て
全
般
・
方
法
な
ど

周
囲
の
理
解
や
協
力
な
ど

時
間
的
な
問
題

子
ど
も
の
健
康
な
ど

子
ど
も
の
教
育
・

友
達
づ
き
あ
い

経
済
面
・
安
全
面

そ
の
他
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③子育て環境について 

・彦根市の子育て環境 

彦根市の子育て環境は、就学前では「自然環境にめぐまれている」が41.1%と最も多く、小

学生では「近所に子どもと同世代の遊び仲間がいる」が47.9%と最も多くなっています。 

就学前児童・小学生児童ともに、自然環境や近所との環境に対しての評価は高い一方で、子

どもの施設や教育施設、文化施設の整備状況といった行政施策に関することに対しての評価は

低くなっています。 

  

就学前 小学生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.9 

43.4 

7.7 

2.6 

24.1 

9.8 

14.0 

3.7 

12.2 

10.8 

11.4 

3.4 

10.6 

4.5 

19.6 

2.9 

3.7 

52.4 

44.7 

12.0 

4.8 

29.6 

6.5 

6.0 

3.6 

7.5 

7.9 

6.5 

1.4 

11.8 

1.2 

17.1 

2.6 

6.3 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=378)

前回調査（H25）

(N=416)

(MA%)
38.0 

41.1 

8.9 

4.4 

12.2 

16.0 

4.4 

2.9 

15.3 

19.9 

9.5 

2.6 

12.9 

2.2 

19.4 

5.4 

3.8 

36.2 

45.8 

9.9 

5.9 

14.2 

14.4 

5.0 

3.8 

13.9 

14.8 

7.9 

1.4 

12.8 

2.2 

23.5 

4.7 

4.6 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=835)

前回調査（H25）

(N=897)

近所に子どもと同世代の遊び仲間がいる

自然環境にめぐまれている

風紀がよい

子育てに関する情報が豊富である

子ども会などの地域活動が盛んである

子どもの施設の整備状況がよい

学校などの教育施設の整備状況がよい

文化施設の整備状況がよい

医療機関・施設の整備状況がよい

遊び場が整っている

交通の便がよい

公共施設や道路が子育てに配慮されている

子連れで利用しやすい店舗が多い

子育てしながら働ける職場が多い

特に何も思わない

その他

無回答

(MA%)
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④子育て支援サービスについて 

・就学前児童向けサービスの認知度・利用度 

彦根市の子育て支援サービスの認知度、利用経験、利用意向については、認知度では、「①

パパママ学級」が85.5%と最も多くなっています。利用経験では、「⑲子育てガイドブック」

が37.1%と最も多くなっています。利用意向では、「⑧地域子ども文庫・地域親子文庫」が

52.3%と最も多くなっています。 

 

就学前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.7 

36.5 

11.1 

29.9 

22.2 

13.3 

15.4 

27.1 

28.7 

2.3 

13.7 

23.7 

34.1 

7.1 

2.5 

0.7 

0.5 

2.0 

37.1 

17.6 

6.8 

26.0 

36.7 

10.1 

25.6 

17.4 

13.3 

16.2 

25.1 

16.9 

3.3 

7.4 

35.0 

31.9 

11.1 

3.1 

1.6 

1.6 

30.7 

0 10 20 30 40
(%)

利用したことがある

今回調査（H30）

(N=835)

前回調査（H25）

(N=897)

17.2 

38.2 

51.5 

23.4 

36.8 

33.3 

25.6 

52.3 

42.0 

23.7 

18.7 

29.2 

22.8 

26.0 

31.7 

31.6 

21.2 

18.8 

45.3 

33.9 

26.7 

22.7 

44.5 

54.8 

29.8 

44.6 

43.8 

32.1 

56.0 

45.5 

33.7 

23.9 

40.6 

31.1 

42.7 

42.3 

39.6 

28.3 

51.2 

0 20 40 60
(%)

今後利用したい

85.5 

71.7 

46.2 

78.4 

59.6 

39.3 

57.5 

59.5 

69.9 

53.3 

77.7 

72.0 

78.2 

49.5 

38.4 

29.0 

76.8 

24.4 

63.1 

63.2 

50.3 

81.3 

70.2 

45.7 

69.7 

55.2 

36.2 

61.6 

58.5 

64.4 

51.5 

66.3 

72.2 

73.9 

63.1 

39.2 

31.9 

75.1 

59.2 

0 20 40 60 80 100

知っている

①パパママ学級

②すくすく教室・のびのび教室

③親子体操教室・チビッコ体操教室

④赤ちゃんサロン

⑤保育所の園庭開放

⑥幼稚園の「遊び広場」

⑦子育てサークル活動・ひろば活動

⑧地域子ども文庫・地域親子文庫

⑨子育て相談～就学前～

⑩児童家庭相談

⑪民生委員児童委員・主任児童委員

⑫乳幼児個別相談

⑬離乳食教室

⑭子育て世代包括支援センター電話相談
※前回子育てHOTライン

⑮子育て相談～幼児・児童・生徒～

⑯子どもと親の悩みの相談

⑰虐待相談

⑱子ども・若者総合相談センター
※前回なし

⑲子育てガイドブック

⑳発達相談
※前回なし

㉑ことばの相談
※前回なし

(%)
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・就学児童向けサービスの認知度・利用度 

彦根市の学習支援・子育て支援サービスの認知度、利用経験、利用意向については、認知度

では、「⑧虐待相談」が 78.6%と最も多くなっています。利用経験では、「③地域子ども教室」

が 19.8%と最も多くなっています。利用意向では、「②サイエンスプロジェクト」が 57.7%

と最も多くなっています。 

 

小学生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

19.0 

40.5 

42.6 

14.3 

77.2 

62.4 

45.0 

78.6 

15.3 

48.7 

67.5 

17.1 

37.0 

36.5 

11.5 

83.2 

59.1 

48.3 

79.6 

45.0 

0 20 40 60 80 100

①適応指導教室「オアシス」

②サイエンスプロジェクト

③地域子ども教室

④青少年立ち直り支援センター

⑤いじめ相談ホットライン

⑥子育て相談～幼児・児童・生徒～

⑦子どもと親の悩みの相談

⑧虐待相談

⑨子ども・若者総合相談センター
※前回なし

⑩子育てガイドブック

⑪発達相談（発達支援センター）
※前回なし

(%)

知っている

0.8 

8.2 

19.8 

0.0 

1.1 

7.9 

2.6 

0.5 

0.0 

16.9 

16.1 

0.0 

2.9 

17.5 

0.5 

0.7 

3.4 

1.9 

1.4 

13.2 

0 10 20 30

今回調査（H30）

(N=378)

前回調査（H25）

(N=416)

(%)

利用したことがある

21.4 

57.7 

56.6 

25.7 

40.7 

40.5 

38.9 

28.0 

19.8 

41.5 

29.4 

14.9 

43.5 

47.4 

17.5 

32.9 

29.8 

29.8 

26.4 

38.2 

0 20 40 60
(%)

今後利用したい
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⑤子育て支援施策について 

・市に期待する子育て支援施策 

彦根市のこれからの子育て支援施策で期待することは、就学前では「子育てしやすい労働条

件の整備等ワークライフバランスの実現」が57.7%と最も多く、次いで、「児童手当などの経

済的な支援」が54.7%、「保育所や幼稚園、認定こども園の費用負担の軽減」が54.6%となっ

ています。小学生では、「児童手当などの経済的な支援」が最も多く51.3%、「学力の向上のた

めの教育内容の充実」と「医療機関・施設の充実」がともに50.3％となっています。 

 

就学前 小学生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.5 

49.3 

51.7 

26.7 

44.1 

34.4 

28.7 

17.2 

27.8 

51.3 

25.1 

33.7 

30.7 

19.9 

9.1 

16.9 

10.9 

40.1 

57.7 

18.4 

7.1 

21.1 

8.1 

11.4 

40.1 

45.1 

28.1 

41.4 

54.6 

54.7 

44.9 

20.0 

29.0 

24.2 

9.3 

1.0 

2.2 

0 20 40 60

一時保育など、多様な保育サービスの充実

保育所や幼稚園、認定こども園での教育・保育内容の充実

保育所・幼稚園・認定こども園の施設の充実

個性を尊重したゆとりある教育の推進

他人や自分を大切にし、人とのかかわりを学ぶ教育の推進

学力の向上のための教育内容の充実

教育施設の充実

障害児の教育・保育の充実

妊産婦や乳幼児の健康診査、保健指導などの充実

医療機関・施設の充実

発達に関する支援・相談の充実

気軽に相談できる窓口の充実

子育てに関する情報提供の充実

子育てについての教室や講座の充実

虐待防止のための相談窓口の充実

いじめに関する相談窓口の充実

不登校に関する相談窓口の充実

女性も男性も家事、育児に参画するという考え方の普及

子育てしやすい労働条件の整備（在宅勤務、勤務時間の短縮）等
ワークライフバランスの実現

親同士の交流の場や仲間づくりの機会の充実

子育てサークルやＮＰＯ団体の育成支援

子育てを助け合うコミュニティづくり

子ども会など地域の健全育成活動の充実

若者の居場所づくり

図書館の充実

交通安全・防犯教育の充実

公共交通機関の充実

地域のパトロールや見守り活動などの充実

保育所や幼稚園、認定こども園の費用負担の軽減

児童手当などの経済的な支援

出産費用や乳幼児医療費用負担の軽減

不妊症・不育症治療費用負担の軽減

就労への支援

安定した雇用への支援

その他

特にない

無回答

(MA%)
(N=835)

22.5 

14.3 

14.6 

22.8 

43.4 

50.8 

31.2 

13.5 

13.0 

50.3 

24.3 

37.0 

23.5 

14.8 

8.5 

18.5 

13.2 

31.2 

44.7 

8.5 

6.3 

14.3 

7.4 

14.3 

48.7 

45.8 

29.4 

37.8 

15.6 

51.3 

22.5 

10.1 

20.9 

20.6 

10.6 

2.1 

2.4 

0 20 40 60
(MA%)

(N=378)
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（２）若者の意識調査 

①将来について 

・夢や希望 

将来の夢や希望については、「将来の夢（希望）がある」が49.2%と最も多く、次いで、「今

はないが、いずれ見つけたいと思う」が24.6%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社会で生きていくために必要なこと 

社会で生きていくために必要だと思うことは、「個人の才能や努力」が63.4%と最も多く、

次いで、「いろいろな人と交流すること」が55.7%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.2 

24.6 

5.5 

5.5 

14.8 

0.5 

0.0 

53.8 

26.5 

5.5 

2.9 

10.2 

0.4 

0.7 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=183)

前回調査（H26）

(N=275)

将来の夢（希望）がある

今はないが、いずれ見つけたいと思う

自分の将来には夢も希望もないと思う

人生に夢や希望を持っても意味がない

よくわからない

その他

無回答

(%)

63.4 

24.0 

35.0 

50.3 

50.3 

52.5 

39.9 

48.1 

55.7 

1.1 

3.8 

0.5 

72.0 

17.1 

33.1 

48.7 

45.8 

60.0 

40.0 

49.5 

52.4 

0.7 

2.2 

1.1 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=183)

前回調査（H26）

(N=275)

個人の才能や努力

学歴

資産があること

運やチャンスをうまくつかむこと

いい上司や先輩を持つこと

相談できる人をもつこと

失敗しても立ち直れる仕組み

友人をもつこと

いろいろな人と交流すること

必要と思うものはない

その他

無回答

(MA%)
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②困りごとについて 

・困りごとの内容 

悩みや心配ごと、困っていることが「ある」とお答えの方に、困っている内容についてたず

ねたところ、「自分の生き方や将来のこと」が51.7%と最も多く、次いで、「収入や生活費のこ

と」が41.7%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15.8 

5.0 

24.2 

34.2 

5.0 

17.5 

10.8 

18.3 

20.8 

6.7 

12.5 

10.0 

9.2 

6.7 

41.7 

51.7 

4.2 

13.3 

0.0 

3.3 

0.0 

5.5 

3.3 

14.8 

46.7 

20.3 

8.2 

19.2 

13.7 

22.0 

9.9 

13.7 

7.1 

9.9 

2.2 

46.7 

45.1 

1.6 

9.9 

0.0 

2.2 

1.6 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=120)

前回調査（H26）

(N=182)

学校での勉強や成績のこと

進学のこと

就職のこと

仕事や職場のこと

子育てのこと

友人や仲間との人間関係

家族関係や家庭のこと

異性との交際に関すること

気分や体調のこと

病気のこと

性格のこと

容姿のこと

政治や社会のこと

環境問題

収入や生活費のこと

自分の生き方や将来のこと

どこにも自分の居場所がない

はっきりとした悩みはないがなんとなく
不安である

特に困っていることや悩み事はない

その他

無回答

(MA%)
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・相談体制について 

若者を支援していくために必要だと思う相談体制については、「親身に聴いてくれる相談体

制」が37.7%と最も多く、次いで、「無料で相談できる相談体制」が33.3%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

37.7 

9.8 

16.9 

8.7 

22.4 

23.0 

32.8 

33.3 

3.3 

4.4 

2.2 

18.6 

25.7 

14.2 

21.3 

3.3 

5.5 

3.3 

41.8 

11.6 

17.8 

12.0 

24.7 

26.9 

30.5 

40.0 

3.3 

6.5 

3.3 

16.7 

30.5 

14.5 

21.5 

1.5 

10.2 

4.4 

0 10 20 30 40 50

今回調査（H30）

(N=183)

前回調査（H26）

(N=275)

親身に聴いてくれる相談体制

医学的な助言をくれる相談体制

心理学の専門家がいる相談体制

精神科医がいる相談体制

就労を支援してくれる相談体制

同じ悩みを持つ人と出会える相談体制

匿名で（自分の名前を知られずに）
相談できる相談体制

無料で相談できる相談体制

公的機関の人や医療の専門家ではない民間団体
（ＮＰＯなど）が運営する相談体制

自宅に専門家が来てくれる相談体制

自宅に専門家ではない民間団体のスタッフや
地域のボランティアが来てくれる相談体制

いろいろな悩みをまとめて聞いてくれる相談体制

自分のペースでゆっくりと段階的な支援をしてくれる
相談体制

自宅から近いこと

相談がなくても気軽に行くことができる
フリースペースがある相談場所

その他

相談等の支援は受けたくない

無回答

(MA%)
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（３）子どもの貧困対策に関する調査 

 

➀子どもの生活実態等について（小学5年生・中学2年生の子どものいる世帯） 

 

(ｱ)必要なものが買えなかったこと 

過去１年間で、必要とする食べ物や衣服が買えなかった経験の有無については、「なかった」

が91.9%と最も多くなっています。母子世帯でも、「なかった」が83.7%と最も多くなってい

ます。「よくあった」、「ときどきあった」「まれにあった」を合わせた『あった』（生活困難世

帯）は7.4%となっています。母子世帯では、『あった』（生活困難世帯）は15.3%となってい

ます。（前回調査時は、『あった』（生活困難世帯）は11.3％、母子世帯では31.4％でした。） 

 

 

全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母子世帯 

 

 

 

 

 

 

 

「生活困難世帯」 

・・・過去１年間で、必要とする食べ物や衣服が買えなかった経験のあった世帯 

（「よくあった」「ときどきあった」「まれにあった」） 

 

 

 

1.4 

1.4 

1.5 

4.2 

4.5 

5.7 

91.9 

87.9 

0.6 

0.8 

よくあった

ときどきあった

まれにあった

なかった 無回答

今回調査（H30）
(N=776)

前回調査（H28）
(N=1,202)

(%)
0 20 40 60 80 100

1.1 

5.9 

2.2 

15.3 

12.0 

10.2 

83.7 

67.8 

1.1 

0.8 

よくあった

ときどきあった

まれにあった

なかった 無回答

今回調査（H30）
(N=92)

前回調査（H28）
(N=118)

(%)
0 20 40 60 80 100
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（MA%）

N 図

書

館
に

行

く

美

術

館
・

博

物
館

に

行

く コ

ン

サ
ー

ト

・
音

楽

会

に

行

く

日

帰

り
で

県

外
に

遊

び

に

行

く

宿

泊

を
と

も

な
う

旅

行

に

行

く
（

帰

省
以

外
）

祖

父

母
や

親

せ
き

の

家

に

泊

ま
り

に

行
く

地

域

の
行

事

や
イ

ベ

ン

ト

に

参
加

す

る

無

回

答

776 54.0 31.7 27.3 79.8 63.7 60.3 80.2 1.3

生活困難世帯 58 51.7 29.3 27.6 67.2 43.1 60.3 81.0 3.4

非生活困難世帯 713 54.3 32.1 27.3 80.8 65.5 60.3 80.1 1.1
生活困難世帯 37 51.4 37.8 27.0 67.6 48.6 70.3 89.2 0.0

非生活困難世帯 385 67.0 43.9 27.5 86.8 71.4 67.0 88.3 0.3

生活困難世帯 21 52.4 14.3 28.6 66.7 33.3 42.9 66.7 9.5
非生活困難世帯 328 39.3 18.3 27.1 73.8 58.5 52.4 70.4 2.1

全体

全体
学

年

・

剥
奪

指

標
別

小学５年生

中学２年生

(ｲ)子どもが過去１年間体験したこと 

子どもが過去１年間に体験したことは、「地域の行事やイベントに参加する」が80.2%と最

も多く、次いで、「日帰りで県外に遊びに行く」が79.8%となっています。 

母子世帯でも、「地域の行事やイベントに参加する」が82.6%と最も多く、次いで、「日帰り

で県外に遊びに行く」が72.8%となっています。 

また、生活困難世帯では、そうでない非生活困難世帯に比して、費用負担のある「宿泊をと

もなう旅行に行く（帰省以外）」の回答割合が低い傾向がみられます。 

 

全体 母子世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学年・剥奪指標別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

54.0 

31.7 

27.3 

79.8 

63.7 

60.3 

80.2 

1.3 

55.0 

30.4 

24.1 

74.4 

60.4 

60.7 

83.4 

2.4 

0 20 40 60 80 100

今回調査（H30）

(N=776)

前回調査（H28）

(N=1,202)

図書館に行く

美術館・博物館に行く

コンサート・音楽会に行く

日帰りで県外に遊びに行く

宿泊をともなう旅行に行く（帰省以外）

祖父母や親せきの家に泊まりに行く

地域の行事やイベントに参加する

無回答

(MA%)
45.7 

35.9 

25.0 

72.8 

57.6 

53.3 

82.6 

2.2 

42.4 

25.4 

22.9 

72.0 

46.6 

52.5 

78.0 

3.4 

0 20 40 60 80 100

今回調査（H30）

(N=92)

前回調査（H28）

(N=118)

(MA%)
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(ｳ)子どもの学習に関して利用したい事業 

子どもの学習に関してあれば利用する事業では、「学習塾代への助成（クーポン券など）」が

61.5%と最も多く、次いで、「学校において放課後や土曜日に無料もしくは低料金で学習する

場」が45.7%となっています。 

母子世帯でも、「学習塾代への助成（クーポン券など）」が63.0%と最も多く、次いで、「学

校において放課後や土曜日に無料もしくは低料金で学習する場」が51.1%となっています。 

また、小学５年生のいる生活困難世帯で「学校において放課後や土曜日に無料もしくは低料

金で学習する場」が67.6%と高くなっています。 

 

全体 母子世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学年・剥奪指標別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.7 

32.5 

61.5 

7.0 

10.2 

0.5 

53.2 

33.3 

60.8 

7.2 

7.7 

1.5 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=776)

前回調査（H28）

(N=1,202)

学校において放課後や土曜日に無料もし
くは低料金で学習する場

地域の公民館などで無料もしくは低料金
で学習する場

学習塾代への助成（クーポン券など）

あてはまるものはない

わからない

無回答

(MA%)
51.1 

40.2 

63.0 

6.5 

12.0 

0.0 

58.5 

34.7 

60.2 

10.2 

8.5 

0.0 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=92)

前回調査（H28）

(N=118)

(MA%)

（MA%）

N 学

校
に

お

い
て

放

課
後

や

土

曜
日

に

無
料

も

し
く

は

低

料
金

で

学
習

す

る
場

地

域
の

公

民
館

な

ど
で

無

料

も
し

く

は
低

料

金
で

学

習

す
る

場

学

習
塾

代

へ
の

助

成

（

ク
ー

ポ

ン
券

な

ど
）

あ

て
は

ま

る
も

の

は
な

い

わ

か
ら

な

い

無

回
答

776 45.7 32.5 61.5 7.0 10.2 0.5

生活困難世帯 58 60.3 44.8 62.1 10.3 3.4 0.0
非生活困難世帯 713 44.6 31.4 61.2 6.7 10.8 0.6

生活困難世帯 37 67.6 48.6 59.5 5.4 2.7 0.0

非生活困難世帯 385 49.1 36.9 57.4 6.0 10.4 1.0
生活困難世帯 21 47.6 38.1 66.7 19.0 4.8 0.0

非生活困難世帯 328 39.3 25.0 65.5 7.6 11.3 0.0

全体

全体
学

年

・

剥
奪

指

標
別

小学５年生

中学２年生
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（MA%）

N 給
食

費
な
ど

の
学

校
の

諸
経

費

辞
書

・
習
字

道
具

な
ど

の
教

材
購
入

費

学
校

の
部
活

動
に

か
か

る
費

用
（

遠

征
・

ユ
ニ

フ
ォ
ー

ム
な

ど
）

制
服

・
体
操

服
の

購
入

費 学
習

塾
や
習

い
事

に
か

か
る

費
用

ゲ
ー

ム
や
ス

ポ
ー

ツ
用

品
の

購
入
費

ス
マ
ー

ト
フ
ォ

ン

な
ど

の
通

信
料
金

バ
ス

や
電
車

の
料

金

医
療

費

そ
の

他

大
き

な
負
担

を
感

じ
る

も
の

は
な
い

無
回

答

776 11.0 12.8 17.8 31.2 64.7 15.9 15.9 3.6 31.6 1.8 13.9 1.2
生活困難世帯 58 36.2 41.4 37.9 56.9 58.6 37.9 29.3 10.3 55.2 8.6 5.2 0.0

非生活困難世帯 713 9.0 10.4 16.1 29.2 65.2 14.2 14.9 3.1 29.7 1.3 14.7 1.0

生活困難世帯 37 37.8 43.2 24.3 59.5 64.9 35.1 32.4 8.1 54.1 2.7 5.4 0.0
非生活困難世帯 385 9.1 11.7 12.2 27.8 65.5 16.9 8.6 2.1 34.8 1.3 15.6 1.0

生活困難世帯 21 33.3 38.1 61.9 52.4 47.6 42.9 23.8 14.3 57.1 19.0 4.8 0.0
非生活困難世帯 328 8.8 8.8 20.7 30.8 64.9 11.0 22.3 4.3 23.8 1.2 13.7 0.9

776 11.0 12.8 17.8 31.2 64.7 15.9 15.9 3.6 31.6 1.8 13.9 1.2

35 31.4 37.1 42.9 54.3 54.3 37.1 40.0 14.3 77.1 11.4 0.0 0.0

736 10.1 11.7 16.7 30.2 65.1 14.8 14.8 3.1 29.5 1.4 14.7 1.1

医
療
費

の

支
払
い

困

難
別

全体

医療費の支払い困難世帯
（問D4-1で3を選択）

上記以外の世帯

全体

全体
学

年
・

剥
奪

指
標

別

小学５年生

中学２年生

(ｴ)経済的に負担が大きいと感じるもの 

経済的に負担が大きいと感じるものについては、「学習塾や習い事にかかる費用」が64.7%

と最も多く、次いで、「医療費」が31.6%となっています。 

母子世帯では、「学習塾や習い事にかかる費用」が66.3%と最も多く、次いで、「制服・体操

服の購入費」が42.4%となっています。 

 

全体 母子世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【学年・剥奪指標別／医療費の支払い困難別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.0 

12.8 

17.8 

31.2 

64.7 

15.9 

15.9 

3.6 

31.6 

1.8 

13.9 

1.2 

11.9 

13.1 

16.0 

30.8 

65.5 

12.7 

12.6 

2.7 

25.6 

1.3 

13.6 

1.2 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=776)

前回調査（H28）

(N=1,202)

給食費などの学校の諸経費

辞書・習字道具などの教材購入費

学校の部活動にかかる費用
（遠征・ユニフォームなど）

制服・体操服の購入費

学習塾や習い事にかかる費用

ゲームやスポーツ用品の購入費

スマートフォンなどの通信料金

バスや電車の料金

医療費

その他

大きな負担を感じるものはない

無回答

(MA%)
10.9 

18.5 

21.7 

42.4 

66.3 

19.6 

18.5 

8.7 

20.7 

1.1 

7.6 

1.1 

16.1 

25.4 

22.9 

49.2 

62.7 

14.4 

22.0 

4.2 

18.6 

1.7 

5.1 

5.1 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=92)

前回調査（H28）

(N=118)

(MA%)
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②支援について 

 

(ｱ)困難な家庭の状況 

困難な家庭の子どもや保護者と接することがあるとお答えの方に、困難な家庭の状況につい

てたずねたところ、「不登校（保育所・幼稚園においては、保護者が連れてこない）」が 53.7%

と最も多く、次いで、「朝食を食べていない」が 48.8%、「授業料の支払いができない（保育

料の支払いができない）」、「保護者と連絡がとれない」がそれぞれ 43.9%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.9 

4.9 

22.0 

36.6 

12.2 

36.6 

9.8 

17.1 

31.7 

31.7 

48.8 

12.2 

53.7 

19.5 

43.9 

36.6 

26.8 

0.0 

39.0 

9.8 

26.8 

41.5 

7.3 

51.2 

14.6 

7.3 

29.3 

39.0 

31.7 

9.8 

43.9 

7.3 

24.4 

31.7 

51.2 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=41)

前回調査（H28）

(N=41)

授業料の支払いができない
（保育料の支払いができない）

経済的な理由で退学（退園）した

遠足や修学旅行などの参加費の支払いが
できない

給食費の支払いができない

弁当を持ってこない

学級費の支払いができていない

部活動・クラブ活動にかかる費用の支払
いができていない

制服・体操服などを買うことができない

お風呂に入れていない

清潔な服装をしていない

朝食を食べていない

夕食を食べていない

不登校（保育所・幼稚園においては、保
護者が連れてこない）

子どもと連絡がとれない

保護者と連絡がとれない

保護者と日本語によるコミュニケーショ
ンがとりづらい※前回なし

その他

無回答

(MA%)



46 

 

 

(ｲ)困難な家庭の子どもや保護者に対して必要な支援 

困難な家庭の子どもや保護者に対し必要な支援については、「生活や就学のための経済的補

助・援助」が 51.7%と最も多く、次いで、「進路や生活などについてなんでも相談できるとこ

ろ」が 46.6%、「関係機関による支援のネットワークの整備」が 44.8%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.9 

51.7 

32.8 

46.6 

25.9 

10.3 

32.8 

20.7 

15.5 

24.1 

6.9 

25.9 

24.1 

17.2 

37.9 

24.1 

12.1 

44.8 

5.2 

8.6 

38.7 

66.1 

40.3 

50.0 

27.4 

14.5 

33.9 

25.8 

17.7 

33.9 

9.7 

30.6 

19.4 

25.8 

38.7 

25.8 

12.9 

46.8 

8.1 

1.6 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=58)

前回調査（H28）

(N=62)

保護者が家にいないときに子どもを預かる
場やサービスの提供

生活や就学のための経済的補助・援助

給付型の奨学金制度の整備

進路や生活などについてなんでも相談でき
るところ

仲間と出会え、一緒に活動できるところ

自然体験や集団遊びなどいろいろな活動機
会の提供

地域における子どもの学習の支援

学校の放課後や土曜日の学習の支援

夏休み期間中の教室開放（自習室）

読み書き計算などの基礎的な学習への支援

会社などでの職場体験などの機会の提供

仕事に就けるようにするための就労に関す
る支援

子どものみで無料もしくは安価で食事がで
きる場所の提供

進学や資格を取るための学習の支援

スクールソーシャルワーカーによる支援

家庭支援推進保育士による支援

バスや電車などの公共交通機関の充実や費
用の負担軽減

関係機関による支援のネットワークの整備

その他

無回答

(MA%)



47 

 

③学習支援について 

(ｱ)学習支援に来ることになったきっかけ 

学習支援を受けている子ども対象の調査結果によると、学習支援に来ることになったきっか

けについては、「親に教えてもらった」が37.5%と最も多く、次いで、「ここの人から直接教え

てもらった」が20.8%、「市役所の人に教えてもらった」が16.7%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ)学習支援に来ることで変化はあったか 

学習支援に来ることであった変化については、「学校の授業がわかるようになってきた」

が50.0%と最も多く、次いで、「勉強がたのしくなってきた」、「自分の進路がはっきりとし

てきた」がそれぞれ33.3%なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.5 

4.2 

0.0 

16.7 

20.8 

8.3 

0.0 

16.7 

12.5 

52.2 

0.0 

21.7 

4.3 

13.0 

8.7 

0.0 

13.0 

0.0 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=24)

前回調査（H28）

(N=23)

親に教えてもらった

学校の先生に教えてもらった

友だちに教えてもらった

市役所の人に教えてもらった

ここの人から直接教えてもらった

チラシやポスターで知った

インターネットで知った

その他

無回答

(MA%)

50.0 

29.2 

12.5 

33.3 

33.3 

16.7 

25.0 

4.2 

0.0 

8.3 

12.5 

0.0 

26.1 

21.7 

17.4 

17.4 

13.0 

17.4 

39.1 

4.3 

17.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=24)

前回調査（H28）

(N=23)

学校の授業がわかるようになってきた

学校の成績が上がってきた

学校がたのしくなってきた

勉強がたのしくなってきた

自分の進路がはっきりとしてきた

将来の夢・目標を持つことができた

いろいろな人と話ができるようになった

変わらない

ここに来る前よりわるくなった

わからない

その他

無回答

(MA%)
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(ｳ)将来の夢や目標をかなえるために必要なもの 

将来の夢や目標をかなえるために必要なものについては、「学力・勉強」が 83.3%と最も多

く、次いで、「お金」が 54.2%、「親の応援」が 41.7%、「大人の手助け・協力」が 37.5%な

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④関係(支援)団体が考える必要な支援 

(ｱ)今後、困難な子ども・保護者に必要な支援 

・子どもが相談しやすい仕組みづくり。 

・専門職や外部の専門家の支援。 

・不登校の児童・生徒に対するケア。 

・子育てに関する保護者の学びの機会。 

・放課後の居場所づくり。 

・基礎学力の支援。 

・子ども食堂の展開。 

・進路についてのキャリア設計。 

・社会性の育成。 

・就労意識の醸成。 

 

(ｲ)子どもの貧困やその対策について 

・生活保護費の適正な活用。 

・経済的に困難な家庭への支援。 

・子どもの教育に対しての援助。 

・各家庭の状況に応じた支援。 

・生活支援について問題点の把握。 

・支援する側、支援される側の垣根を超える発想も大事。 

・保護者の「学び直しの場」。 

 

 

83.3 

54.2 

41.7 

29.2 

37.5 

29.2 

12.5 

0.0 

16.7 

0 20 40 60 80 100

学力・勉強

お金

親の応援

学校の先生

大人の手助け・協力

友だち

その他

わからない

無回答

(MA%)
(N=24)
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３．調査結果の総括と課題 

  前項では、ニーズ調査結果から主要事業に関連する利用希望等について、みてきました。他も

含めた全体的な結果報告から、以下の特徴と課題をあげます。 

 ■子ども・保護者・若者全般について 

特徴 根拠となる調査結果 課題と方向性 

保護者の就労の高

まり 

・平日、教育・保育事業を利用している主

な理由としては、「子育てをしている方

が現在就労している」が71.9％、「子ど

もの教育や発達のため」が54.8％。 

●子育て支援策の充実 

●多様なニーズに応じる教

育・保育サービスの展開 

悩みや心配ごとの

多様化 

 

 

・子育てに関する悩みや心配ごとは、就学

前の保護者で「遊びやしつけについて」

「子どもの性格や生活習慣について」

「子どもを叱りすぎているような気が

すること」が上位。小学生では「子ども

の性格や生活習慣について」「学力や進

学・受験について」「遊びやしつけにつ

いて」「友達づきあい（いじめなどを含

む）について」が上位。 

●家庭での保育・教育、子育

ての仕方を学ぶ場づくり 

●親業の講習機会づくり 

●育児中の保護者のメンタル

ケア 

●保育・教育相談の充実 

●子育てに関する相談体制の

充実 

子育てに関する施

設整備は、評価され

ていない傾向 

・彦根市の子育て環境についての調査結果

では、自然環境や近隣関係の評価は高い

一方で、子どもの施設や教育施設、文化

施設の整備状況が低い。 

●子育て施設全般の評判形成

に向けたソフト面・ハード

面の整備と普及啓発・利用

促進 

子育て支援サービ

スの認知度・利用度

の向上 

・就学前児童向けサービスでは「地域子ど

も文庫・地域親子文庫」、就学児童向け

では「サイエンスプロジェクト」の利用

意向が高いなど、本市の多岐にわたる事

業・サービスの認知・利用状況は様々で

あるが、利用経験は高くても30%台にと

どまっている。 

●必要な支援やサービスが必

要な人に届くための認知理

解の促進 

●子育て世代に対する本市の

独自サービスの周知と利用

促進 

「経済的支援」と

「医療機関・施設の

充実」が高いニーズ 

・本市に期待する子育て支援施策のうち、

就学前と小学生に共通して5割超の高い

項目は「児童手当などの経済的な支援」

と「医療機関・施設の充実」。 

●子育て世帯を支援するため

の経済的な負担軽減 

●母子の心身の健康を保つ医

療や施設の機能向上 

若者の悩み・困りご

とへの対応が必要 

・若者の困りごとの内容は「自分の生き方

や将来のこと」、「収入や生活費のこと」

が上位。 

・若者支援の相談体制で必要なことは「親

身に聴いてくれる相談体制」、「無料で相

談できる相談体制」が上位。 

●若者に対して人生設計を指

南する機会づくり 

●家庭経営、家計に関する講

習等の開催の検討 

●若者が相談しやすい相談体

制の充実（受付から対応、

支援まで） 
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■貧困対策について 

特徴 根拠となる調査結果 課題と方向性 

日常生活での困難 ・貧困対策を鑑みた「子どもの生活実態調

査」結果によると、朝食メニューについ

て、生活困難世帯では品目が少ない傾向 

●食育、「早寝・早起き・朝ご

はん」の普及 

●子ども食堂の充実 

余暇生活の制限 ・子どもが過去1年間に体験したことのう

ち、生活困難世帯では、費用負担のある

「宿泊をともなう旅行に行く（帰省以

外）」の回答割合が低い傾向。 

●行事や娯楽・旅行等への参

加に関する支援 

●困窮世帯に向けた子どもが

楽しめる機会づくり 

学習関連の支援の

必要性 

・子どもの学習関連で利用したい事業で

は、母子世帯で「学習塾代への助成（ク

ーポン券など）」が63.0%、「学校におい

て放課後や土曜日に無料もしくは低料

金で学習する場」が51.1%。 

●世帯の状況に応じた支援や

助成の充実 

●学習支援の普及 

 

進路の制約 ・子どもに望む最終学歴は、「大学」が

59.4%。ただし、生活困難世帯では「大

学」は33.3%と低い。 

●大学進学に関する支援策の

充実（費用の助成等） 

保護者の状況によ

る放課後の過ごし

方の多様化 

・平日の放課後に子どもに過ごさせたい場

所について、生活困難世帯では「自宅」

や「習い事」が他の属性より低い一方、

「児童館・子どもセンター」や「放課後

児童クラブ」が他よりも高い傾向。 

●子どもの居場所づくり 

●放課後児童クラブの充実 

支援に関する利用

ニーズ 

・将来的に利用したいと思う支援について

は「生活や就学のための経済的な補助・

援助」が44.2%、「夏休み・冬休み・春

休み期間中に子どもたちが自習できる

場所」が44.1%。生活困難世帯では前者

が74.1％。 

●経済的な支援 

●長期休暇中の子どもの居場

所づくり 

困難な家庭への対

応 

・周りの困難な家庭の状況についてたずね

たところ「不登校（保育所・幼稚園にお

いては、保護者が連れてこない）」が

53.7%、「朝食を食べていない」が

48.8%、「授業料・保育料の支払いがで

きない」、「保護者と連絡がとれない」が

それぞれ43.9%。 

●生活や学のための経済的補

助・援助 

●進路や生活など何でも相談

できるところの具体化 

●関係機関による支援のネッ

トワークの整備 

経済的な負担の軽

減 

・経済的に負担が大きいと感じるものにつ

いては「学習塾や習い事にかかる費用」

64.7%、「医療費」が31.6%。母子世帯

では「制服・体操服の購入費」が42.4%。 

●生活困難世帯の子育てに関

する費用の援助 
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第 13 節 第１期計画における取り組み状況 

第１期計画の基本目標ごとの取り組みを振り返るにあたり、それぞれの指標に関する実績をま

とめました。 

 

 

1 彦根市子ども・若者プラン（第１期） 計画目標値と達成状況（平成30年度） 

 

分野と指標 担当所属 
平成 

25 年度 

目標値 実績値 
平成 30 年度 

達成率 

      

(%) 

達

成 

状

況 

平成 

31 年度 

平成 

30 年度 

１ 子ども・若者の健やかな育ちに向けたまちづくり 

（仮称）彦根市子ども・若者支援センターの設

置 
子ども・若者課 未開設 1 か所 1 か所 100.0% 〇 

（仮称）彦根市子ども・若者支援ネットワークの

整備 
子ども・若者課 未整備 整備 整備 100.0% 〇 

関係機関・団体の実施事業の提言反映状況 子ども・若者課 701 事業 840 事業 - - - 

２ 子ども・若者の育ちに応じた支援 

子育てサポーター登録者数 子ども・若者課 64 人 100 人 53 人 53.0% ▼ 

保育所待機児童の解消 幼児課 46 人 0 人 29 人 0.0% △ 

児童生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状

況（小学校） 
学校教育課 65.2% 80.0% 65.5% 81.9% △ 

児童生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状

況（中学校） 
学校教育課 70.1% 80.0% 70.0% 87.5% ▼ 

新体力テスト総合評価平均値（小 6） 保健体育課 3.14 点 3.33 点 3.20 点 96.1% △ 

新体力テスト総合評価平均値（中 3） 保健体育課 3.41 点 3.64 点 3.54 点 97.3% △ 

３ みんなが共に育つ子ども・若者への支援 

家庭相談件数 子育て支援課 474 件 768 件 766 件 99.7% △ 

ひとり親家庭への就労支援件数 子育て支援課 0 件 25 件 35 件 100.0% 〇 

地域での学習支援教室の整備 
子ども・若者課 

生涯学習課 
0 か所 7 か所 9 か所 100.0% 〇 

４ 子ども・若者と子育て家庭にやさしいまちづくり 

むし歯のない３歳児の割合 健康推進課 80.4% 90.0% 84.7% 94.1% △ 

夜９時まで（夜９時を含む）に寝ている子どもの

割合 
健康推進課 54.1% 59.0% 54.6% 92.5% ▼ 

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業

主行動計画策定事業数 
地域経済振興課 87 事業所 100 事業所 94 事業所 94.0% △ 

小学校区単位で結成される自主防犯活動団体

結成数 
まちづくり推進室 13 団体 17 団体 13 団体 76.5% □ 
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分野と指標 担当所属 
平成 

25 年度 

目標値 実績値 
平成 30 年度 

達成率 

      

(%) 

達

成 

状

況 

平成 

31 年度 

平成 

30 年度 

５ 教育・保育の整備 

公立幼稚園からの認定こども園への移行園数 幼児課 0 園 1 園 1 園 100.0% 〇 

利用者支援事業実施箇所数 
子ども・若者課 

健康推進課 
0 か所 2 か所 2 か所 100.0% 〇 

時間外保育事業（延長保育事業）実施保育所

数 
幼児課 25 園 33 園 33 園 100.0% 〇 

放課後児童クラブ受入児童数 生涯学習課 918 人 1,409 人 1,393 人 98.9% △ 

子育て短期支援事業（ショートステイ）受入施

設数 
子育て支援課 2 か所 7 か所 7 か所 100.0% 〇 

乳児家庭全戸訪問の訪問割合 健康推進課 89.3% 100.0% 96% 96.0% △ 

養育支援訪問件数 子育て支援課 1,313 件 1,410 件 1,755 件 100.0% 〇 

地域子育て支援センターの整備 子ども・若者課 2 か所 3 か所 3 か所 100.0% 〇 

公立幼稚園における水曜日の預かり広場の実

施 
幼児課 0 園 9 園 9 園 100.0% 〇 

保育所における一時預かり事業の実施 幼児課 18 園 25 園 22 園 88.0% △ 

病児・病後児保育事業の実施 幼児課 1 か所 1 か所 1 か所 100.0% 〇 

ファミリー・サポート・センター提供会員の確保 子ども・若者課 182 人 190 人 181 人 95.3% ▼ 

妊婦健康診査 受診回数 健康推進課 12,371 回 15,400 回 10,851 回 70.5% ▼ 

計画目標値の達成率 
   

- 90.1% 
 

※達成率は、（平成30年度状況÷目標値）を％で表したものです。また、100％を超える場合は、100％とし

ています。 

※達成状況は、目標値が達成できた場合は○、目標値は達成できなかったが現況値よりも改善された指標は

△、現況値から変更が無かった指標は□、現況値よりも後退した指標は▼としています。 
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2 彦根市子どもの貧困対策計画（第１期） 計画目標値と達成状況（平成30年度） 

 

指標 担当所属 
平成 

28 年度 

目標値 実績値 
平成 30 年度 

達成率 

       

(%) 

達

成 

状

況 

平成 

31 年度 

平成 

30 年度 

１ 子どもたちの学びを応援 

(1)地域子育て支援センターの整備 子ども・若者課 2 か所 3 か所 3 か所 100.0% 〇 

(2)家庭支援推進保育士の配置 幼児課 12 園 13 園 11 園 84.6% △ 

(3)保育所一時預かり事業の実施 幼児課 19 園 25 園 22 園 88.0% △ 

(4)保育所待機児童の解消 

（４月１日現在の待機児童数） 
幼児課 51 人 0 人 29 人 - △ 

(5)児童生徒の基礎・基本的な学習内容の習得

状況 （各年度の結果） 
学校教育課 

小 74.5% 小 80.0% 小 66.5% 83.1% ▼ 

中 67.3% 中 80.0% 中 70.0% 87.5% △ 

(6)就学援助認定基準の拡大 学校教育課 

生活保護

の基準の

1.2 倍 

拡大 
生活保護の

基準の 1.2 倍 - □ 

(7)スクールソーシャルワーカーの配置 学校教育課 1 名配置 2 名配置 1 名配置 50% □ 

(8)地域での学習支援教室の整備 
生涯学習課 

子ども・若者課 
1 か所 7 か所 9 か所 100.0% 〇 

(9)放課後などの学習支援員の登録者数 生涯学習課 23 人 35 人 96 人 100.0% 〇 

２ 子どもたちの育ちを応援 

(10)放課後児童クラブ受入児童数 生涯学習課 1,214 人 1,372 人 1,393 人 100.0% 〇 

(11)子ども食堂・学べる場の整備 子ども・若者課 0 か所 17 か所 9 か所 52.9% △ 

(12)フリースペースの整備 子ども・若者課 0 か所 3 か所 2 か所 66.7% △ 

(13)若者の居場所の整備 子ども・若者課 0 か所 3 か所 2 か所 66.7% △ 

(14) ひとり親家庭の親子が過ごせる居場所の

整備 
子育て支援課 0 か所 1 か所 1 か所 100.0% 〇 

(15)ショートステイ受入施設数 子育て支援課 2 か所 3 か所 7 か所 100.0% 〇 

(16)いきがいわくワークセンターにおける就労

決定件数（H28 年度開設） 
社会福祉課 ― 

50 件/ 

年間 
31 件 62.0% △ 

(17)自立支援教育訓練給付・高等職業訓練促

進給付金受給者数 
子育て支援課 

8 人(H27

実績) 
9 人 11 人 100.0% 〇 

(18)ひとり親家庭向け市営住宅の募集 建築住宅課 1 件/年間 1 件/年間 1 件/年間 100.0% 〇 
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指標 担当所属 
平成 

28 年度 

目標値 実績値 
平成 30 年度 

達成率 

       

(%) 

達

成 

状

況 

平成 

31 年度 

平成 

30 年度 

３ みんなで応援 

(19)子どもの貧困に関する相談窓口の開設 子ども・若者課 未開設 開設 開設 100.0% 〇 

(20)むし歯のない３歳児の割合 健康推進課 
79.5% 

(H27 実績) 
90.0% 84.7% 94.1% △ 

(21)関係機関による支援ネットワークの整備 子ども・若者課 未整備 整備 整備 100.0% 〇 

(22)乳児家庭全戸訪問の訪問割合 健康推進課 
89.9% 

(H27 実績) 
100% 98.0% 98.0% △ 

(23)地域資源を掘り起こし、育成する体制の整

備 
子ども・若者課 未整備 整備 整備 100.0% 〇 

(24)支援対策ガイドブックの作成 子ども・若者課 未整備 作成 作成済 100.0% 〇 

(25)庁内体制の整備 子ども・若者課 未整備 整備 整備 100.0% 〇 

※達成率は、（平成30年度状況÷目標値）を％で表したものです。また、100％を超える場合は、100％とし

ています。 

※達成状況は、目標値が達成できた場合は○、目標値は達成できなかったが現況値よりも改善された指標は

△、現況値から変更が無かった指標は□、現況値よりも後退した指標は▼としています。 

 

 

 

3．まとめ 

 

目標数値を達成できた指標もありますが、その項目は更に質的な向上に取組む必要があるもの

もあります。 
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第 14 節 子ども・子育て、若者、子どもの貧困に関する課題 

（１）各種統計からの課題把握 

◇人口・世帯など 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇就労状況など 

 

 

 

 

 

 

 

◇教育・保育施設など 

 

 

 

 

 

◇若者・ひとり親など 

 

 

 

 

 

 

◇子どもの貧困 

 

 

 

 

○生活保護、児童扶養手当、就学援助の受給者数については、微増または横ばい状況にあります。    

○学習状況調査、教育環境調査では、全国平均をやや下回っている状況にあります。 

〇スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーが市内小中学校で配置や派遣されており、

必要な児童・生徒等への相談や支援に当たっています。 

○近年の人口は横ばいで推移し、平成31年に増加に転じて112,997人となっています。うち、0～14歳の

年少人口は減少が続き、年少人口比率も低下しており、人口減少への対応が迫られます。 

○子ども・若者人口を 5 歳階級別にみると、各区分で減少傾向にありますが、増加のみられた層もあり、今

後も微増減の変動を見据えた事業やサービスの需給バランスを調整することが必要となります。 

○外国人人口は増加傾向にありますが、うち年少人口は年による増減の変動がみられ、年少人口比率は

８％台となっています。一定数の外国人対応を鑑みた支援の充実が課題となります。 

○世帯類型では「男親か女親どちらかと子どもから成る世帯」が増加し、ひとり親対策が必要です。 

○近年は婚姻数が減少しており、地域の魅力創出により、若者の結婚の希望を叶える施策が望まれます。 

○年齢 5 歳階級別に女性の労働力率をみると、40 歳以上では国や県よりも高い値となっていますが、Ｍ字

の底に対応する 30～３４歳の労働力率が、国や県よりも低くなっています。出産による意図しない離職を

防ぐとともに、女性の保育ニーズに対応できる受け皿の整備が求められます。 

○近年の出生数は減少傾向にあります。共働き世帯の増加や多様な就労形態を鑑み、必要とされる教育・

保育ニーズへの対応による、産み育てやすい環境づくりが課題となります。 

○保育所入所率が上昇し、３歳児の幼稚園入所率が上昇するなど、教育・保育ニーズの変容がうかがえ、 

 今後のニーズ量と整備量の細かな変動が予想されるため、柔軟な供給体制づくりが課題となります。 

○本市では、まだまだ待機児童の発生がみられるため、待機児童の解消をめざし、就学前児童の保育ニー

ズを見据えた受け入れ体制の確保が求められます。 

○児童虐待通告受理件数は、増減を繰り返していますが、一定の件数が毎年みられるため対策が必要で

す。種別では、身体的虐待が多く、性的虐待は１件ですが、一人も見逃さないような支援が望まれます。 

○ひきこもりについては、狭義のひきこもりは 164 人、準ひきこもりは 340 人、これらを合わせた、広義のひ

きこもりは 504 人と推計されます。家族支援、本人支援など対応が迫られます。 

○本市では母子家庭数の増加傾向がみられ、支援を必要とする家庭への適切な支援が望まれます。 
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（２）アンケートなどからの課題把握 

◇子育て不安など 

 

 

 

 

 

 

◇子育て環境など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇地域での子育ち・子育てなど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇若者の意識など 

 

 

 

 

 

 

○就学前児童の保護者では、遊びやしつけ、子どもの生活や習慣、子どもを叱りすぎている気がするといった

回答が上位にみられますが、これらは前回結果の回答割合より低下しています。他の回答にも分散してお

り、悩みや心配ごとは多岐にわたるため、各種相談がしやすい窓口や支援機関との連携が必要となります。 

○小学生の保護者では、子どもの生活や習慣、学力や進学・受験、遊びやしつけに続いて、友達づきあいな

どの悩みも多く、家庭・地域・学校などが連携し、保護者の悩みを軽減する体制の強化が求められます。 

○平日の定期的な教育・保育事業の利用率は、前回調査から上昇し７割近くとなっています。保育ニーズの高

まりがうかがえ、様々な状況に応じたサービスの提供が求められます。 

○平日、定期的に利用している教育・保育事業は、認可保育所、幼稚園、認定こども園の順に多くなっていま

す。利用割合を前回調査と比べると、幼稚園は低下し、認可保育所、認定こども園は上昇しています。子ど

も・子育て新制度の導入により、今後も変遷していくであろう市民ニーズの変容を捉えていくことが重要です。 

○市の子育て環境では、めぐまれた自然環境、近隣に同世代の遊び仲間がいる、地域活動が盛んであるなど

の回答割合が高い一方、施設に関する回答割合が低いため、ハード面での整備が求められます。 

○彦根市のこれからの子育て施策では、就学前の保護者では、子育てしやすい労働条件の整備等ワーク・ライ

フ・バランスの実現が最も期待度が高く、児童手当などの経済的支援や教育・保育の費用負担の軽減も過半

数が期待しています。小学生では、児童手当などの経済的支援、学力向上のための教育内容の充実、医療

機関・施設の充実を過半数が期待しています。仕事と家庭の両立、行政による経済的支援や費用負担、学

校教育の充実に向けた取り組みの充実が求められます。 

○将来の夢（希望）がある若者が減っており、将来図が描けるモデル提示などが課題となります。 

○社会で生きていくために個人の努力、いろいろな人との交流など、若者の意識は多種多様となっています。 

○困りごとでは、自分の生き方や将来が５割超、収入や生活費のことが４割強となっています。 

○若者支援に必要な相談体制については、親身に聞いてくれる、無料、匿名が３割超となっています。相談体

制についてのほとんどの回答割合が前回よりも下がっており、発見・対応が課題となります。 

○就学前児童向けのサービスについて、認知度・利用経験・利用意向をたずねたところ、パパママ学級の認知

度が８割半の一方で、子ども・若者総合相談センターの認知度が２割強など、各事業やサービスで差がみら

れます。利用経験は多いもので３割台にとどまっていますが、利用意向は体操教室、地域の文庫が過半数で

あるなど、様々なサービスに対する一定のニーズが確認でき、提供サービスの充実が求められます。 

○就学児童向けのサービスについては、いじめ相談ホットラインや虐待相談の認知度が７割台の一方、青少年

立ち直り支援センターや子ども・若者総合相談センターの認知度は１割台となっています。また、利用経験の

あるサービスはすべて２割以下の一方、利用意向はすべてが２割弱から５割台にあるため、実際の利用につ

ながる取り組みが課題となります。 
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◇子どもの貧困など 

 

 

 

 

 

 

  

［生活状況調査］ 

○生活困難世帯では、塾や習いごとをしていない割合が高くなっています。また、費用負担のある「宿泊を

ともなう旅行に行く（帰省以外）」の回答割合が低い傾向がみられます。 

○中学 2年生のいる生活困難世帯で、朝食を「毎日食べる」割合が低くなっています。 

◯小学５年生のいる生活困難世帯で、子どもの学習に関して利用したい事業について「学校において放課

後や土曜日に無料もしくは低料金で学習する場」の回答割合が高くなっています。 

◯子どもが落ち着いて勉強できる場所があるかについては、生活困難世帯で「ない」の回答割合が高くなっ

ています。 

◯地域での付き合いの程度については、生活困難世帯で「まったく付き合っていない」の回答割合が高く

孤立傾向がみられます。 

 

［支援団体等調査］ 

〇母子家庭では正規社員になれない方が多く経済的に不安定な世帯が多い。 

〇放課後は学童保育ですごす子が多い。また、塾に通うゆとりはない子が多い。 

◯収入が少なく、貯蓄が出来ない世帯が多くみられる。このため、子の進学にかかる費用も、貸付を利用す

る世帯がみられます。 

◯仕事や、親の特性などの理由により子どもとコミュニケーション不足の世帯が多い。 

◯子ども食堂は食の提供だけではなく、交流の機会ともなっています。 

 

［保育所・幼稚園・小中学校・高校・大学等調査］ 

〇困難な家庭の状況については、「不登校」が最も多く、次いで、「朝食を食べていない」、「授業料（保育

料）の支払いができない」、「保護者と連絡がとれない」が多くなっています。 

〇困難な家庭に対し行っている支援としては、関係機関との情報交換、各種相談窓口との連携など。 

◯その他、必要に応じての家庭訪問、相談支援としては進路相談やスクールカウンセラーのカウンセリング

など。 

◯困難な家庭に対する支援の課題については、「学校（園）でどこまでかかわる必要があるのかが、わから

ない」、「教員（保育士等）が多忙で対応できない」、「保護者と連絡がとれない」などが多くなっています。 

 

［学習支援を利用している子ども調査］ 

〇学習支援に来ることであった変化については、「学校の授業がわかるようになってきた」が最も多く、次い

で、「勉強がたのしくなってきた」、「自分の進路がはっきりとしてきた」が多くなっています。 

〇学習支援に来る前と比べてあった気持ちの変化については、良い方向への気持ちの変化があった子ど

もたちが多くなっています。 
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（３）子ども・若者を取り巻く主な課題 

 

◇子ども・若者が健やかな育ちができる環境の充実 

 

 

 

 

 

 

◇子ども・若者の成長に応じた切れ目のない支援・育ちに応じた支援の展開 

 

 

 

 

 

 

 

◇社会的に援助が必要な、生きづらさのある子ども・若者への支援の充実 

 

 

 

 

 

 

◇安心して子ども・若者が暮らし・子育てのできるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

◇すべての子どもが夢と希望をもって成長できるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

保育所・幼稚園や学校などの資源を活用し、子どもの育ちや子育て家庭の支援、若者の社会参加や

自立につながる支援を充実させる必要があります。また、全ての子ども・若者が健やかに育ちや学びがで

きるよう、家庭や地域、学校などの社会のあらゆる分野に関わる人々が、子どもや子育て中の保護者、若

者に寄り添い、支えることができるネットワークを構築する必要があります。 

保育所・幼稚園、家庭・地域・学校などが連携し、子どもの育ち、発達、学びの連続性を理解し、子ど

も・若者の視点に立ち、ライフステージに応じた支援を展開する必要があります。そのため、乳幼児期の

保育や教育、地域の子育て支援の量の拡大や質の向上を図るとともに、若者に対しても、本人や家族の

不安に対する相談支援などを充実させる必要があります。 

障害のある子ども・若者やその家庭への支援の充実を図るとともに、児童虐待、いじめ・不登校、

外国人児童、ニート・ひきこもり、非正規雇用割合の高まり、子どもの貧困など、子ども・若者、

子育て家庭を取り巻く様々な課題や環境に対して、その解決や改善に取り組み、社会的援助を必要

とする子ども・若者への支援策を充実させる必要があります。 

 

子ども・若者の健やかな育ちや学びに向けた、福祉・保健・医療体制の充実を図り、身近で安心して出産

や養育ができる環境の整備が必要です。また、ワーク・ライフ・バランスの推進を始めとする男女共同参画の

社会づくりや、子どもが安心・安全に過ごせる地域づくりなど、子ども・若者や子育て家庭に配慮した環境や

まちづくりが必要となっています。 

すべての子どもが、生まれ育った環境に左右されることなく、社会の担い手として活躍できる人となるよう

育ちと学びができる環境を整備する必要があります。また、貧困が世代を超えて連鎖することがないよう、子

どもの健やかな育ちを確保するために、経済的困難な家庭に対する包括的な支援を推進する必要がありま

す。 
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第３章  計画の基本的な考え方 

第１節 基本理念 

子ども・若者は次の時代を担うかけがえのない存在であり、将来の彦根市に新たな活力を生み出す

非常に大切な存在です。 

しかし、少子高齢化や核家族化の進行、就労環境や経済状況などめまぐるしく変化する現代社会に

おいて、子育てに負担感や孤独感を感じる親もあり、子ども・若者の健全な育成に影響を与えていま

す。そのような中で、子ども・若者が健やかな育ちや学びをするためには、これまで以上に、家庭や

地域、保育所・幼稚園、学校、事業所などが子ども・若者の視点に立ち、その権利を十分尊重した上

で、子ども・若者を支える社会を構築していく必要があります。 

そのためには、子ども・若者がその環境に関わらず、地域において、いきいきとした生活を送るこ

とができ、また、その可能性や創造性を育み、次の時代をよりよく切り開いていけるよう、子ども・

若者の「育ちや学び」を地域全体で支援していかなければなりません。 

本市においては、本計画の前身にあたる「彦根市子ども若者・プラン」では『子ども・若者の元気

を応援するまち ひこね』を、「彦根市子どもの貧困対策計画」では『子どもたちの学びと育ちをみん

なで応援します』を基本理念として掲げました。 

本計画においても、子ども・若者、また、子ども・若者を取り巻くみんなが、子ども・若者に寄り

添い、お互いにつながり、協力し合いながら、ともに「育ち・育てる、学ぶ」環境をより一層充実し

ていくため、以下の基本理念を掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（仮） 

子ども・若者の元気・学び・育ちを 

みんなで応援するまち ひこね 
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第２節 基本目標 

  基本理念の実現に向け、次の基本目標を定め、諸施策の取り組みを推進します。 

 

 

 

Ⅰ 子ども・若者の健やかな育ちに向けたまちづくり 

⇒「次世代育成支援行動計画」「子ども・若者支援計画」 

Ⅱ 子ども・若者の育ちに応じたまちづくり 

⇒「子ども・子育て支援事業計画」「次世代育成支援行動計画」

「子ども・若者支援計画」 

Ⅲ みんなが共に育つために子ども・若者へ支援するまちづくり 

⇒「次世代育成支援行動計画」「子ども・若者支援計画」「ひ

とり親家庭等自立促進計画」「子どもの貧困対策計画」 

Ⅳ 子ども・若者と子育て家庭にやさしいまちづくり 

⇒「母子保健計画」「子ども・子育て支援事業計画」「次世代

育成支援行動計画」「子ども・若者支援計画」 

Ⅴ すべての子どもが希望をもって成長できるまちづくり 

⇒「子どもの貧困対策計画」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標と各計画の対応関係 

Ⅲ みんなが共に育つために子ども・若者へ支援するまちづくり 
○ 子ども・若者の視点に立ち、児童虐待や子どもの貧困、ひとり親家庭への支援、障害のある子ども・

若者やその家庭への支援など、特別な支援や社会的に援助が必要な子ども・子育て家庭などに対し

て、一人ひとりの状況に応じた支援に努めます。また、成長過程においてニートやひきこもり、生活困

窮などに陥った若者に対しても、年齢によって異なる不安や悩みに対して、相談をはじめ、柔軟に対

応できる支援を充実していきます。 

Ⅱ 子ども・若者の育ちに応じたまちづくり 

○ 子どもの育ち、発達、学びの連続性から、ライフステージに応じた支援を展開するとともに、子ども

や子育て家庭、若者に関する情報提供や相談支援の充実に向けて、相談窓口の活用や利用の促

進、地域子育て支援拠点の機能強化、若者の社会参加や自立に向けた支援を行います。 

○ すべての子ども・若者の「最善の利益」が実現されるよう、家庭や地域、学校など、あらゆる分野に

関わる人々が、子どもや子育て中の保護者、若者に寄り添い、支えることができる社会環境・地域づ

くりを進めるとともに、子ども・若者を包括的に支援するネットワークを構築します。 

Ⅰ 子ども・若者の健やかな育ちに向けたまちづくり 
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第３節 基本的な視点 

基本理念、基本目標に向けて、諸施策の取り組みを推進する上での基本的な視点は次のとおりとしま

す。 

 

⓵子どもの権利の尊重                （基本目標Ⅰ・Ⅴ） 

 

⓶妊娠から出産、子育てへの切れ目のない支援の充実  （基本目標Ⅱ・Ⅳ） 

 

⓷保育需要への適切な対応            （基本目標Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ） 

 

⓸きめ細やかな配慮を要する子ども・若者への支援   （基本目標Ⅱ・Ⅲ） 

 

⓹学校教育、就学前教育の充実            （基本目標Ⅱ・Ⅲ） 

 

⓺子どもの貧困対策                 （基本目標Ⅲ・Ⅴ） 
  

Ⅴ すべての子どもが希望をもって成長できるまちづくり 

Ⅳ 子ども・若者と子育て家庭にやさしいまちづくり 

○ 子ども・若者の健やかな育ちに向け、福祉・保健・医療の関係機関などと連携を図り、母子保健サ

ービスの充実を図るとともに、身近で安心して出産や養育ができる環境の整備を行います。また、ワ

ーク・ライフ・バランスの推進や子ども・若者が安全に過ごせる地域づくりを進めるなど、子ども・若

者、子育て家庭に配慮したまちづくりを行っていきます。 

○すべての子どもが、その環境に作用されることなく、家族に応援され、学校に応援され、地域に応

援され、夢と希望を持って、育ちや学びでき、そのことを子どもたちが実感できる地域社会を築くこ

と、みんなに応援されて育った子どもたちが、将来、地域社会を応援する若者・大人となっていくよ

うに、支え合い・助け合いが循環するまちづくりをめざします。 
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第４節 施策の体系 

 

基本目標 基本施策 施策の方向 

Ⅰ子ども・若者の健やか

な育ちに向けたまち

づくり 

1.子ども・若者を応援す
る体制の整備・充実 

①子ども・若者支援のネットワークづくり 

②家庭と子ども・若者を応援する地域づくり 

③みんなで子ども・若者を育てるまちづくり 

2.子ども・若者育成のた
めの社会環境づくり 

①体験や交流を重視した学習機会の充実 

②図書館や子どもセンターなどの充実 

③子ども・若者が参加するまちづくり 

Ⅱ子ども・若者の育ちに

応じたまちづくり 

1.地域における子育て
支援の充実 

①地域の子育て支援サービスの充実 

②家庭・地域の子育て力の向上 

③身近な相談事業の充実 

2.保育・教育の充実 

①就学前の保育・教育の充実 

②学校教育・生涯学習の充実 

③いじめなど問題行動への対応 

④不登校への支援 

⑤放課後児童の健全育成 

⑥学齢期・思春期のこころと体の健康づくり 

3.社会参加や自立に向
けた支援 

①社会参加や自立に向けた意識づくり 

②就労支援の充実 

Ⅲみんなが共に育つた

めに子ども・若者へ支

援するまちづくり 

1.児童虐待・配偶者への
暴力などの防止 

①児童虐待の防止と対応  

②配偶者に対する暴力の防止と対応 

2.青少年非行の防止 
①青少年非行の防止  

②有害環境や遊技場などへの対策 

3.ひきこもりやニート
などへの支援 

①ひきこもりへの支援  

②ニート・フリーターへの支援 

4.障害のある子ども・若
者への支援 

①障害のある子ども・若者などへの支援  

②障害のある子どものへ発達支援 

5.ひとり親家庭など、家
庭の状況に応じた支
援 

①ひとり親家庭への支援  

②外国にルーツを持つ子ども・若者、その家庭へ

の支援 

Ⅳ子ども・若者と子育て

家庭にやさしいまち

づくり 

1.安心して出産・子育て
ができる環境づくり 

①妊娠・出産、子育てへの切れ目のない支援 

②不妊への支援 

③子育ての経済的負担への支援  

④企業・事業所に対する啓発 

2.乳幼児の発達と保護
者への支援 

①乳幼児のこころと体の発達への支援  

②保護者への支援 

3.安全・安心なまちづく
り 

①身近で安心できる医療  

②安全・安心な地域づくり 

Ⅴすべての子どもが希

望をもって成長でき

るまちづくり 

1.子どもたちの学びへ
の支援 

①就学前保育・学校教育の充実 

②福祉関連機関などとの連携 

③地域での学習支援、就学の支援 

2.子どもたちの育ちへ
の支援 

①子どもたちの居場所づくり 

②子ども・若者への就労支援の充実 

③保護者の就労支援・学び直し 

④経済的な支援 

3.相談支援体制の充実 

①相談体制の整備・充実 

②関係機関による連携強化・ネットワークの整備 

③市民への周知・啓発 
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第５章 施策の展開 

 

第１節 子ども・若者の健やかな育ちに向けたまちづくり 

  すべての子ども・若者の「最善の利益」が実現されるよう、家庭や地域、学校など、あらゆる

分野に関わる人々が、子どもや子育て中の保護者、若者に寄り添い、支えることができる社会環

境・地域づくりを進めるとともに、子ども・若者を包括的に支援するネットワークを構築します。 

 

（１）子ども・若者を応援する体制の整備・充実 

①子ども・若者支援のネットワークづくり 

施策 内容 主な取組主体 

【1】 

市民活動の 

ネットワーク化 

子育て情報の共有化、共通理解、課題解決に向けた連絡

調整を行うため、「子育て支援関係機関連絡調整会議」を

開催し、円滑な事業推進を行うとともに、市民活動のネッ

トワーク化を図ります。 

子ども・若者課 

【２】 

青少年の健全育成に 

関わるネットワーク 

の充実 

青少年育成市民会議や各学区（地区）青少年育成協議会

が関係機関・団体との連携を図りながら、地域住民と共に

豊かな心をはぐくむ家庭づくりや地域における青少年の

健全育成など、青少年にふさわしい環境づくりに向け運動

を展開します。 

子ども・若者課 

少年センター 

【３】 

子ども・若者支援の 

ネットワークの充実 

ニート・ひきこもりなど社会生活を円滑に営む上での困

難のある子ども・若者に対して、多様な関係機関・団体が

行う支援の効果的かつ円滑な実施をするため、「彦根市子

ども・若者支援地域協議会」を設置し、その活動の充実を

図ります。 

子ども・若者課 

【４】 

彦根市子ども・若者 

総合相談センターの 

設置と機能の充実 

生きづらさのある子ども・若者が、社会生活を円滑に営

むことができるように支援するため、その相談に応じ、関

係機関の紹介その他の必要な情報の提供および助言を行

う拠点として、彦根市子ども・若者総合相談センターを設

置し、機能の充実を図ります。 

子ども・若者課 

【５】 

支援プログラムの 

作成とその体制整備 

ボランティア活動など様々な社会参加の体験から、職場

見学やアルバイト体験、仕事の技術習得まで、一人ひとり

のニーズを把握し、持てる力を延ばしたり、生活や学習上

の困難の改善等を図る適切な支援プログラムの作成に努

めます。またその提供体制を整備します。 

子ども・若者課 

 

  

資料 2-2 



64 

 

②家庭と子ども・若者を応援する地域づくり 

施策 内容 主な取組主体 

【６】 

身近な地域での 

声かけの促進 

健やかな子ども・若者の育成を地域全体で支援するとい

う視点から、主任児童委員と民生委員児童委員の活動を支

援し、身近な地域でのあいさつや声かけなどを促進しま

す。 

社会福祉課 

【７】 

民生委員児童委員 

の活動への支援 

民生委員児童委員に対して、子ども・若者育成支援に関

する研修の充実を図ります。また、主任児童委員について

は、子ども・若者育成支援における市民のリーダー的存在

として力を発揮してもらえるよう、研修、活動への支援を

行います。 

社会福祉課 

【８】 

家庭の孤立化防止 

への支援 

子ども・若者、子育て家庭の孤立化を防止するため、主

任児童委員や民生委員児童委員など地域の関係団体・グル

ープと連携を密にして個別訪問や相談支援をするなど子

ども・若者支援活動を実施します。 

社会福祉課 

子ども・若者課 

子育て支援課 

健康推進課 

 

③みんなで子ども・若者を育てるまちづくり 

施策 内容 主な取組主体 

【９】 

ともに関わり、 

支えるまちづくり 

子育てを応援するサービスの提供や地域全体で子育て

や若者の自立に関わり、支えていく仕組みづくりをとおし

て、企業や地域による主体的な子ども・若者育成支援が進

むよう気運を盛り上げます。また、子ども・若者のこころ

の健康の維持・増進に努め、自殺予防などに取り組みます。 

子ども・若者課 

障害福祉課 

健康推進課 

【10】 

各種団体への研修 

などの支援、連携 

青少年育成市民会議・ＰＴＡ・子ども会指導者連合会な

ど、子ども・若者支援に関わる各種団体に対して、研修、

活動への支援を一層進めるとともに、連携強化を進めます。 

子ども・若者課 

少年センター 

生涯学習課 

【11】 

子ども・若者を 

支える人材の育成 

子ども・若者のスポーツ活動や文化活動など様々な地域

での活動を活発にするため、指導者や関係団体などの育成

を推進します。 

子ども・若者課 

少年センター 

保健体育課 

【12】 

各種サークル活動や 

NPO などへの支援 

子育てサークルなど、自発的な交流・学習活動のニーズ

に合った支援を行い、組織や活動を支援します。また、こ

れらの活動が広く地域に広まり、安定的な活動を継続する

ようＮＰＯなどへの支援に努めます。 

まちづくり推進室 

子ども・若者課 

【13】 

家庭づくりの推進 

毎月第３日曜日の「家庭の日」を「家族ふれあいサンデ

ー」と位置づけ、親子がともに過ごせる時間を確保し、対

話やふれあいの中で、家族の一員としての役割意識や責任

感を育てる機会をできるだけ多く持てるよう啓発します。 

子ども・若者課 

少年センター 
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施策 内容 主な取組主体 

【14】 

男女共同参画の啓発 

男女共同参画の理念を浸透させるため、市民啓発の拠点

施設である男女共同参画センターウィズでは女性が社会

進出するための様々な講座の開催や、「広報ひこね」「か

けはし」「ＦＭひこね」などあらゆる情報媒体を通じた情

報提供を行います。また、男女共同参画地域推進員による

出前講座では、ワーク・ライフ・バランスやまちづくり、

ハラスメント、防災などを切り口に、性別役割分担意識の

払拭をアピールするなど若者にも啓発を行います。 

企画課 

【15】 

ボランティアの 

発掘や活用 

地域に根付いた子ども・若者支援活動の機会を構築し、

「地域の子ども・若者は地域全体で育てる」という意識を

醸成します。また、地域ボランティアの発掘と、それらを

必要としている市民・団体への連絡調整を充実します。 

子ども・若者課 

少年センター 

【16】 

生涯学習の場に 

おける教育 

青少年育成市民会議が推進している「あいさつ運動」や

地域行事を通して青少年の人間性や社会性を育むため、生

涯学習の観点から様々な機会において、教育を行います。 

子ども・若者課 

少年センター 

【17】 

家庭・地域・学校 

の連携強化と市民 

への啓発 

家庭・地域・学校がそれぞれの機能を十分発揮しながら、

お互いに連携を図るため、「青少年健全育成フォーラム」

などの研修を開催するとともに、街頭啓発や広報活動を行

い啓発に努めます。 

子ども・若者課 

少年センター 

 

（２）子ども・若者育成のための社会環境づくり 

①体験や交流を重視した学習機会の充実 

施策 内容 主な取組主体 

【18】 

障害のある人や 

障害への理解を 

深める教育の推進 

障害のある人や障害への理解を深めるために、学校など

において障害福祉の教育が実施され、促進されるよう、講

師の選定ができるような障害者団体などに関する情報や、

体験ができる障害福祉事業所の情報の提供や、車いすの貸

出しなどを行います。 

障害福祉課 

【19】 

自然体験学習の推進 

びわ湖岸や河川、里山の多様な動植物にふれる自然体験

学習を推進し、本市の自然環境の保全を担う未来の人材を

育成します。 

学校教育課 

生涯学習課 

【20】 

食育の推進 

「ひこね元気計画21（第3次）」に基づき、健康教室や

保育所・幼稚園、学校等を通じて保護者や子ども自身に対

し食育を推進します。また、子どもが食に関して学ぶ機会

を提供し、関係者が互いに連携しながら取組を進め、地域

や家庭などで実践につながることをめざします。 

幼児課 

学校給食センター 

健康推進課 

保健体育課 
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施策 内容 主な取組主体 

【21】 

歴史文化にふれる 

学習の推進 

城下町や宿場町などを礎に発展してきた本市の歴史や

文化への理解を深めるために、小学生を対象に木造棟での

茶道体験や、館所蔵の美術作品などを活用した体験学習な

どを促進します。 

彦根城博物館 

【22】 

スポーツ大会など 

の機会の充実 

近年の青少年は体力低下傾向にあることから、スポー

ツ・レクリエーション大会、学区スポーツ大会、スポーツ

教室などに、子どもたちが気軽に参加できるよう、機会の

充実を図ります。 

保健体育課 

【23】 

文化芸術にふれる 

機会の充実 

子ども・若者が文化・芸術を発表する機会や上質な芸術

にふれあう機会の充実を図り、未来の彦根の文化芸術活動

をリードできる人材を育成します。 

文化振興室 

 

 

②図書館や子どもセンターなどの充実 

施策 内容 主な取組主体 

【24】 

図書館や地域文庫 

の充実 

保護者や子ども・若者の生涯学習の拠点施設である図書

館で、様々な学習ニーズに対応し、図書館に対するニーズ

の高度化・多様化に応えるため、資料と専門職員の充実を

図るとともに、湖東定住自立圏構想と連動しながら、図書

館サービスの向上に努めます。また、図書館から遠い地域

や子どもたちに本を読む楽しさを伝えるため、たちばな号

による図書の貸出を行うとともに、地域文庫活動への支援

を行います。 

図書館 

【25】 

子どもセンターの 

充実 

子どもセンターにおいて、子どもたちが荒神山の豊かな

自然の中で活発に遊び、学べるよう、遊具や設備の充実、

天文関係の講座や自然科学教室、工作教室、将棋教室など

の学習機会の提供に努めます。また、これらによって、異

年齢の交流を促し、子どもたちの社会性や創造性を育みま

す。 

子ども・若者課 

【26】 

児童館の充実 

地域の児童福祉の拠点施設として市民の多様な活動を

支援するとともに、様々な活動ニーズに応えるための施設

の整備・充実を図ります。また、子ども向け講座の開催な

ど、事業の充実に努めます。 

子ども・若者課 

東山児童館 

【27】 

児童遊園・公園の 

充実 

児童遊園などの各地区の公園・広場については、地区住

民の意向や要望を聞きながら、住民が主体となって管理で

きるよう連携と協力体制の確立、維持管理に努めます。 

子ども・若者課 

都市計画課 
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施策 内容 主な取組主体 

【28】 

地域総合センター 

の充実 

各種子育て支援事業や相談業務などを通じて、子育て家

庭の交流や親子のふれあいを促進するなど、地域総合セン

ターの設備や事業の充実を図ります。 

人権･福祉交流会館 

【29】 

公民館の充実 

公民館については、生涯学習の拠点施設として市民の多

様な活動を支援するとともに、様々な活動ニーズに応える

ための施設の整備・充実を図ります。また、子ども・若者

向け講座の開催、公民館活動事業の充実に努めます。 

生涯学習課 

 

③子ども・若者が参加するまちづくり 

施策 内容 主な取組主体 

【30】 

地域貢献活動の推進 

子ども・若者たちが地域の行事や祭などに積極的に参加

するよう呼びかけます。さらに、中学校においては、「中

学生地域貢献プロジェクト」として、学校が地域の各自治

会と連携を図り、中学生が地域の方々とふれあいながら活

動し、地域に貢献する取り組みを推進します。 

学校教育課 

【31】 

子どもフェスティ

バルの開催 

子ども・若者の自由な発想や自主的な行動力を育成し、

大人の関わり方（待つことと見守ることの重要性）を見直

し、子ども・若者自らが企画運営に携わって創造性や企画

力を身に付けるため、子どもフェスティバルを開催しま

す。 

子ども・若者課 
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第２節 子ども・若者の育ちに応じたまちづくり 

  子どもの育ち、発達、学びの連続性から、ライフステージに応じた支援を展開するとともに、

子どもや子育て家庭、若者に関する情報提供や相談支援の充実に向けて、相談窓口の活用や利用

の促進、地域子育て支援拠点の機能強化、若者の社会参加や自立に向けた支援を行います。 

 

（１）地域における子育て支援の充実 

①地域の子育て支援サービスの充実 

施策 内容 主な取組主体 

【32】 

市民活動や施設の 

情報収集と広報 

子育てサークルや民生委員児童委員、NPO などの市民

活動に関する情報や子どもに係る施設などの情報を収集

し、一元化した上で、市ホームページ、子育て応援サイト

「ひこ根っこ！」、「子育てガイドブック」、スマートフォ

ンアプリ「ひこまち」などで提供します。 

子ども・若者課 

【33】 

情報提供窓口の充実 

子育てに関する相談や施設・サービスの紹介、情報提供

を行う窓口の充実などにより、利用者のニーズに合ったサ

ービスの提供を行います。 

子育て支援課 

子ども・若者課 

【34】 

地域子育て支援 

センターの充実 

地域子育て支援センター事業として、各種子育て支援事

業、相談業務、ひろば事業の開催を通じて子育て家庭の交

流と親子のふれあいを促進し、子育て家庭の孤立の防止を

図ります。 

子ども・若者課 

【35】 

親子の交流の場 

づくり 

地域子育て支援センターの各ひろばをはじめ、市内各所

で親子のふれあう機会を創出します。 
子ども・若者課 

【36】 

就学前の子どもの 

健やかな体づくり 

体操教室を開催し、いろいろな運動遊びやリズム体操な

どをとおして親子のスキンシップを図るとともに、健やか

な体づくりを行います。 

保健体育課 

【37】 

病児・病後児保育 

病気またはその回復期にあるため、集団保育などが困難

な児童を一時的に保育し、保護者の子育てと就労の両立を

支援します。 

幼児課 

【38】 

子育て短期支援事業 

（ショートステイ） 

の実施 

緊急的な児童の保護や宿泊を伴う保育のニーズに対応

するため、ショートステイ事業の充実を図ります。 
子育て支援課 
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②家庭・地域の子育て力の向上 

施策 内容 主な取組主体 

【39】 

子育て講座の開催 

家庭で子育てをする保護者を対象に、子どもの発達、救

急救命や食育などのニーズに応じた内容を取上げ、子育て

に関する講座を開催します。 

子ども・若者課 

【40】 

家庭教育の支援 

子どもが人間性や社会性を身に付けられるよう、また、

保護者同士が交流しながら子育てを学べるように、各地区

公民館において「すくすく教室」「のびのび教室」などを

開催して家庭教育支援を行います。 

子ども・若者課 

【41】 

絵本の読み聞かせに 

よる親子のふれあい 

ブックスタート事業を４か月・10 か月の乳幼児健康診

査に合わせて実施するとともに、スキルアップ講座の研修

を経て、読み聞かせボランティアの育成を図ります。また、

親子のふれあいのため、各家庭での読み聞かせを促すこと

で、親子のふれあいの機会を醸成します。 

図書館 

【42】 

ファミリー・サポ 

ート・センターの 

充実 

サービス内容や利用方法などについて周知を図り、会員

数の一層の増加を促進します。また、市民ニーズに応える

ため、会員活動や会員のための研修を支援します。 

子ども・若者課 

 

③身近な相談事業の充実 

施策 内容 主な取組主体 

【43】 

身近な場所での 

相談体制の充実 

保育所・こども園の園庭などを開放し、親子が遊びに来

て子育てを楽しく学び、交流や相談等が行えるようにしま

す。子育てに関する相談が気軽にできるように努めるとと

もに、福祉センターなどで関係機関との連絡調整を行い、

子育て支援事業などの情報提供や、必要に応じて相談・助

言を行います。 

幼児課 

子ども・若者課 

【44】 

虐待相談など、 

多様な相談への対応 

児童虐待相談を含む多様な相談に対し、きめ細かな対応

を図るため、地域子育て支援センター、子育て世代包括支

援センター電話相談、家庭児童相談室などにおいて、専門

職による身近な相談体制の充実を図ります。また、障害の

ある子どもが関係する虐待相談に関しては、保護者への支

援を主体として虐待防止の対応をします。 

子育て支援課 

子ども・若者課 

障害福祉課 

健康推進課 

【45】 

地域での子育て支援 

子育てに関する不安に適切に対応するため、相談窓口を

充実するなど関係機関や地域との連携を強化します。ま

た、子育てを地域全体で支えるため、地域住民や民生委員

児童委員、学校、心理カウンセラーなどとの連携を図るな

ど、子育て支援活動を促進します。 

子ども・若者 

子育て支援課 

【46】 

子育て経験者・ 

サポーターによる 

支援の充実 

自らの経験を活かし、子どもとのふれあいや子育てに関

するサポートを行える人材を育成し、市民協働による子育

て支援を行います。 

子ども・若者課 
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（２）保育・教育の充実 

①就学前の保育・教育の充実 

施策 内容 主な取組主体 

【47】 

保育・教育の充実 

保育所や幼稚園など、どこに在籍していても質の高い保

育・教育が受けられるよう、「彦根市乳幼児教育・保育共

通のカリキュラム」の検証を行い内容の充実を図ります。

新保育所保育指針、幼稚園教育要領等に基づき保育・教育

の充実を図ります。また、職員の資質向上を目指し、保育

や人権、家庭支援に関する研修等、各種研修会の開催等で

研鑽を図ります。 

幼児課 

【48】 

小学校との連携 

小学生における生活や学習へ円滑に移行できるよう、接

続カリキュラムを作成し、保育所・幼稚園・こども園と小

学校との連携を推進します。 

幼児課 

学校教育課 

【49】 

人権保育・教育の 

推進 

保育所・幼稚園などにおいて、人権を大切にする心を育

てる保育・教育の実践を推進します。 
人権教育課 

【50】 

保育士・幼稚園教諭 

の人材確保 

「保育所フェア」や「職場体験」を開催し、保育士など

をめざす人の掘り起しや求人情報登録制度による潜在保

育士の就職に向けた支援等を行います。 

幼児課 

【51】 

特定教育・保育施設

の施設整備 

待機児童対策と安心・安全な保育環境を目指し、公立施

設においては施設整備計画に沿って整備します。また、民

間保育所等においては、新設・増築・改修などの施設整備

を支援します。 

幼児課 

【52】 

低年齢児保育の充実 

待機児童の多い低年齢児の受入を推進し充実を図るた

め、低年齢児保育にあたる人件費の補助を実施する。 
幼児課 

【53】 

預り保育・一時預か

り事業の充実 

一時的に保育が必要な保護者のニーズに対応するため、

幼稚園での預り保育の実施と保育所での一時預かりの実

施園の充実を図ります。 

幼児課 

【54】 

特定教育・保育施設 

等の交通安全対策 

の強化 

保育所・幼稚園・こども園等の交通安全対策として、施

設周辺の交通安全対策の検討や注意喚起等の対策を強化

します。 

幼児課 

道路河川課 

交通対策課 

【56】 

特定教育・保育施設 

等の安全管理体制

の強化 

保育所・幼稚園・こども園等の安全管理体制の強化とし

て、職員への防犯意識の向上を図ります。また、子どもに

対しても、防犯・防災の意識を育てるとともに、不審者や

自然災害を想定した避難訓練を行います。 

幼児課 
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②学校教育・生涯学習の充実 

施策 内容 主な取組主体 

【57】 

未来を創る力の育成 

国際化が進み、多文化共生が一層求められるこれからの

社会において必要となる、対人関係能力や課題解決能力を

育成するため、国際理解教育や英語教育、多文化共生教育

の充実を図ります。 

学校教育課 

【58】 

生きる力を育む教

育の充実 

確かな学力、豊かな心、健やかな体を育成し、生きる力

を育む学校教育の充実を図ります。 

学校教育課 

保健体育課 

【59】 

子ども読書活動の 

推進 

子どもの読書環境の整備、読書活動への支援を図りま

す。 

学校教育課 

図書館 

【60】 

福祉教育の推進・ 

充実 

小・中学校において、関係所属や団体との連携を図りな

がら、福祉教育・学習を推進します。 
学校教育課 

【61】 

教職員の連携・ 

研修や情報交換 

教育指導の方法・内容の改善策などの教育現場の問題解

決に対し、教職員が互いの連携のもとに速やかに取り組め

るよう、研修機会の充実や情報交換の場づくりを進めま

す。 

学校教育課 

教育研究所 

【62】 

家庭・地域への 

啓発と連携 

子どもの健やかな成長を願い作成した「彦根教育 学び

の提言 ひこねっこ学びの６か条［い・い・な・お・す・

け］」を家庭・地域に啓発します。 

学校教育課 

【63】 

人権教育の推進 

子どもたちが将来、人権尊重の実践的態度を備えた市民

として十分な役割を果たせるように、人権教育を推進しま

す。 

人権教育課 

【64】 

地域学校協働本部

事業の推進 

家庭・地域・学校の連携による教育活動を支援します。

支援活動を通じた地域の教育力の向上を図ります。 
生涯学習課 

【65】 

学校での安全管理 

体制の強化 

小・中学校の安全管理体制の強化や、職員への防犯意識

の向上を図ります。また、子どもたちの発達段階に応じた

安全教育を推進します。 

保健体育課 

 

 

③いじめなど問題行動への対応 

施策 内容 主な取組主体 

【66】 

支援が必要な 

児童生徒への対応 

不登校をはじめとする様々な学校不適応問題に対応する

ため、家庭・関係機関との連携のもとに各学校のきめ細か

な教育相談事業の充実を図ります。 

学校教育課 

教育研究所 



72 

施策 内容 主な取組主体 

【67】 

いじめなど 

問題行動の防止 

いじめなど問題行動の未然防止・早期発見・適切対応を

行います。 
学校教育課 

【68】 

ケースの 

早期発見・対応 

学校や地域において、児童虐待やいじめなどのケースの

早期発見を支援するとともに、それを適切な対応に結びつ

けられるよう体制の充実を図ります。 

子育て支援課 

学校教育課 

【69】 

教職員の資質や 

専門性の向上 

学校におけるいじめ等により不安定な児童生徒に適切

に対応できるよう、教職員の情報交換の場づくりや研修の

充実に努めます。 

学校教育課 

 

④不登校への支援 

施策 内容 主な取組主体 

【70】 

不登校への支援 

不登校の兆候に対して適切に対応できるよう、学校にお

ける指導体制と、家庭や地域、関係機関との協力体制を確

立します。また、学校生活などについて児童生徒が相談し

やすい環境を整備し、相談・指導体制の充実を図ります。 

子育て支援課 

学校教育課 

教育研究所 

【71】 

適応力の向上と 

学校復帰への支援 

学校に行きたくても行けない小・中学生を対象に、心の

安定や生活への適応力向上を援助し、学校復帰をめざしま

す。 

教育研究所 

【72】 

身近で多様な 

相談体制の充実 

子育てに悩む保護者の不安に応えるため、「ともづな教

育相談」を充実させる、専門的人材の各学校園への訪問体

制の拡充を図ります。さらに、教育相談体制の充実を図る

とともに子ども家庭相談センターなど関係機関との連携

を強化します。 

教育研究所 

 

⑤放課後児童の健全育成 

施策 内容 主な取組主体 

【73】 

放課後児童クラブ 

の内容充実 

時間延長等を運営主体や実施方策、体制や費用負担など

を加味しながら総合的な視点から検討し、内容の充実に努

めます。 

生涯学習課 

【74】 

放課後児童クラブ 

指導員の資質の向 

上と人材確保 

個々の児童の個性や状況に応じた適切な指導ができる

よう、指導員の資質を向上するため、委託事業者と連携し、

各種研修を実施するとともに保育士資格や教員免許など

専門資格を持つ指導員の人材確保に努めます。 

生涯学習課 

【75】 

放課後児童クラブ 

の施設の充実 

利用が増加している小学校区において、余裕教室の活用

などを図りつつ、専用室の増設や設備の充実を進め、困難

な場合は専用棟の整備を図ります。 

生涯学習課 
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施策 内容 主な取組主体 

【76】 

放課後児童クラブ 

の安全管理体制の 

強化 

放課後児童クラブの安全管理体制の強化や、指導員への

防犯意識の向上を図ります。また、子どもに対しても、防

犯・防災意識の指導や、不審者や自然災害を想定した避難

訓練を行います。 

生涯学習課 

 

⑥学齢期・思春期のこころと体の健康づくり 

施策 内容 主な取組主体 

【77】 

こどもすこやか 21 

の周知・啓発 

規則正しい生活習慣への啓発を行うとともに、子どもた

ちの健康づくりのための指標を定め、計画的に取り組みま

す。 

保健体育課 

【78】 

性に関する指導と 

知識の普及 

生命の大切さなどを含めた、体系的な性に関する指導を

学校において推進します。また、避妊や性感染症の予防に

関する正しい知識の普及を図ります。 

保健体育課 

【79】 

健康管理と 

生活習慣指導 

養護教諭と保健師などとの連携体制を確立し、学校保健

の充実を図るとともに、子ども自身が健康の増進を図るた

め、栄養や運動、生活リズムに関する教育を進めます。 

健康推進課 

保健体育課 

【80】 

喫煙・飲酒・薬物 

対策 

タバコやアルコールの害についての教育を強化します。

また、覚醒剤や薬物乱用の害についての指導を徹底強化し

ます。 

健康推進課 

保健体育課 

 

 

（３）社会参加や自立に向けた支援 

①社会参加や自立に向けた意識づくり 

施策 内容 主な取組主体 

【81】 

職場体験の実施 

働くことに対する理解を深めるとともに、職業文化や経

済・流通の仕組みを理解するために職業体験を積極的に推

進します。 

学校教育課 

【82】 

社会参画の促進 

若者が社会との関わり方について、目的意識をしっかり

持って、社会人・職業人として自立していくことができる

よう、社会参画の促進を図ります。 

生涯学習課 

【83】 

自立に困難を有する 

子ども・若者の包括 

的な支援体制の充実 

すでにある多様な相談支援体制を充実するとともに、相

互に事例を検討できる包括的な支援のネットワークづく

りによって、自立に困難を有する子ども・若者一人ひとり

の状況に即した対応を行います。 

障害福祉課 

発達支援センター 

学校教育課 
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施策 内容 主な取組主体 

【84】 

社会とのつながり 

の創出 

ニート・ひきこもりなど社会生活を円滑に営む上での困

難のあるる若者が、社会とのつながりをもって生活し、活

動できるようにするため、企業やＮＰＯなどの参画も得な

がら、機会の提供に努めます。また、こうした取り組みを

通して、若者の自立や社会参加を支援する団体のネットワ

ークづくりを推進します。 

子ども・若者課 

【85】 

国際理解や多文化共 

生を学ぶ機会の創出 

若者が国際的な視野で自らの役割を考え、行動する契機

となるよう、国際理解や多文化共生について学ぶ機会を提

供します。 

人権政策課 

 

②就労支援の充実 

施策 内容 主な取組主体 

【86】 

職場定着 

優秀な従業員を表彰することを通して、職場定着と労働

意欲の向上の啓発に努めます。 
地域経済振興課 

【87】 

就労支援の充実 

ヤングジョブセンターや地域若者サポートステーショ

ンと連携して、就職に関する相談や求人情報の提供などに

より、自立に困難を有する若者の就職を支援します。 

子ども・若者課 

【88】 

制度普及に向けた 

国への要望 

育児休業制度などが事業主や就労者に一層普及・定着

し、出産や子育てと継続的な就労が両立するよう、必要に

応じて国に啓発の取組や制度の内容を充実させるよう、要

望します。 

企画課 
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第３節 みんなが共に育つために子ども・若者へ支援するまちづくり 

  子ども・若者の視点に立ち、児童虐待や子どもの貧困、ひとり親家庭への支援、障害のある子

ども・若者やその家庭への支援など、特別な支援や社会的に援助が必要な子ども・子育て家庭な

どに対して、一人ひとりの状況に応じた支援に努めます。また、成長過程においてニートやひき

こもり、生活困窮などに陥った若者に対しても、年齢によって異なる不安や悩みに対して、相談

をはじめ、柔軟に対応できる支援を充実していきます。 

 

（１）児童虐待・配偶者への暴力などの防止 

①児童虐待の防止と対応 

施策 内容 主な取組主体 

【89】 

相談窓口の情報提供 

虐待の防止・発見について広く市民に理解と協力を求め

ていきます。また、保護者が家庭や子育ての不安や悩みか

らくるストレスをためこみ、児童虐待につながることがな

いよう相談窓口の情報提供を充実します。 

子育て支援課 

【90】 

相談・対応体制の 

充実 

子どもへの虐待、育児放棄など問題を抱える家庭への訪

問による相談を行うとともに、相談を適切な対応に結びつ

けるために、プライバシーの保護に配慮しながら、地域や

関係機関・関係者による要保護児童対策地域協議会のより

一層の充実を図ります。また、育児不安を抱える保護者に

対して、保健師などの専門職による相談や訪問指導を行う

ことにより、虐待予防に努めます。 

子育て支援課 

健康推進課 

【91】 

子どもの権利に 

ついての啓発 

子どもの権利について、「広報ひこね」をはじめ各種広

報媒体、広報機会を通じて多様な啓発活動を推進します。 

人権政策課 

子育て支援課 

 

②配偶者に対する暴力の防止と対応 

施策 内容 主な取組主体 

【92】 

相談・対応体制の 

充実 

家庭児童相談や、ウィズの「こころの悩み相談」におい

てドメスティック・バイオレンス（DV）の相談を受け付

けます。また、被害者保護などにかかわる関係各機関の体

制充実と連携強化を図ります。 

子育て支援課 

企画課 

【93】 

市民への啓発 
DVの根絶に向けた市民啓発を行います。 

子育て支援課 

企画課 
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（２）青少年非行の防止 

①青少年非行の防止 

施策 内容 主な取組主体 

【94】 

非行防止活動の充実 

少年センターを中心に、地域、学校、警察など関係機関

が一体となって地域合同補導、街頭補導などの補導活動、

電話相談、メール相談などの相談活動、街頭啓発、非行防

止教室などの啓発活動を行い、非行に走る青少年に初期の

段階で、必要な注意、助言、指導などを行うことにより、

青少年の健全育成・非行防止を推進します。 

少年センター 

学校教育課 

【95】 

立ち直り支援活動 

の充実 

非行を起こす可能性のある青少年や、非行や犯罪を犯し

てしまった青少年の立ち直りを支援するため、青少年立ち

直り支援センター「あすくる彦根」において、個別指導で

就職・就学などの支援を実施するとともに、関係機関と連

携し、支援の充実を図ります。 

少年センター 

【96】 

家庭や地域への啓発 

青少年のいる家庭や地域に対して、社会的背景、青少年

の意識や行動などを踏まえて見守ることができるよう啓

発します。 

子ども・若者課 

少年センター 

【97】 

事業所などとの連携 

健全な青少年を育成するため、事業所などと連携して、

「青少年健全育成に協力する店」のステッカーの掲示依頼

や見守り活動などに取り組みます。 

子ども・若者課 

少年センター 

 

②有害環境や遊技場などへの対策 

施策 内容 主な取組主体 

【98】 

携帯端末などへの 

対策 

携帯端末などの使用についての教育を行い、有害サイト

などの危険性を周知させます。さらに携帯端末などによる

中傷、いじめなどの行為の防止・対応を図ります。 

子ども・若者課 

少年センター 

学校教育課 

【99】 

遊技場などへの対策 

学校や地域、関係機関と連携し、カラオケルーム・ゲー

ムセンターなどにおいて子どもを見守り、パチンコ店など

へ出入りしないよう指導するなど、非行防止を図るための

パトロールや指導および事業所への啓発に努めます。 

子ども・若者課 

少年センター 

【100】 

有害図書などの販売 

についての自主規制 

市内の書店、コンビニエンスストアなどに対し、有害図

書を子どもに｢見せない、買わせない、触れさせない｣こと

を目的に協力を要請します。 

子ども・若者課 

少年センター 

【101】 

有害図書などの回収 

有害図書などを家庭に持ち帰らないよう、鉄道の駅に設

置してある白ポストにおいて、回収を行うとともに、有害

なビラの配布防止や看板の設置防止に取り組みます。 

少年センター 
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（３）ひきこもりやニートなどへの支援 

①ひきこもりへの支援 

施策 内容 主な取組主体 

【102】 

家族や関係者に対 

する相談・助言 

ひきこもりやその傾向のある若者や家族に対して、専門

職員による相談・助言を行います。 

子ども・若者課 

障害福祉課 

【103】 

社会復帰のための 

支援 

対人関係能力の向上をサポートし、社会復帰のための支

援に努めます。 

子ども・若者課 

障害福祉課 

【104】 

子ども・若者の 

居場所づくり 

ひきこもりの子ども・若者が集う場を設け、自己と向き

合い、社会的な参加が可能となった若者に就労・就学を通

した自立の機会を支援します。また、関係機関が連携し、

チームで支援できる体制づくりなど、本人の居場所づくり

を検討します。 

子ども・若者課 

少年センター 

【105】 

ひきこもりや 

ニートへの支援 

ひきこもりやニートと呼ばれる問題を抱えた若者に対し

ては、青少年立ち直りセンター「あすくる彦根」による個

別支援に加え、ソーシャルスキルの向上や就学・就職に向

けた相談、訪問、交流機会、社会参画への取組を含めたよ

り多くの部局や機関が加わった支援体制を検討します。ま

た、小・中学校での不登校を背景に引きこもりの状態が続

く若者に対しては、教育機関と連携した少年期からの継続

的な支援を行います。 

子ども・若者課 

障害福祉課 

発達支援センター 

少年センター 

 

②ニート・フリーターへの支援 

施策 内容 主な取組主体 

【106】 

就業などに向けた 

支援 

働く意欲を養い、職業能力の向上を図るとともに、短期

的な就労や社会体験を積み重ねながら、正規の就業や社会

への参画が可能となるよう誘導します。 

子ども・若者課 

【107】 

職場適応と定着化 

の促進 

学校卒業時に就職しても、早期に離職してしまう若者の

割合は、依然高い状況にあることから、相談活動を充実し、

就職後の職場定着支援を進めます。 

子ども・若者課 

少年センター 

【108】 

高校との連携 

進路の決まっていない高校中退者などに対して、早期の

支援が実施できるよう、高校から「地域若者サポートステ

ーション」への円滑な誘導や、彦根市子ども・若者総合相

談センターが必要に応じて自宅などへの訪問支援（アウト

リーチ）を行うなど、ニート状態になることの未然防止を

図ります。 

子ども・若者課 
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（４）障害のある子ども・若者への支援 

①障害のある子ども・若者などへの支援 

施策 内容 主な取組主体 

【109】 

相談・支援体制の 

充実 

障害のある子ども・若者、その家族の相談は、障害の内

容によっては、重層的で多岐になることもあるので、専門

職による相談に加え、関係機関と連携するなど、相談・支

援体制の充実を図ります。 

障害福祉課 

【110】 

発達障害のある子ど

も・若者への支援 

発達障害のある子ども・若者、その家族に対して、早期

に医療、保健、福祉、教育および労働などの関係機関が連

携して、その特性に応じた支援を行います。 

発達支援センター 

【111】 

障害のある子ども・ 

若者の社会参加へ 

の支援 

障害のある子ども・若者が、社会に参加し、いきいきと

暮らせるよう、様々な就労や社会参加のための支援、日中

活動の場の提供、コミュニケーション支援、外出のための

移動支援や相談支援などのサービスを提供します。 

障害福祉課 

 

②障害のある子どもへの発達支援 

施策 内容 主な取組主体 

【112】 

早期療育の推進 

障害のある子どもに対するサービスの充実と、保護者の

障害に対する理解を深められるような相談・支援体制を充

実させます。 

発達支援センター 

【113】 

障害児保育・特別 

支援教育の充実 

（就学前） 

障害のある子どもの保育を充実するために、職員の資質

の向上や保育士の配置などの保育環境の充実を図ります。 
幼児課 

【114】 

特別支援教育の 

推進 

将来の自立した生活と社会参加の実現には、障害の種別

や程度に応じた適切で一貫した教育を受けられることが

重要であることから、相談・指導を充実させ、進路などに

関して学校・関係機関などの連携を強化します。 

学校教育課 

【115】 

成長に応じた支援 

の持続的提供 

精神発達相談、子育て教室などの相談体制の充実を図る

とともに、専門的な支援ができる職員の確保に努めます。

また、関係機関が連携してサービスの調整を行い、成長に

応じた生活支援などの持続的な提供を進めます。 

障害福祉課 

発達支援センター

健康推進課 

学校教育課 

【116】 

放課後や余暇活動 

の充実 

障害のある子どもの学校休暇中や放課後における生活

や活動の場を提供する、放課後等デイサービスや日中一時

支援事業など各種サービスの充実に努めます。 

障害福祉課 
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（５）ひとり親家庭など、家庭の状況に応じた支援 

①ひとり親家庭への支援 

施策 内容 主な取組主体 

【117】 

相談体制の充実 

ひとり親家庭への相談や援助体制の充実を図るととも

に、福祉資金貸付などの支援制度に関する情報を提供しま

す。 

子育て支援課 

【118】 

高等技能訓練など 

の利用促進 

看護師などの専門資格の取得を目的とし、養成機関でカ

リキュラムを受講する場合に、一定期間生活資金を支給す

るなど、経済的自立に向けて、就労支援を行います。 

子育て支援課 

【119】 

自立支援プログラム 

の策定 

就労に対して意欲のある母・父を対象に、個々の状況、

ニーズ応じた自立目標や支援内容のプログラムを策定し、

ハローワークなどと一体となり、就業までのサポートをし

ます。 

子育て支援課 

【120】 

利用負担の軽減 

ひとり親家庭の子育て支援事業の利用負担に対して、軽

減に向けた取り組みを行います。 
子育て支援課 

【121】 

住宅セーフティ 

ネットの充実 

ひとり親家庭への住宅供給を行うことで、住宅セーフテ

ィネットとして充実に努めます。 
建築住宅課 

 

②外国にルーツを持つ子ども・若者、その家庭への支援 

施策 内容 主な取組主体 

【122】 

子育て支援情報の 

周知 

「広報紙」や「子育て支援ガイドブック」の翻訳や、日

本語でのコミュニケーションが困難な保護者からの相談

に、くすのきセンターなどへ通訳を派遣するなど、子育て

支援に関する情報などを外国人住民にも周知します。 

人権政策課 

【123】 

母語教室の開催 

母国語を体系的に学ぶことで、外国人住民親子間のコミ

ュニケーションがとれるようになることや、外国人児童・

生徒自らのアイデンティティを確立させ、学習や生活に意

欲を持つことができるよう、支援します。 

人権政策課 

【124】 

外国人児童生徒 

への就学支援 

就学年齢期の外国人の就学を促進し、必要に応じて母語

が分かる外国人児童生徒支援員を学校に派遣し、児童生徒

や保護者への支援を進めます。 

学校教育課 
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③子どもの貧困問題への対応 

施策 内容 主な取組主体 

【125】 

子ども・若者を 

取り巻く貧困問題 

への対応 

国の大綱に基づき、経済的困難を抱える家庭への支援や

ひとり親家庭への支援を図るとともに、貧困が世代を超え

て継承されることがないよう、自立の前提となる子どもの

学びを支援します。また、子どもの貧困率について、継続

的に調査を行い、その状況を把握するなど、必要な対応を

進めます。 

社会福祉課 

子ども・若者課 

子育て支援課 

【126】 

就学・就労など、 

生活困窮リスクの 

軽減 

就学・就労など、社会環境による生活困窮リスクの軽減

に向けて、早期的、継続的支援による子ども、若者の家庭・

社会環境の改善を図るため、若者に特化した就学・就労支

援の強化や「地域若者サポートステーション」「あすくる

彦根」など、若者支援機関と一体となった支援の強化に取

り組みます。 

子ども・若者課 

少年センター 

【127】 

「若者」に絞った 

支援プログラムの 

提供 

彦根市と「滋賀県地域若者サポートステーション（彦根

サテライト）」を中心とした「（仮称）彦根市子ども･若者

支援ネットワーク」を整備し、概ね 15歳から 39歳の「若

年無業者等」のうち、職業的自立をはじめとした将来に向

けた取り組みへの意欲がある人と家庭へ、個別相談や学校

との連携、各種支援プログラムの提供を行います。 

子ども・若者課 

【128】 

就学に向けた 

経済的支援 

子どもが経済的理由で希望する教育が受けられないこと

がないよう、就学に要する諸経費などの援助を行います。 

社会福祉課 

学校教育課 

【129】 

学校教育による 

学力保障 

学校に通う子どもの学力が保障されるよう、少人数の習

熟度別指導などの取り組みを行うため、教職員などの指導

体制の充実を図ります。 

学校教育課 

【130】 

学校を窓口とした 

関係機関との連携 

児童生徒の家庭環境などを踏まえた、指導体制の充実を

図ります。特に学校を窓口として、貧困家庭の子どもたち

などを早期の段階で生活支援や福祉制度につなげていけ

るよう、関係機関との連携強化を図ります。 

社会福祉課 

子ども・若者課 

学校教育課 

【131】 

地域における 

学習支援 

放課後や土曜日の学習支援の取組を推進します。 
子ども・若者課 

生涯学習課 

【132】 

生活困窮世帯など 

への学習支援 

生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもを

対象に、学習支援事業を実施します。 
社会福祉課 
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第４節 子ども・若者と子育て家庭にやさしいまちづくり 

  子ども・若者の健やかな育ちに向け、福祉・保健・医療の関係機関などと連携を図り、母子保

健サービスの充実を図るとともに、身近で安心して出産や養育ができる環境の整備を行います。

また、ワーク・ライフ・バランスの推進や子ども・若者が安全に過ごせる地域づくりを進めるな

ど、子ども・若者、子育て家庭に配慮したまちづくりを行っていきます。 

 

（１）安心して出産・子育てができる環境づくり 

①妊娠・出産、子育てへの切れ目のない支援 

施策 内容 主な取組主体 

【133】 

家族の育児参加を 

促すための支援 

妊婦やその配偶者・家族が、妊娠・出産・育児、父子手

帳の活用法などについて学び、父親としての自覚を高め、

父親や家族の育児参加を促します。 

健康推進課 

【134】 

母子健康手帳の 

交付・活用 

妊婦への母子健康手帳の交付によって、保健施策の内

容・活用の方法を啓発します。また、妊娠・出産・育児に

ついてのパンフレットなどを配布し情報の提供に努める

とともに、保健指導を行います。また、父子手帳を同時に

配布します。 

健康推進課 

【135】 

妊婦健康診査 

妊娠期の異常の早期発見に努め、適切な指導を行うこと

により、妊婦が安心して妊娠・出産ができるように妊婦健

康診査費用の助成を行います。 

健康推進課 

【136】 

妊婦のつどいや 

出産後の赤ちゃん 

サロンなど 

交流機会の充実 

妊婦が妊娠期の不安を解消し安心して出産に臨むこと

ができるよう、妊娠週数に応じ、助産師や保健師などが開

催します。また、妊婦同士の交流の機会として捉え、同教

室への参加を通じた仲間づくりを進めます。さらに、出産

後も気軽に相談や情報交換、交流ができるようなサロンを

実施し、出産後の支援を図ります。 

健康推進課 

【137】 

個別相談、 

個別訪問の充実 

妊婦が気軽に悩みや不安を相談できるよう、電話や窓

口、面接など相談体制の充実を図ります。また、必要に応

じて助産師などによる訪問指導が受けられる体制の充実

を図ります。 

子育て支援課 

健康推進課 

【139】 

支援が必要な 

妊産婦への対応と 

フォローの充実 

不安を抱える妊婦や出産後育児することが困難と感じ

る保護者への相談を充実し、悩みの早期解決に向けた支援

を進めます。また、心や身体の健康面で問題を抱える保護

者への早期対応とフォローのため、適切な時期に訪問指導

ができるよう保健所、医療機関との連携を強化します。 

健康推進課 
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②不妊への支援 

施策 内容 主な取組主体 

【140】 

特定不妊治療費の 

助成 

高額な治療費のかかる特定不妊治療（体外受精・顕微授

精）を受けている人に対して、治療に要する費用の一部を

助成し、経済的負担の軽減を図ります。 

健康推進課 

【141】 

不妊専門相談セン 

ターの活用促進 

広報、ホームページなどを活用しながら、不妊相談事業

を行う不妊専門相談センターを紹介するとともに、利用促

進を図ります。 

健康推進課 

 

 

③子育ての経済的負担への支援 

施策 内容 主な取組主体 

【142】 

保育料や教育費の 

負担軽減 

各家庭の収入状況などに応じ、保育料や教育費の負担軽

減に向けた取組を進めます。 

幼児課 

学校教育課 

【143】 

医療費の負担軽減 

医療費の負担軽減を図るために、ひとり親家庭福祉医療

費助成制度や18歳未満の重度心身障害者（児）福祉医療

費助成制度の助成対象者にかかる自己負担金（入院１日あ

たり1,000円、通院１診療報酬明細書あたり500円）を

引き続き撤廃します。また、小中学生の入院医療費および

平成30年4月診療分からの小学校1年生から3年生までの

通院医療費の助成を行う、子ども医療費助成事業を引き続

き実施し、助成対象の拡大の可能性について検討します。 

保険年金課 

 

 

④企業・事業所に対する啓発 

施策 内容 主な取組主体 

【144】 

企業・事業所に対す

る啓発 

イクボス宣言企業数 企画課 

【145】 

働き方の見直しに 

ついての啓発 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」の

理念のもと、男性も育児休業を円滑に取得することや、労

働時間や有給休暇取得などの基準を遵守することについ

て働きかけ、ワーキングシェア、労働時間短縮、フレック

スタイム制・テレワークの導入など、仕事と子育ての両立

支援および若者が働きやすい環境づくりを図ります。 

企画課 
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施策 内容 主な取組主体 

【146】 

育児休業制度の 

普及・啓発 

子育てをしながら働き続けられるよう、企業が育児休業

制度を導入することはもちろん、利用しやすい環境を整備

することや、休暇取得後もスムーズに職場復帰できる制度

を整備することについて、企業訪問を通じて、啓発活動を

行います。 

企画課 

【147】 

優良企業の公表 

彦根市内において、女性の能力を活用している場合はも

とより、「仕事と家庭の両立を支援している」「働きやすい

職場づくりを心がけている」「多様な働き方の推進により

就業改善に心がけている」など、積極的な取組を行ってい

る企業等を、男女共同参画推進事業者として表彰し、併せ

て、広報ひこねや市のホームページなどで公表します。 

企画課 

 

（２）乳幼児の発達と保護者への支援 

①乳幼児のこころと体の発達への支援 

施策 内容 主な取組主体 

【148】 

乳幼児健康診査の 

充実 

子どもの発達段階に応じた乳幼児健康診査および歯科

健診について、今後も受診を促すとともに、市民のニーズ

把握や育児不安の軽減に努めるため充実を図ります。 

健康推進課 

【149】 

予防接種の推進 

子どもを疾病から守るため、引き続き正しい知識の普及

や適切な接種時期の啓発を行い、接種率向上を図ります。 
健康推進課 

【150】 

発達を支援する 

教室の充実 

乳幼児の心身発達の支援や親子のふれあいを育む育児

指導を行う、各種教室の内容を充実します。 
健康推進課 

【151】 

個別相談の充実 

心身発達の支援のため、医師、保健師、栄養士、発達相

談員などが、専門的立場で発育・発達・育児などについて

の適切なアドバイスを行い、個別相談および面談の充実を

図ります。 

健康推進課 

【152】 

個別訪問の充実 

虐待や DV、育児不安など母子を取り巻く支援の必要な

対象が増加傾向にあることも踏まえ、乳幼児健康診査の未

受診児や要支援児をはじめ、必要な乳幼児や保護者につい

て個別訪問を実施し、充実を図ります。 

健康推進課 

 

②保護者への支援 

施策 内容 主な取組主体 

【153】 

乳児家庭への訪問 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を民生委員

児童委員、主任児童委員などが訪問し、子育て支援に関す

る情報提供や養育環境の把握を行います。 

健康推進課 
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施策 内容 主な取組主体 

【154】 

保健指導の充実 

子育て期の保護者に対して、食生活や生活リズム、う歯

予防などの生活習慣の見直しや子どもの健全な発育を支

援するため、個別指導、健康教室、健康診査などあらゆる

機会を通して啓発・指導の充実を図ります。 

健康推進課 

【155】 

精神面のフォロー 

の充実 

保護者が子育てにおけるストレスや悩みを解消でき、積

極的に子育てができるよう支援します。また、産後うつ病

の早期発見・対応など新生児訪問などでエジンバラ質問票

などのツールを活用し、精神面でのフォロー体制の充実を

図ります。 

健康推進課 

【156】 

保護者支援 

グループの支援 

活動の推進 

「Nobody’s perfectプログラム」など、育児不安の

軽減および育児の仲間づくりを目的とした保護者支援グ

ループの支援活動を推進し、育児の孤立化を予防し、保護

者同士で支え合い、育児力が高まることをめざします。 

健康推進課 

【157】 

多胎児サークルの 

自主活動の推進 

多胎児サークルが自主活動を展開できるよう、地域資源

を活用しながら支援体制の充実を図ります。 
子ども・若者課 

【158】 

支援の必要な 

保護者への対応 

外国籍の保護者やひとり親家庭、極低出生体重児や障害

のある子どものいる家庭など、細やかな支援が必要と思わ

れる保護者に対し、今後も訪問や相談を通じて個別に対応

します。 

健康推進課 

【159】 

母乳育児への支援 

母乳育児の推進を図るため、気軽に相談・支援ができる

ように努めます。 
健康推進課 
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（３）安全・安心なまちづくり 

①身近で安心できる医療 

施策 内容 主な取組主体 

【160】 

定期的な会議、情 

報交換による連携 

地域医療体制の確保・充実を図りつつ、医療機関との連

携を強化するため、会議や情報交換の機会を積極的に設け

ます。 

健康推進課 

【161】 

保健所との連携 

経過観察や支援が必要な乳幼児へのフォロー、思春期の

子どもや保護者への保健指導および不妊相談・助成などに

ついて保健所との連携を強化します。 

健康推進課 

【162】 

休日・夜間診療の 

充実 

関係機関との協議、調整により、休日・夜間診療が維持・

充実できるよう働きかけます。 
健康推進課 

【163】 

小児救急医療体制 

の確保 

病院に勤務する小児科専門医などの不足により、小児救

急医療体制の確保が困難な中、関係機関との協議、調整を

図り、その体制の維持・充実を図ります。 

健康推進課 

 

 

②安全・安心な地域づくり 

施策 内容 主な取組主体 

【164】 

防犯対策の強化・ 

充実 

子ども・若者を犯罪から守る地域の自主防犯体制の強化

を図るとともに、子どもの見守り活動や安心できる居場所

づくりなど、子どもも若者も安心できる地域の実現のた

め、地域の防犯体制の充実を図ります。 

まちづくり推進室 

子ども・若者課 

少年センター 

【165】 

子ども・家庭への 

防災意識の喚起、 

防災教育・防災 

訓練の実施 

小・中学校において、学校・家庭・地域・関係機関との

連携のもと、正しい防災知識、防災意識、自助・共助・公

助の防災精神の取得をめざした教育と避難行動訓練を実

施します。 

保健体育課 

【166】 

通学路の安全確保 

子どもたちが安全に安心して登下校できるよう、「通学

路交通安全プログラム」に基づき、おうみ通学路アドバイ

ザーと連携し、通学路の危険個所の把握や改良を行いま

す。 

保健体育課 

【167】 

地域での 

子ども見守り活動 

スクールガードをはじめ、地域の見守りボランティアと

連携をとりながら、子どもの生命を交通事故や不審者から

守る取り組みを進めます。また、「こども110番の家」が

増えるよう、地域の協力を求めるとともに、協力市民や事

業所に対して、いざというときの対処方法の指導などを行

います。 

子ども・若者課 

少年センター 

保健体育課 
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施策 内容 主な取組主体 

【168】 

交通安全教室の 

充実 

保育所・幼稚園や学校において年齢層に応じた交通安全

教室を開催します。 
交通対策課 

【169】 

公共交通機関の 

整備・充実 

ノンステップバスの導入など、生活に便利な公共交通を

整備し、安心して外出できる地域づくりを進めます。 
交通対策課 

【170】 

通学時の交通事故 

リスクの軽減 

通勤などでの公共交通の利用を促進し、登下校時の自動

車交通量を削減することで、交通事故リスクを軽減しま

す。 

交通対策課 

【171】 

「赤ちゃんの駅」 

の普及 

乳幼児を連れた保護者が外出中に気軽に立ち寄ってお

むつ替えや授乳ができる施設を「赤ちゃんの駅」として周

知し、子育て家庭の外出しやすい環境をつくります。 

子ども・若者課 
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第５節 すべての子どもが希望をもって成長できるまちづくり 

  すべての子どもが、その環境に作用されることなく、家族に応援され、学校に応援され、地域

に応援され、夢と希望を持って、育ちや学びでき、そのことを子どもたちが実感できる地域社会

を築くこと、みんなに応援されて育った子どもたちが、将来、地域社会を応援する若者・大人と

なっていくように、支え合い・助け合いが循環するまちづくりをめざします。 

 

 

（１）子どもたちの学びへの支援 

①就学前保育・学校教育の充実 

施策 内容 主な取組主体 

【172】 

家庭教育支援の 

充実と親と子の 

育ちの場の提供 

地域子育て支援センターの「子育て講座」や各公民館な

どで行う「すくすく教室」「のびのび教室」により、子ど

もが人間性や社会性を身に付けられ、保護者同士が交流し

ながら子育てを学べるよう、家庭教育支援を実施します。

また、地域子育て支援センターや各「ひろば」において、

親子がふれあう機会を提供します。 

子ども・若者課 

【173】 

絵本の読み聞かせに 

よる親子のふれあい 

４か月、10か月の乳幼児健康診査に合わせてブックス

タート事業を実施し、本に親しむ機会を提供するととも

に、各家庭での読み聞かせを促し、親子のふれあいの機会

を醸成します。 

図書館 

【174】 

就学前保育・教育 

の充実 

保育所や幼稚園など、どこに在籍していても質の高い保

育・教育が受けられるよう、「彦根市乳幼児教育・保育共

通のカリキュラム」の検証を行い内容の充実を図ります。

新保育所保育指針、幼稚園教育要領等に基づき保育・教育

の充実を図ります。また、職員の資質向上を目指し、保育

や人権、家庭支援に関する研修等、各種研修会の開催等で

研鑽を図ります。 

幼児課 

【175】 

学校教育における 

学力保障 

学力保障のための少人数の習熟度別指導など、一人ひと

りに応じたきめ細やかな指導を各校で実施します。 
学校教育課 

【176】 

学力補充教室の拡充 

長期休業中に、各小中学校の状況に応じて、希望者に学

力向上に向けた補充学習を実施し、学力補充教室の拡充を

図ります。 

学校教育課 



88 

施策 内容 主な取組主体 

【177】 

学校図書の充実 
学校図書館図書の蔵書数を拡充し、充実を図ります。 教育総務課 

【178】 

ライフプランに 

関する学習 

小学校の生活科、家庭科、中学校の社会科などの学習に

おいて、お金に関する学習などライフプランに関する学習

に取り組みます。また、中学校のキャリア教育において、

自分の進路について考える時間や、自己決定ができる活動

の機会を設定します。 

学校教育課 

【179】 

命の大切さや妊娠、 

出産の正しい知識 

の普及啓発 

中学校保健体育・小学校体育保健領域や学級活動など

で、命の大切さについて学習します。また、学校における

性に関する指導を充実し、児童・生徒が思春期における心

と体の発達について理解し、性と生命を尊重する気持ちを

育成します。 

学校教育課 

保健体育課 

【180】 

職場体験の推進 

働くことに対する理解を深めるとともに、職業文化や経

済・流通の仕組みを理解するため、中学校２年生を対象に、

５日間の職場体験を校区内の事業所を中心に実施します。 

学校教育課 

【181】 

就学援助の拡充 

現在の社会情勢を踏まえ、認定基準としている生活保護

基準の倍率拡大に向けた検討を図ります。また、制度の周

知・徹底を図り、必要な家庭を支援につなげます。 

学校教育課 

【182】 

適切な栄養の摂取に 

よる健康の保持増進 

保育所・学校を対象に、毎月、給食標準モデル献立表を

作成するとともに、簡単クッキングを通じて、食育の推進

を図ります。また、乳幼児健康診査、乳幼児個別相談、栄

養相談などで大人も含め、個々のライフスタイルに応じ、

食生活の改善につながる指導を行います。 

幼児課 

健康推進課 

学校給食センター 

【183】 

望ましい食習慣や 

生活習慣を形成 

するための啓発 

各保育所を訪問し、栄養指導を行い、食習慣や生活習慣

を整えるための啓発を行います。また、乳幼児健康診査な

どの様々な機会を活用し「早寝早起き朝ごはん」について

継続的に啓発します。小・中学校では、保護者や学校医な

どの医療機関、学校が連携を図りながら、生活習慣病予防

対策事業の取組を進めます。 

幼児課 

健康推進課 

保健体育課 

【184】 

多文化共生社会へ 

の対応 

外国にルーツを持つ児童・生徒や保護者に対して、日本

語指導や母語によるサポートなど、学校生活を安心して送

れるような体制を整備します。 

人権政策課 

学校教育課 

【185】 

国際化社会への対応 

すべての児童・生徒に、多文化共生の意識を高める国際

理解教育を推進するとともに、「中学生海外研修派遣事業」

において、参加を希望する生徒が応募しやすい条件を検討

します。 

シティプロモーシ

ョン推進課 

学校教育課 
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②福祉関連機関などとの連携 

施策 内容 主な取組主体 

【186】 

スクールソーシャル 

ワーカーによる 

学校支援 

スクールソーシャルワーカーの配置・派遣を拡充し、学

校支援の充実を図ります。 
学校教育課 

【187】 

スクールカウンセ 

ラーによる 

学校支援 

スクールカウンセラーを各学校に派遣し、児童・生徒や

保護者、教職員のカウンセリングを実施します。また、貧

困対策との関連のある事案について対応するため、体制の

充実を図ります。 

学校教育課 

【188】 

学校をプラット 

フォームとした 

教育・福祉関係 

機関の連携 

子ども・若者総合相談センターに、子どもの貧困対策を

含めた子ども・若者の総合相談窓口の機能を設けるととも

に、学校を貧困の連鎖を断ち切るためのプラットフォーム

として位置付け、学校・教育委員会・福祉関係機関などが

連携し、総合的な子どもの貧困対策を展開します。 

子ども・若者課 

学校教育課 

 

 

③地域での学習支援、就学の支援 

施策 内容 主な取組主体 

【189】 

地域住民などに 

よる放課後などの 

学習支援の実施 

地域コーディネーターを介して、地域住民や教員ＯB、

大学生などに呼びかけ、学習支援員を募り、基礎的・基本

的学習内容の補充を希望する小・中学生に対して、放課後

などの学習支援活動を行います。 

生涯学習課 

【190】 

生活困窮世帯など 

への学習支援 

福祉事務所や家庭でのマンツーマン学習や通信添削を

基本に、一人ひとりの学力に合った学習支援を実施しま

す。また、今後地域・民間で行われる学習支援の場との連

携を図ります。 

社会福祉課 

【191】 

英数教室などの実施 

地域の小・中学生に対して英数教室などの学習支援、居

場所づくりの支援を行います。 

人権・福祉交流会

館 

【192】 

図書館や地域文庫 

の充実 

図書館から遠い地域の子どもや保護者に本を読む楽し

さを通じて、活字に親しんでもらうとともに、子どもたち

の健やかな成長につなげるため地域文庫の支援を行いま

す。 

図書館 

【193】 

自習ができる場所 

の情報提供 

長期休業中に自習ができる公共施設などの情報を取り

まとめ、情報提供します。 
子ども・若者課 
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施策 内容 主な取組主体 

【194】 

市独自の奨学金の 

給付 

「彦根市奨学金給付事業基金」を活用し、学業成績およ

び人物評価が優秀であり、かつ経済的な理由により、就学

が困難な生徒に対し、奨学金を給付し、有能な人材の育成

を図ります。 

学校教育課 

 

 

（２）子どもたちの育ちへの支援 

①子どもたちの居場所づくり 

施策 内容 主な取組主体 

【195】 

コンサートチケット 

代などの負担軽減 

文化プラザなどでの市主催事業や指定管理者の自主事

業において、入場料の学生料金設定事業の維持・拡大を図

ります。 

文化振興室 

【196】 

学校教育の場での 

体験の充実 

児童生徒の体育活動の振興を図るため、各種体育行事

（大会）への選手派遣に対し補助を行うとともに、各中学

校部活動に対する支援を行います。また、文化庁や県・市

が実施する芸術体験事業を周知し、子どもたちが体験する

機会を提供します。 

学校教育課 

保健体育課 

【197】 

放課後児童クラブ 

の定員の確保□拡 

各学校の状況に応じて、余裕教室をクラブ室として使用

できるように整備するとともに、新たな施設の新築、現ク

ラブ棟の改築を行い、定員を確保します。 

生涯学習課 

【198】 

放課後児童クラブ 

の開設時間の延長 

運営体制や費用負担などを加味し、総合的な視点から検

討を進めます。 
生涯学習課 

【199】 

学童保育の実施 

小学生低学年を対象に、夏季休暇中において学童保育事

業を実施します。 
人権･福祉交流会館 

【200】 

子ども食堂などへ 

の支援 

子ども食堂や子どもたちが様々な『学びをできる』地域

での居場所を定期的に開設する支援団体などに対し、支援

を行います。 

子ども・若者課 

【201】 

子どもが安心して 

過ごす場所や 

サービスの確保 

社会福祉法人などに対し、地域における公益的な取り組

みとして、保護者が家にいないときなど、子どもが安心し

て過ごす場所としてのフリースペースの実施を働きかけ

ます。 

子ども・若者課 

【202】 

生きづらさのある 

若者たちの居場所 

づくり 

ひきこもりなど社会生活を円滑に営む上での困難のあ

る子ども・若者の社会参加に寄り添い、応援するため、自

宅からの一歩を踏み出す場所となる居場所を開設します。 

子ども・若者課 
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施策 内容 主な取組主体 

【203】 

親子で過ごせる 

居場所づくり 

ひとり親家庭の親子が定期的に集い、情報交換を行うと

ともに、お互いに悩みを打ち明け、相談し合う場を提供で

きるよう検討します。 

子育て支援課 

【204】 

ショートステイ・ 

トワイライトの 

受け入れ体制の充実 

子育て短期支援事業において、滋賀県子どもと家族を守

る家づくり事業を利用するなど、受け入れ先の確保を図り

ます。また、里親となる人材の発掘のため、広報誌や里親

大会による啓発など、彦根地域里親会と連携し広報活動を

実施します。 

子育て支援課 

 

 

②子ども・若者への就労支援の充実 

施策 内容 主な取組主体 

【205】 

進学を選択しな 

かった子どもへの 

支援等の充実 

子ども・若者総合相談センターや青少年立ち直り支援セ

ンター「あすくる彦根」などにおいて、子どもたちの就業

に向けた支援や職場適応と定着化の促進のため、関係機関

と連携しながら支援を行います。 

社会福祉課 

子ども・若者課 

少年センター 

【206】 

立ち直り支援の充実 

子ども・若者総合相談センターや青少年立ち直り支援セ

ンター「あすくる彦根」などの関係機関が連携し、子ども・

若者たちに寄り添い支援するとともに、個別指導で就職・

就学などの支援を行います。 

子ども・若者課 

少年センター 

【207】 

地域の事業所と 

協力し、職場体験が 

できる仕組みづくり 

子ども・若者の働く意欲を養い職業能力の向上を図るた

め、短期的な就労や社会体験を積み重ね、就業や社会参画

が可能になるよう事業所・関係機関などと連携して就労支

援を行うとともに、無職少年対策推進員の協力を得て、協

力事業所の開拓を推進します。 

社会福祉課 

子ども・若者課 

少年センター 

 

 

③保護者の就労支援・学び直し 

施策 内容 主な取組主体 

【208】 

保護者の就労支援 

ハローワークと連携して就労に向けた支援を実施しま

す。また、彦根市いきがいわくワークセンター（無料職業

紹介事業所）において、仕事の定着を目指した取組を行う

など、就労支援の拡大を図ります。 

人権･福祉交流会館 

社会福祉課 

子育て支援課 

【209】 

自立支援教育訓練 

給付金・高等職業 

訓練促進給付金 

雇用保険加入が１年未満のひとり親家庭の親が指定の

職業能力開発講座を受講し修了した場合、費用の助成を行

います。また、資格取得を目的に１年以上修学する場合の

生活資金を支給します。 

子育て支援課 
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施策 内容 主な取組主体 

【210】 

市が必要とする人材 

育成としての支援 

福祉の職場説明会や職場定着支援研修会を開催し、地域

で必要な福祉人材の確保および福祉職場への定着化と人

材育成を図ります。また、介護職員の確保・定着を図るた

め、、国家資格である介護福祉士の受験に必要な実務者研

修の受講や介護職員として就労するための基礎知識の習

得に向けた介護職員初任者研修の受講に対する助成を行

います。 

介護福祉課 

 

 

④経済的な支援 

施策 内容 主な取組主体 

【211】 

生活福祉資金貸付 

の相談 

社会福祉協議会と協力し、生活困窮家庭などに対して教

育資金などの生活福祉資金の貸付による支援を行います。 
社会福祉課 

【212】 

母子・父子・寡婦 

福祉資金貸付の 

相談・受付 

ひとり親家庭の保護者が経済的に困窮している際に、福

祉資金貸付などの情報提供を行うとともに、貸付の相談に

応じます。 

子育て支援課 

【213】 

ひとり親家庭支援 

事業への利用助成 

ひとり親家庭の保護者が家庭支援事業を利用した際に、

利用代金を助成します。 
子育て支援課 

【214】 

相談業務や養育 

支援訪問による 

保護者への支援 

母子・父子自立支援員などの専門の相談員が随時相談に

応じます。また、養育支援訪問を実施し、必要に応じて関

係機関へのつなぎや、家事支援・育児支援を実施します。 

子育て支援課 

【215】 

保護者の健康面に対 

しての専門的な対応 

保護者が健康診査やがん検診を受診しやすい体制を整

えます。また、保健師などによる訪問指導や健康相談を実

施し、保護者の健康に関する不安を解消します。 

健康推進課 

【216】 

医療費の負担軽減 

医療費の負担軽減を図るために、ひとり親家庭福祉医療

費助成制度や18歳未満の重度心身障害者（児）福祉医療

費助成制度の助成対象者にかかる自己負担金（入院１日あ

たり1,000円、通院１診療報酬明細書あたり500円）を

引き続き撤廃します。また、小中学生の入院医療費および

平成30年4月診療分からの小学校1年生から3年生までの

通院医療費の助成を行う、子ども医療費助成事業を引き続

き実施し、助成対象の拡大の可能性について検討します。 

保険年金課 
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施策 内容 主な取組主体 

【217】 

住宅への支援 

生活困窮家庭に対して、生活困窮者自立支援法の規定に

基づく住居確保給付金を支給するとともに、ひとり親家庭

の家賃負担軽減に向けた施策を検討します。また、ひとり

親家庭に対し市営住宅の住宅供給を行うことで、住宅セー

フティネットの充実に努めます。 

社会福祉課 

建築住宅課 

【218】 

公共交通機関の充実 

湖東圏域公共交通活性化協議会において、「湖東圏域地

域公共交通網形成計画」に基づき、路線バスと鉄道との接

続を強化するとともに、路線やダイヤを改善して通院通

学、観光などにも便利にする取組を進めます。また、予約

型乗合タクシーについても、地区や路線、停留所の設置、

運賃など工夫しながら見直すなど、路線バスや愛のりタク

シーを面的に整備します。 

交通対策課 

 

（３）相談支援体制の充実 

①相談体制の整備・充実 

施策 内容 主な取組主体 

【219】 

子どもの貧困に 

関する相談窓口 

の設置 

子ども・若者総合相談センターにコーディネーターを配

置し、アウトリーチなどの機能がある、子どもの貧困対策

を含めた子ども・若者の総合相談窓口とし、学校、関係行

政機関、地域企業、NPO、自治会その他関係者と連携し

て支援します。 

子ども・若者課 

【220】 

妊娠期からの 

切れ目ない支援 

子育て世代包括支援センターにおいて、母子健康手帳発

行時の面接および情報提供、相談支援を実施します。また、

子ども・若者総合相談センターを始めとした、子どもの貧

困対策などにかかわる各関係機関の体制充実および連携

強化を図ります。 

子育て支援課 

子ども・若者課 

健康推進課 

【221】 

離婚前相談への対応 

離婚前・離婚後の不安を抱えた方への相談に対応するた

め、職員のスキルアップを図ります。また、離婚前相談時

においては、養育費の取り決めなどについても助言しま

す。 

子育て支援課 

【222】 

個別相談・個別訪問 

の充実 

必要に応じて、要保護児童対策地域協議会において具体

的な支援策を講じ、関係機関と連携して訪問を実施するほ

か、養育支援訪問事業を活用し、適切な支援を行います。

また、保健師、助産師の訪問などにより、妊産婦や乳幼児

の健康に関する相談・支援を実施するとともに、必要に応

じて適切な医療が受けられるよう支援します。 

子育て支援課 

健康推進課 
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施策 内容 主な取組主体 

【223】 

相談・対応体制の 

充実 

相談を適切な対応に結び付けるために、各種研修会への

参加による職員のスキルアップを図るとともに、専門職員

の配置など各機関の体制充実と連携強化を図ります。 

子育て支援課 

企画課 

人権･福祉交流会館 

福祉保健部 

子ども未来部 

学校教育課 

 

②関係機関による連携強化・ネットワークの整備 

施策 内容 主な取組主体 

【224】 

地域協議会による 

ネットワーク体制 

の構築 

すでにある多様な相談体制や機関の充実を図り、彦根市

内の関係機関が持つ知識や技能を活かした支援ネットワ

ークとして「彦根市子ども・若者支援地域協議会」を設置

し、その活動の充実を図ります。 

子ども・若者課 

【225】 

福祉部門と教育委 

員会・学校などと 

の連携強化 

子ども・若者総合相談センターの体制充実や、スクール

ソーシャルワーカーの配置・派遣の拡充などを図り、学校

と福祉機関などの連携・協働を推進し、貧困・虐待など、

子どもを取り巻く環境の調整・改善に取り組みます。 

子ども・若者課 

学校教育課 

【226】 

乳児家庭全戸訪問、 

乳幼児健康診査 

などでの早期発見 

助産師、保健師による妊産婦訪問、新生児訪問、民生委

員・児童委員（主任児童委員）によるこんにちは赤ちゃん

訪問、乳幼児健康診査を通して、支援を必要とする母子の

早期発見に努め、必要なアドバイスを行うとともに、関係

機関の紹介やつなぎを行います。 

健康推進課 

【227】 

地域子育て支援 

（拠点･ひろばなど） 

での早期発見 

地域子育て支援センターや各ひろばにおいて、保護者か

らの相談を通して、子どもや家庭の課題に必要なアドバイ

スを行うとともに、関係機関の紹介やつなぎを行います。 

子ども・若者課 

【228】 

保育所・幼稚園での 

相談を通じての 

早期発見 

在園児や未就園児の保護者からの相談を通して、子ども

や家庭の課題に必要なアドバイスを行うとともに、関係機

関の支援の紹介やつなぎを行います。実施を働きかけま

す。 

幼児課 

【229】 

小・中学校での相談 

を通じての早期発見 

保護者からの相談や学校での様子を通して、子どもや家

庭の課題に気付き、必要なアドバイスを行うとともに、関

係機関の紹介やつなぎを行います。 

学校教育課 

【230】 

放課後児童クラブ 

での早期発見 

保護者からの相談やクラブでの様子を通して、子どもや

家庭の課題に気付き、必要なアドバイスを行うとともに、

関係機関の紹介やつなぎを行います。 

生涯学習課 
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施策 内容 主な取組主体 

【231】 

家庭児童相談での 

早期発見 

保護者からの相談を通して、子どもや家庭の課題に気付

き、必要なアドバイスを行うとともに、関係機関の紹介や

つなぎを行います。 

子育て支援課 

【232】 

地域との連携に 

よる早期発見 

自治会長、民生委員・児童委員、地域の事業所、社会福

祉施設などの地域による支え合いの形をつくります。ま

た、社会福祉協議会と協力し、地域での見守り合い活動や

親子サロンおよび多世代交流サロンを通じて、支援が必要

な家庭や子どもを早期発見し、生活支援や福祉制度へつな

ぎます。 

社会福祉課 

【233】 

地域資源の掘り 

起こしと育成 

社会福祉協議会と連携・協力し、子どもたちを応援する

地域や支援者を、人材育成から活動の運営までトータルに

サポートする体制を構築します。 

子ども・若者課 

【234】 

地域・民間の力を発 

揮する仕組みづくり 

社会福祉協議会と連携・協力し、生活困窮家庭などに対

して生活用品や衣類などを無料で提供または貸出を行い

ます。 

社会福祉課 

【235】 

フードバンクの 

支援・体制づくり 

社会福祉協議会と連携・協力し、生活困窮者支援や食品

ロスを減らす取組であるフードバンクを実施する地域・民

間団体を支援します。 

社会福祉課 

子ども・若者課 

【236】 

制服・学用品などの 

リユースの仕組み 

づくり 

社会福祉協議会と連携・協力し、生活困窮世帯に対して

制服・体操服、学用品などのリユース（再利用）に対する

ニーズを把握するとともに、活動を行う地域・民間団体を

支援します。 

社会福祉課 

子育て支援課 

子ども・若者課 

【237】 

身近な地域での 

声かけ 

社会福祉協議会と連携・協力し、地域での見守り合い活

動や親子サロンおよび多世代交流サロンを通じて声かけ

を行い、生活困窮世帯の孤立を防ぎます。また、民生委員・

児童委員などに対して、子どもの貧困に関する啓発・研修

を行い、みんなで子育て家庭・子どもたちを応援する気運

を高めます。 

社会福祉課 

子ども・若者課 

 

③市民への周知・啓発 

施策 内容 主な取組主体 

【238】 

フォーラムなどを

通じた研修・啓発 

「青少年健全育成フォーラム」などにおいて広報活動・

啓発を行い、子どもたちを応援する気運を高めます。 
子ども・若者課 

【239】 

図書館での啓発 

子どもの貧困の現状や関係機関の取組などについて、関

連図書を通して多くの利用者に知ってもらうための啓発

を行います。 

図書館 
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施策 内容 主な取組主体 

【240】 

ふるさと納税制度 

などの周知・啓発 

福祉事業推進に充てられる「ふるさと彦根への思いやり

福祉事業」や社会福祉協議会「彦根善意銀行」を周知・啓

発し、子どもたちを応援する善意を形にしていきます。 

まちづくり推進室 

社会福祉課 

【241】 

子どもの貧困対策 

の情報収集と提供 

各機関が実施する子どもの貧困対策に関する情報を収

集し、一元化したうえで、彦根市ホームページ、ガイドブ

ックなどで情報提供します。 

子ども・若者課 

【242】 

子どもたちを応援 

する庁内体制づくり 

社会生活を円滑に行う上での困難のある子ども・若者

が、健やかに育成される環境を整備するなど、総合的な子

ども・若者支援を推進するため、庁内関係部署における支

援体制のネットワーク化を図ります。 

子ども・若者課 

【243】 

関係機関への 

研修・啓発 

子どもの貧困に関して、保育所・幼稚園・こども園・学

校・放課後児童クラブなど子どもに関わる機関に従事する

職員への研修・啓発を行います。 

幼児課 

子ども・若者課 

学校教育課 

生涯学習課 
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第６章  教育・保育環境の整備 

 

第１節 教育・保育提供区域 

 １．「教育・保育提供区域」とは 

  「子ども・子育て支援法第 61 条」により、市町村は子ども・子育て支援事業計画において、地理

的条件や人口、交通事情その他の社会的条件および教育・保育施設の整備状況などを総合的に勘案し

て「教育・保育提供区域」を設定することが義務付けられています。 

 

 ２．本市における 「教育・保育提供区域」 について 

  本市における「教育・保育提供区域」を設定するにあたり、小学校区（17 区域）・中学校区（７区

域）では、各区域が小さく、「量」の見込みは可能であっても、各区域で提供施設やサービス、 児童

人口に差が見られること、 また、 区域を超えた施設やサービスの利用も見られるなど、各区域内に

おいて「量」の調整や確保が難しいことが考えられます。そのため、今後も安定した教育・保育事業

を展開するためには、ある程度集約された施設整備状況および人口単位をもとに設定する必要がある

ことから、 本市では市全域を１ つの区域として設定しました。 

 

  

資料 2-3 
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第２節 児童人口の推計 

計画期間（令和２年度～令和６年度）各年度における年齢別推計児童数を下記に示します。 

 

【推計児童数（0～11 歳）】 
    （単位：人）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※コーホート変化率による推計  

 

 

コーホート変化率とは、各「コーホート（同年出生集団）」の過去における実績人口の動勢から

「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法。 

今回の推計では、平成 27 年から平成 31 年まで（各年 4 月 1 日現在）の各歳別・男女別の住民

基本台帳人口をもとに、コーホート変化率法により令和 2 年度から令和 6 年度までの児童人口（0

～11 歳）を推計しました。 

  

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳 ７歳 ８歳 ９歳 １０歳 １１歳

令和2年 892 931 935 1,011 987 1,017 1,009 1,102 1,021 1,129 1,037 1,097

令和3年 881 911 923 935 1,010 985 1,012 1,009 1,101 1,022 1,127 1,039

令和4年 868 900 903 923 934 1,008 980 1,012 1,008 1,101 1,020 1,130

令和5年 854 887 892 903 922 932 1,003 980 1,011 1,009 1,099 1,022

令和6年 839 873 879 892 902 920 928 1,003 979 1,012 1,007 1,102

0

200

400

600

800

1,000

1,200
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第３節 教育・保育の量の見込み及び確保の方策 

子育て支援新制度では、教育・保育を利用する子どもについて、３つの認定区分を設定しています。 

教育・保育の量の見込みは、これらの認定区分別、年齢別に推計を行いました。 

 

【認定区分】 

区分 年齢 概要 施設の利用 

1 号認定 

3 歳～5 歳 

子どもが満３歳以上で、幼稚園等での「教育」を

希望する場合 

・幼稚園 

・認定こども園 

2 号認定 
子どもが満３歳以上で、「保育の必要な事由」に

該当し、保育所等で保育を希望する場合 

・保育所 

・認定こども園 

3 号認定 0 歳～2 歳 
子どもが３歳未満で、「保育の必要な事由」に該

当し、保育所等で保育を希望する場合 

・保育所 

・認定こども園 

・小規模保育等 

（地域型保育事業） 

 

「子ども・子育て支援のニーズに関するアンケート調査」の結果から、全国共通で教育・保育等の

ニーズ（量の見込み）を算出するため、国が作成した「第二期市町村子ども・子育て支援事業計画に

おける『量の見込み』の算出等の考え方」に従い、アンケート調査で把握した保護者の就労状況等か

ら「家庭類型」の分類を行った上で、各事業について利用したいとする者の割合等を算出し、これを

将来児童数に乗じて、計画期間各年度の量の見込みとしました。 

 

【量の見込みの算出手順】 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児期の学校教育・保育に係る確保の内容は、保護者の就労状況やその変化等によらず柔軟に子ど

もを受け入れるための体制確保、地域の教育・保育施設の活用等も勘案し、現在の幼児期の学校教育・

保育の利用状況や利用希望を十分に踏まえた上で設定します。 

計画期間（令和２年度～令和 6 年度）各年度における量の見込みと確保の内容を次に示します。 

  

  

計画期間（令和２年度～令和６年度）各年度の年齢別推計児童数 

保護者の就労状況等から分類した家庭類型（就労希望等も踏まえた潜在的な類型） 

☓ 

各事業に対する利用意向率（利用したいとする者の割合等） 

☓ 
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【１号認定：３－５歳（教育のみ）】 

事業内容 幼稚園・認定こども園 提供体制 彦根市全域 

確保方策

の内容 

公立幼稚園の老朽化に伴う整備更新や、待機児童対策としての増築に併せて、認定こども園に移行する。ま

た、一時預かりを充実し、2 号認定のニーズにも応える体制を確保する。 

単位（人） 

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 令和 6 年 

①量の見込（必要利用定員総数）             

②確保の

方策 

特定教育・保育施設             

（確認を受けない幼稚園）             

②－① 0  0  0  0  0  0  

 

【２号認定：３－５歳（保育の必要性あり・教育希望が強い）】 

事業内容 保育所、認定こども園 提供体制 彦根市全域 

確保方策

の内容 

公立幼稚園の認定こども園への移行と公立幼稚園での一時預かり（在園児対象）を順次充実（①3 歳児から

の預かり、②午後 4 時までの預かり、③水曜日の預かり、④夏休み等長期休暇時の預かり）するほか、民間保

育所の整備を行うことで、2 号認定のニーズに応える体制を確保する。 

・平成３０年度 民間保育所１園開設予定 

単位（人） 

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 令和 6 年 

①量の見込（必要利用定員総数）             

  うち教育希望が強い             

②確保の

方策 

特定教育・保育施設             

うち公立幼稚園             

②－① 0 0 0 0 0 0 

※民間による保育所、認定こども園の整備が行われないことを前提とします。 
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【３号認定：０－２歳（保育のみ）】 

事業内容 保育所、認定こども園、地域型保育事業 提供体制 彦根市全域 

確保方策の

内容 

公立幼稚園の認定こども園化や、民間保育所・地域型保育事業等の整備により３号認定のニーズに応え

る体制を確保する。 

・平成 30 年度 民間保育所１園開設予定 

・地域型保育事業所３園の整備を想定 

単位（人） 

彦根市全域 
実績 実施時期 

令和元年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 令和 6 年 

①量の

見込 

必要利用定員総数             

 
０歳児 １・２歳児                         

保育利用率（満 3 歳未満の子どもの数に 

占める 3号認定の量の見込みの割合） 
            

②確保

の方策 

特定教育・保育施設総数             

 
０歳児 １・２歳児                         

②－① 
②－①総数 0 0 0 0 0 0 

 
０歳児 １・２歳児 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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第４節 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保の方策 

子ども・子育て支援法第 59 条では、市町村は自ら策定した子ども・子育て支援事業計画に沿って、

同法第１～13 号に掲げられている「地域子ども・子育て支援事業」を行うこととされています。 

国が作成した「第二期市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』の算出等の考え

方」を踏まえ、下表の地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策を算出しました。 

  

【地域子ども・子育て支援事業】 

地域子ども・子育て支援 
事業として実施するもの 

概要 

①利用者支援事業 
子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て
支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係
機関との連絡調整等を実施する事業です。 

②時間外保育事業 
（延長保育事業） 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日
及び時間において、認定こども園、保育所等において保育を実施する事業
です。 

③放課後児童健全育成
事業 
（放課後児童クラブ） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対
し、授業の終了後に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び
及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業です。 

④子育て短期支援事業 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に
困難となった児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行
う事業です。（短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）及び夜間養護
等事業（トワイライトステイ事業）） 

⑤乳児家庭全戸訪問事
業 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する
情報提供や養育環境等の把握を行う事業です。 

⑥養育支援訪問事業 
養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する
指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する
事業です。 

⑦地域子育て支援拠点
事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについ
ての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

⑧一時預かり事業 
家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、
主として昼間において、認定こども園、幼稚園、保育所、その他の場所に
おいて、一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

⑨病児・病後児保育事業 
病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看
護師等が一時的に保育等する事業です。 

⑩子育て援助活動支援
事業（ファミリー･サポ
ート･センター事業） 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童
の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望
する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

⑪妊婦健康診査事業 
妊婦や胎児の健康の保持増進を図り、安心して出産できるよう、妊婦健康
診査の費用を助成する事業です。 

⑫実費徴収に係る補足給
付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育･保育施設等に対して
保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育･保育に必要な物品の
購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業で
す。 

⑬多様な主体が本制度に
参入することを促進する
ための事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究
その他多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は
運営を促進するための事業です。 
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図表に示した地域子ども・子育て支援事業について、「手引き」に基づき算出した「量の見込み」

に対応するよう、確保の内容及び実施時期（確保方策）を設定します。 

幼児期の教育・保育の事業と同様に、確保の状況が量の見込みよりも不足する場合は、整備の内容

と実施時期を設定します。 

 

 

（１）利用者支援事業 

事業内容 
子どもまたはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業などの情報

提供および必要に応じ相談・助言などを行うとともに、関係機関との連絡調整などを実施する。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 
子ども・子育て支援に係る情報提供や相談支援など、福祉センターおよびくすのきセンターで、利

用者支援事業（特定型・母子保健型）を実施する。 

         

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

①量の見込（か所） 2   2 2 2  2 2 

②確保方策（か所） 2  2  2  2  2  2  
 

 

 

（２）時間外保育事業（延長保育事業） 
 

事業内容 
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日および利用時間以外の日および時間におい

て、認定こども園、保育所において保育を実施する。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 

○時間外保育事業（延長保育事業） 

 ・すべての保育所で延長保育を実施する。 

 ・量の見込は、保育所１園あたり 35 人(≒773 人÷22 園)、小規模保育事業所 1 園あたり 1

人と想定 

 

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和 令和 令和 令和 令和 令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

①量の見込（人）             

②確保方策（人）             

  （実施保育所数）             

②－①（人） 0 0 0 0 0 0 
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（３）放課後児童健全育成事業 
 

事業内容 
保護者が就労などにより昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に小

学校の余裕教室などを利用して適切な遊びおよび生活の場を与えて、その健全な育成を図る。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 

○放課後児童クラブ運営事業 

・各学校の状況に応じて、クラブ室として使用できるように余裕教室などに空調設備を設置すると

ともに、学校と施設を共有使用する。また、新たな施設の新築および現クラブ棟の改築を行い、定

員を確保する。 

・放課後子ども教室については、総合的な観点から検討を重ねる。 

 

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和 令和 令和 令和 令和 令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

①量の見込（人） 
1～3 年生 1,169  1,165  1,161  1,124  1,114  1,093  

4～6 年生 328  358  342  350  347  344  

②確保方策（人） 
1～3 年生 1,169  1,165  1,161  1,124  1,114  1,093  

4～6 年生 328  358  342  350  347  344  

②－①（人） 0 0 0 0 0 0 
 
 
 
 

（４）子育て短期支援事業 
 

事業内容 
保護者の疾病などの理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童につ

いて、児童養護施設や里親宅に入所させ、必要な保護を行う。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 
○子育て支援短期利用事業 

・里親登録者の受け手を増加させ、支援の実施につなげる。 

 

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和 令和 令和 令和 令和 令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

①量の見込（人日） 10 13 16 19 22 26 

②確保方策（人日） 10 13 16 19 22 26 

②－①（人） 0 0 0 0 0 0 
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（５）乳児家庭全戸訪問事業 
 

事業内容 
生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環

境などの把握を行う。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 

○乳児家庭全戸訪問事業(こんにちは赤ちゃん事業） 

○妊産婦新生児訪問指導事業 

・すべての乳児がいる家庭を生後 4 か月までに訪問し、その居宅において様々な不安や悩みを聞

き、子育て支援に関する情報を提供することで、乳児家庭の孤立を防ぐ。民生委員児童委員、主

任児童委員の訪問、新生児訪問など 4 か月までに対象者全員に出会えるよう実施する。 

 

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和 令和 令和 令和 令和 令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

0 歳児推計人口（人） 947 990 983 975 967 959 

①量の見込（人） 

930 990 983 975 967 959 〔民生委員児童委員、主任児童委員〕 

〔新生児訪問：在宅助産師、保健師等〕 

訪問率 98.00% 100% 100% 100% 100% 100% 

②確保方策 

実施体制 
  

主任児童委員 29 人、各地区民生員児童委員 

（職員人数） 新生児訪問：在宅助産師 6 人 

実施機関（人）    健康推進課 
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（６）養育支援訪問事業等 

事業内容 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言などを行うこ

とにより、当該家庭の適切な養育を確保する。また、要保護児童対策地域協議会の機能強化を

図るため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の

連携強化を図る取組を実施する。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 

○児童虐待防止対策事業 

〇家庭児童相談室運営事業 

・地区担当の保健師と子育て支援課職員が連携し、養育について指導が必要と思われる世帯

について訪問し支援する。また、養育環境などから判断して、児童虐待が危ぶまれるなど家事・育

児などの支援が必要と認められる家庭について、民間事業者に委託し、ヘルパーや育児支援員の

派遣を行う。 

・要保護児童対策地域協議会の調整機関職員やネットワーク構成員の専門性の強化を図るた

めに、研修会などを受講させる。 

 

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和 令和 令和 令和 令和 令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

0 歳児推計人口（人） 911  892  881  868  854  839  

①量の見込 延訪問件数 1,298  1,345  1,393  1,443  1,495  1,549  

②確保方策 

実施体制   子育て支援課地区担当 健康推進課地区担当保健師  

実施機関   子育て支援課 健康推進課  

委託団体等 2 2  2  2  2  2  
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（７）地域子育て支援拠点事業 
 

事業内容 
乳幼児およびその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提

供、助言その他の援助を行う。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 

○地域子育て支援拠点事業 

・拠点施設の受入体制を充実させ、年次的な増を図る。 

・令和 6 年度末までに 5 か所の拠点施設とし、受入の拡大を行う。 

 

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和 令和 令和 令和 令和 令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

①量の見込（人） 73,179 80,375 83,972 87,724 91,399 95,113 

②確保方策（人） 73,179 80,375 83,972 87,724 91,399 95,113 

  （実施箇所） 3  3  3  4  4  5  

②－①（人） 0 0 0 0 0 0 
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（８）一時預かり事業 
 

事業内容 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間において、認

定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、必

要な保育を行う。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 

【幼稚園での預かり保育】 

 ・公立・私立すべての幼稚園で一時預かりを実施する。 

 ・対象児童は、池州分園は 4・5 歳児のみとし、その他は 3～5 歳児で実施する。 

 ・1 園あたりの利用人数 

    平成 29～31 年度 週 5 日×39 週×11 人 2,145人日 

【幼稚園における預かり保育以外】 

○一時預かり等事業 

 ・１園あたり利用者数 

 ・週 5 日×52 週×1 日 2 人 年間 520 人日利用として算出 

○湖東定住自立圏ファミリー・サポート・センター事業 

 ・年間 288 人日（平成 25 年度実績値） 

 

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和 令和 令和 令和 令和 令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

幼稚園での

預かり保育 

①量の見込 

（人日） 

1 号 
            

認定 

2 号 
            

認定 

②確保方策（在園児対象

型）（人日） 
            

  （実施箇所）             

②－①（人日） 0 0 0 0 0 0 

一時預かり 

（その他） 

①量の見込（人日）             

一時預かり事業（保育所で

の一時預かり事業） 
            

実施保育所             

子育て援助活動支援事業

（病児・緊急対応強化事

業を除く） 
            

②確保方策（人日）             

②－①（人日） 0 0 0 0 0 0 
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（９）病児・病後児保育事業 
 

事業内容 
病児について、病院・保育所などに付設された専用スペースにおいて、保育士・看護師が一時的に

保育する。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 

○湖東定住自立圏病児・病後児保育事業 

・定員 4 人。 

・休所日 （土・日、祝日） 

・定員 4 人×開所日数 241日＝964 人日 

 
 

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和 令和 令和 令和 令和 令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

①量の見込（人日）             

②確保方策（人日）             

  （実施箇所）             

②－①（人日）   0 0 0 0 0 

 

（10）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 
 

事業内容 

乳幼児や小学生の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かりなどの援助を受け

ることを希望する者と、当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を

行う。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 

○湖東定住自立圏ファミリー・サポート・センター事業 

・提供会員を維持することで、現在の提供体制を確保するとともに、依頼会員となる対象者への

事業周知を図りながら実施する。 

 

彦根市全域 

実績 実施時期 

令和 令和 令和 令和 令和 令和 

元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

①量の見込（人日） 660  706 693  679  668  659  

  依頼会員 532  569  559  547  538  531  

②確保方策（人日）   706 693 679 668 659 

  提供会員  181 194  194  194  194  194  

②－①（人日）   0 0 0 0 0 
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（11）妊婦健康診査事業 
 

確保方策の内容 

○妊婦健康診査事業 

妊婦に対し、異常の有無を早期に発見し必要に応じて適切な指導を行うことにより、健康の維

持増進を図る。厚生労働省の示す必要な検査項目については公費負担とし、医療機関委託にて

実施。少子化対策として、子育て支援の一環であり、妊婦が費用の心配をせず、必要な回数の健

診を受けられるよう、経済的負担および受診の促進のため妊婦健康診査費の助成を実施する。 

 

彦根市全域 

実績 実施時期 

平成 令和 令和 令和 令和 令和 

30 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

0 歳児推計人口（人） 947 990 983 975 967 959 

①量の見込（受診券配布件数） 966 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

1 人あたりの健診回数 14 14 14 14 14 14 

健診回数 

10,851 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 
（受診人数×１人あたりの回数） 

②確保方策 

実施場所   全国医療機関  

実施体制   

  

滋賀県内は医療機関と県内市町と委託契約  

（県外医療機関は償還払い） 

事務については、滋賀県健康づくり財団に委託 

  

実施機関   国が定める基本的な妊婦健康診査項目  

委託団体等   通年実施  

 
 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 
 

事業内容 

世帯の所得状況などを勘案して市町村が定める基準に基づき、特定教育・保育などを受けた場合にか

かる日用品や文房具その他教育・保育に必要な物品の購入に要する費用または特定教育・保育に係

る行事への参加に要する費用の、全部または一部を助成する。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 

低所得者の負担軽減を図るため、特定教育・保育などを受けた場合にかかる日用品や文房具その他

教育・保育に必要な物品の購入に要する費用など、実費負担の部分について、国の制度に合わせて補

助を実施する。 

 
 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 
 

事業内容 
民間事業者の特定教育・保育施設運営への参入促進の調査研究事業、および多様な事業者の能力

を活用した特定教育・保育施設などへの設置、運営を促進する。 

提供体制 彦根市全域 

確保方策の内容 
市民ニーズに沿った多様なサービスの提供や教育・保育の継続的な充足のためには、民間事業者な

ど、多様な主体が参画する必要があることから、情報提供や事業参入など、今後、地域の実情や需給
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の状態を十分に把握した上で実施する。 

 
 

第５節 「教育・保育環境の整備」に関する数値目標 

指標 
現況 目標 

平成 30 年度 令和 6 年度 

公立幼稚園からの認定こども園への移行園数 1 園 

 

1 園 

 

利用者支援事業実施箇所数 2 か所 2 か所 

時間外保育事業（延長保育事業）実施保育所数 

（認定こども園を含む。） 
33 園 

 

33 園 

 

放課後児童クラブ受入児童数 1,393 人 

 

1,437 人 

 

子育て短期支援事業受入施設数 
4 か所 

（令和元年度） 

 

6 か所 

 

乳児家庭全戸訪問の訪問割合 98.0% 100.00% 

養育支援訪問件数 1,253 件 1,549 件 

地域子育て支援センターの整備 3 か所 

 

5 か所 

 

公立幼稚園における水曜日の預かり広場の実施 9 園 

 

9 園 

 

保育所における一時預かり事業の実施 

（認定こども園を含む。） 
22 園 25 園 

病児・病後児保育事業の利用人数 564 人 660 人 

ファミリー・サポート・センター提供会員の確保 181 人 194 人 

妊婦健康診査 受診回数 10,851 回 14,000 回 
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第７章   指標 

本市における平成令和 6年度の目標とする指標とその考え方については、令和 6年度までの本市の児

童数の推計値および平成 30 年度に実施したニーズ調査結果から導かれる各事業の利用希望量などを根

拠としています。また、目標達成のために、各施策を着実に推進するとともに、本計画の「第 章 計

画の推進に向けて」に示す手法によって、進捗状況の管理・評価を行うものとします。 

 

１．子ども・若者の健やかな育ちに向けたまちづくり 

指標 
現況 

平成 30 年度 

目標 

令和 6 年度 
説明 

◎彦根市子ども・若者総合相

談センターの相談者数 

 

延べ 590 人 

・実 70 人 

 

延べ 800 人 

･実 100 人 

彦根市子ども・若者総合相談センター

で支援を受ける利用者の状況がわか

ります。 

彦根市子ども・若者支援地域

協議会の設置・運営 

代表者会議1回・

実務者会議 4回 

代表者会議1回・

実務者会議 4回 

彦根市子ども・若者支援地域協議会

の活動状況がわかります。 

博物館体験学習参加実人数 5 人 80 人 
茶道体験・キッズサマースクールの参

加者数がわかります。 

子ども文芸作品応募数 5,093 点 7,000 点 
子ども文芸作品の応募数がわかりま

す。 

図書館の未就学児の登録者

数 
― 1,000 人 

図書館の未就学児の登録者数がわ

かります。 

 

２．子ども・若者の育ちに応じたまちづくり 

指標 
現況 

平成 30 年度 

目標 

令和 6 年度 
説明 

◎地域子育て支援センターの

整備 
3 か所 5 か所 

地域子育て支援センターの整備の進

捗状況がわかります。 

保育所待機児童の解消 

(4 月 1 日現在) 
29 人 0 人 

保育ニーズの充足状況がわかりま

す。 

児童生徒の全国学力学習状

況調査における正答率の全

国平均との差 

小学校 -1.1% 

中学校 -1.8% 

小学校 +0.6% 

中学校 +0.6% 

児童生徒の全国学力学習状況調査

における正答率の全国平均との差が

わかります。 

全国体力・運動能力、運動習

慣等調査の体力合計点(小 5) 

男子 55.24 点

女子 56.30 点 

男子 56 点 

女子 57 点 

小学 5 年生の全国体力・運動能力、

運動習慣等調査の状況がわかりま

す。 
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３．みんなが共に育つために子ども・若者へ支援するまちづくり 

指標 
現況 

平成 30 年度 

目標 

令和 6 年度 
説明 

家庭相談件数（実人数) 766 件 947 件 
相談が必要な家庭への対応状況が

わかります。 

ひとり親家庭への就労支援に

よる就職件数 
14 件 20 件 

ひとり親家庭への就労支援の状況が

わかります。 

◎地域での子どもの居場所

の整備（学べる場・子ども食

堂） 

9 箇所(学 2 箇

所･食 7 箇所) 

24箇所(学12箇

所･食 12 箇所) 

地域での子どもの居場所の整備状況

がわかります。 

 

４．子ども・若者と子育て家庭にやさしいまちづくり 

指標 
現況 

平成 30 年度 

目標 

令和 6 年度 
説明 

◎夜 9時までに寝ている 3歳

児の割合 
54.6% 59% 

適切な生活リズムが身についている

かを見る指標です。 

むし歯のない 3歳児の割合 84.7% 90% 

子どもの口腔状態は、保護者の子ど

もへのかかわりや食生活も影響する

ことから、保護者の養育状況を量る指

標になります。 

一般事業主行動計画策定事

業所数 
94 事業所 100 事業所 

市内事業所の次世代育成対策への取り

組みの進捗状況がわかります。 

小学校区単位で結成される

自主防犯活動団体結成数 
13 団体 17 団体 

自主防犯活動団体の結成状況がわかり

ます。 

子ども 110 番の家の設置数 2,069 所 2,500 か所 
子ども 110 番の家の登録の状況がわ

かります。 

 

５．すべての子どもが希望をもって成長できるまちづくり 

指標 
現況 

平成 30 年度 

目標 

令和 6 年度 
説明 

家庭支援推進保育士の配置 13 園 13 園 
家庭支援推進保育士の配置状況がわか

ります。 

保育所一時預かり事業の実

施 
22 園 25 園 

一時預かり事業の取組の進捗状況がわ

かります。 

就学援助認定基準の拡大 
生活保護の基

準の 1.2 倍 
拡大 

就学援助認定基準の拡大に向けた取組

の進捗状況がわかります。 

スクールソーシャルワーカー

の配置 
1 名配置 2 名配置 

スクールソーシャルワーカーの配置の進

捗状況がわかります。 

◎地域での子どもの居場所

の整備（学べる場・子ども食

堂） 

9 箇所(学 2 箇

所･食 7 箇所) 

24箇所(学12箇

所･食 12 箇所) 

地域での子どもの居場所の整備状況

がわかります。 
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若者の居場所の整備 2 か所 3 か所 
若者の居場所の整備状況がわかりま

す。 

ひとり親家庭の子どもに対す

る学びと食の支援による居場

所参加人数 

12 人 16 人 
ひとり親家庭の親子が過ごせる居場所

の整備状況がわかります。 

子育て短期支援事業受入施

設数 

4 か所 

（令和元年度） 
6 か所 

子育て短期支援事業の取組の進捗状況

がわかります。 

自立支援教育訓練給付・高

等職業訓練促進給付金受給

者数(のべ人数) 

21 人 52 人 
教育訓練・職業訓練の取組の進捗状況

がわかります。 

ひとり親家庭向け市営住宅の

募集 
1 件/年間 1 件/年間 

ひとり親家庭向け市営住宅の募集状況

がわかります。 

子どもの貧困に関する相談窓

口の設置 
設置 設置 

子どもの貧困に関する相談窓口の開

設状況がわかります。 

彦根市子ども・若者支援地域

協議会の設置・運営 

代表者会議1回・

実務者会議 4回 

代表者会議1回・

実務者会議 4回 

彦根市子ども・若者支援地域協議会

の活動状況がわかります。 

◎地域資源を掘り起こし、育

成する体制の構築 
整備 構築 

地域資源を掘り起こし、育成する体制

の整備状況がわかります。 

 

◎ 重点項目 ： 今後 5年間に特に重点的に取り組む項目。 

（質的な部分についても評価をしていく項目。） 
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６．教育・保育環境の整備 （再掲） 

※目標の数値については、本計画「第 6 章」を参照してください。 

指標 
現況 

平成 30 年度 

目標 

令和 6 年度 
説明 

公立幼稚園からの認定こども

園への移行園数 
1 園 

 

1 園 

 

認定こども園への移行の進捗状況

がわかります。 

利用者支援事業実施箇所数 2 か所 2 か所 
利用者支援事業への取り組みの

進捗状況がわかります。 

時間外保育事業（延長保育事

業）実施保育所数 

（認定こども園を含む） 

33 園 

 

33 園 

 

時間外保育事業（延長保育事業）

への取り組みの進捗状況がわかり

ます。 

放課後児童クラブ受入児童

数 
1,393 人 

 

1,437 人 

 

放課後児童クラブのニーズに対す

る取り組みの実施状況がわかりま

す。 

子育て短期支援事業受入施

設数 

4 か所 

（令和元年度） 

 

6 か所 

 

子育て短期支援事業への取り組

みの状況がわかります。 

乳児家庭全戸訪問の訪問割

合 
98.0% 100% 

乳児家庭の全戸訪問への取り組

みの実施状況がわかります。 

養育支援訪問件数 1,253 件 1,549 件 
養育支援訪問への取り組みの実

施状況がわかります。 

地域子育て支援センターの整

備 
3 か所 

 

5 か所 

 

地域子育て支援センターの整備へ

の進捗状況がわかります。 

幼稚園預かり保育実施 9 園 

 

9 園 

 

幼稚園での預かり保育の実施へ

の取り組みの進捗状況がわかりま

す。 

保育所における一時預かり事

業の実施 

（認定こども園を含む） 

22 園 25 園 
一時預かり事業への取り組みの進

捗状況がわかります。 

病児・病後児保育事業の利

用人数 
564 人 660 人 

病児・病後児保育事業の取り組み

の利用状況がわかります。 

ファミリー・サポート・センター

提供会員の確保 
181 人 194 人 

提供会員の確保への取り組みの

進捗状況がわかります。 

妊婦健康診査 受診回数 10,851 回 14,000 回 
妊婦健康診査の受診回数の状況

がわかります。 
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第８章  計画の推進に向けて 

 

１．市の推進体制 

子ども・若者に関する施策は、様々な分野が関係し、多岐におよぶため、計画策定担当課（子ども・

者課）が中心となり、年度毎に関係各課の施策や事業の実施状況を把握するとともに、関係各課が連

携して施策に取り組み、本計画を着実に推進します。 

 

２．計画の進行管理 

本計画で定めた教育・保育および地域子育て支援事業の量の見込みや確保方策などをはじめ、各施

策や事業などについて、「彦根市子ども・若者会議」において、Ｐｌａｎ（計画）－Ｄｏ（実施・実

行）－Ｃｈｅｃｋ（検証・評価）－Ａｃｔｉｏｎ（改善）のプロセスを踏まえた「ＰＤＣＡサイクル」

に基づき、計画の進行管理および評価を行います。 

また、その結果によっては、計画に記載する施策の見直しを行うなど、計画の柔軟性を確保します。

事業の継続・拡大についても、必要な事業費を毎年度の予算編成の中で検討し、精査するとともに、

事業手法の見直しや、国・県の補助制度の活用などの財源確保、適切な受益者負担についても随時検

討することとし、効果的・効率的な事業実施に努めます。 

 

３．市民・事業所・市との連携 

  本計画の施策・取組は、すべて市が実施するものではなく、市民や事業所の協力が欠かせない分野

もあることから、市民・事業所・市との協働を推進します。 

 

（１）市民・事業所との協働 

本計画を実行性のあるものとして、着実に展開していくためには、家庭や地域、関係団体や企業な

どの主体的な取組が必要不可欠となります。そのためにも、ホームページや広報などの媒体を通して、

計画の周知・啓発を進めるとともに、協働のための会議の場を設けるなど、既存の活動などと十分に

連携を図りつつ計画を推進します。 

なお、多様化するニーズに対応するため、限られた財源を有効に活用し、効果的・効率的な事業実

施に努めるとともに、施策や課題ごとに、市が主たる役割を果たすべき分野、市と市民・事業所が協

働で実施する分野、市民・事業所が主体的に取り組む分野などを検討し、その役割分担を適時に整理

してまいります。 

 

（２）市の役割 

待機児童の解消に向けた施設整備や、児童虐待への対応、障害のある子どもやひとり親家庭への支

援、子どもの貧困への対応など、セーフティネットの構築については、市が主体的に施策の推進を図

ります。特に、子どもに関する専門的な知識および技術を要する支援や施策については、県との連携

のもと、着実な事業展開を図ります。 

また、身近な地域で多様なニーズに応えるためには、地域で様々な活動実績のある市民団体や NPO、

企業などと市が協働し、サービスを提供することが考えられます。この場合、市は、サービス提供者
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と協議し、関係機関が連携するための場の設定や、情報提供、広報の協力、財政的な支援など、後方

からの支援を行います。 

なお、本計画においては、第 5章で施策の展開、第６章で教育・保育環境の整備、第７章で目標値

を示しています。これらの施策の実施や目標値の達成のためには、支援体制の充実が必要であり、保

育士や保健師、看護師、臨床心理士といった専門的職員の確保に向けて取り組むとともに、各種施策

の展開にあたっては、必要に応じて、国・県に対して要望してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子ども・若者とその家族を支える地域ネットワーク（イメージ図） 
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